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　 この報 告 書 は,日 本 自転 車 振 興 会 か ら競輪 収 益 の一 部 で あ る

機 械 工業 振 興 資 金 の補 助 を 受 けて,昭 和59年 度 に実 施 した 「情

報 化 の推 進 に関 す る調 査研 究 」 の一 環 と して と り ま と め た もの

で あ りま す。
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ま` じ　　め　　に

　 高度 情報化を指 向 して,わ が国 では,産 業界や社会 において様々な情 報ネ ッ

トワ ーク の形 成 が進 ん で お ります 。 ネ ッ トワ ー クの利 用 は
,ニ ュー メ デ ィア の

登 場 と と もに,情 報 処 理 と通 信 が 融 合 した新 しい使 い方 が 開発 さ れて お り,産

業 活 動 や社 会 の情 報 流 通 に 大 きな変 革 を もた ら しつ つ あ ります 。

　 政 府 は,こ の よ うな 動 向 に鑑 み,公 衆 電 気 通 信 業務 の一 元 的 運営 を 前 提 と し

た電 気 通信 体 制 を抜 本 的 に改 革 し,民 間 活 力 の 積極 的 な導 入 を 計 る新 通 信 法 を

国 会 に 上程 し,昭 和59年12月 両院 を通 過 しま した。

　 当協 会 で は,か ねて よ り,将 来 の ネ ッ トワー ク需要 の動 向把 握 と主 と して 制

度 問 題 につ いて,　 「汎 ネ ッ トワー ク推 進 委員 会(委 員 長 ・稲 葉 秀 三 氏)」 を設

け専門的な立場 か らの検討 を依頼 してお ります。

　 同 委員 会 で は,昭 和59年2月 に 「ネ ッ トワーク提 言 」 を取 りま と め 関係 機 関

に具申 しま した。

　 しか し,同 委員会 は新通信 法施行後 もその解釈,運 用をめ ぐり多 くの課題 が

あ ると し,あ らか じめ検討 を加え,関 係 資料 と共 に本資料を編集 し今後 の参考

に資す る ことといた しま した。

　多 大なご尽力 を頂きま した汎 ネ ットワーク推進委員会 の委員及 び専門委員 を

始 め関係各位 に心 よ り感謝す る次 第です。

昭和60年3月
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本 報 告 書 の 趣 旨

　昭和59年4月 新電気通信事 業法および新 日本電信電話株式会社 法案が国会

に提 出され,同 年12月 成立公布 され,昭 和60年4月 よ り施行 され るこ とと

な った。

　 これ に付随 して,昭 和60年4月 両法 の施行令,施 行規則等が公布施行 され

る。

　両法 案提 出 に際 し,第 一種電気通信事業者 に対す る規制のあ り方,第 二種電

気通信 事業 者における一般 と特別 の切 り分け問題等 をめぐり多 くの論議がか わ

され た。 その後,ア メ リカを主 とす る海外 か らの通信 自由化 に関す る意見 も相

次 ぎ,昭 和60年4月 の施行令 等の内容 をめ ぐり内外 に再 び多 くの論議が起 き

た。

　 この間,汎 ネ ッ トワーク推 進委員会 は59年2月 両法案要 綱に対す る意見 を

発表 し,新 通信法体系の あるべき姿 に対 す る問題の指摘 と要 望 を行 った。

　 59年 末,本 委員会 は,そ の専門委員会 によ り両法案 を対象 に分析討議 を行

な った。 この議論 が本書の主体 をな して いる。

　 60年 春 の政省令対象の議論 に本委 員会 はかかわ って いない。 その理 由は,

59年2月 の提言内容 を訂正すべ き理由はな く,基 本 的な問題 指摘 は上記専 門

委員会 の討議 にっき,こ れ を公 表すれば足 りると したか らによる。

　本報 告書 の趣 旨は上につ きるが,主 と して施行政省令 をめ ぐる諸資料 を網羅

し(目 次参照),昭 和59年 末 な いし昭和60年 初における通信法論議 の総合

資料集 とした。
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新 通 信 法 体 系 の 課 題
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新 通 信 法 体 系 の課 題

1.全 面 的な新通信 法体系構 築の必要

　 昭和60年4月1日 施行 の新 通信法 は,電 気通信事業法お よび日本電信電話株

式会社法 の施行 と,こ れに伴 な う施 行命令並 びに主 として諸技術 関連省令 の整

備 を中心 と してい る。

　 当委員会 で しば しば提言 して きたよ うに,真 に通信法体系 の新 構築 を計 るた

めには,最 少 限度有線電 気通信法,電 波法,放 送法 などの通信諸 法 について回

線の接続,サ ー ビスの接続を最大限 自由 とす る改正が必要 になる。

　 そのよ うな通信法系全体 の再構築 によ って初 めて,た とえばCATV網 の 自由

な相互接 続,CATVサ ー ビスへの ビデオ テ ックスサービスの乗 り入れな どが可

能 となろ う。

2.周 辺 諸 法 制 整備 検 討 の 必 要(参 考1参 照)

　 高 度 な オ ン ライ ン情 報 サ ー ビスが 展 開 す るため に は,狭 義 の通 信 法 制 が 整 備

　され る だ けで な く,広 汎 な 法 制 の整 備 が 必要 で あ る。 この点 に つ い て 組織 的 な

点 検,具 体 策 の 提 案 が各 方 面 よ りな され る ことが 望 ま しい。

3.新 規 参入 第 一 種 電 気通 信事 業 の将 来

　 新 規 参 入 第 一種 電 気 通 信 事 業の 将 来 は,

(イ)新NTTと の接 続

(ロ)第 二 種 電 気 通 信事 業 併 行 進 出の 有 無,進 出す る とき の あ りか た

(・・)CATV網 そ の 他異 種 ネ ッ トワー ク と の接 続 の 可 非,条 件

な ど に よ って左 右 され る もの と考 え られ る。 新事 業 が成 立 しや す い 環境 の 醸成

が望 ま しい。
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4.第 二種電 気通信事 業の 一般 ・特 別区分

　　当委員会 と して,昭 和59年2月 本問題 に関す る妥協案を提示 したが,本 来,

一 般 ・特 別の区分 と届 出を超 える加重手続 は不必要 で あるとす るのが 当委 員会

　の見 解 で あ った。　本報告 「資料5」 の専 門委員会 討議が参 照 され,将 来,一

　般 ・特 別 の区 分 を廃 し,第 二種事業 は届出のみを もって可能 とな る方向の実

　現す る ことが望 ま しい。

5.真 の 自由競争 を実現 する公正競争 基盤の確立

　 子会社 を含む新NTTと 新規参入電気通信事業者 間 および新規参入電気通信

事業者相互間 において公正 な競争原理の実現 され ることが望 ま しい。

　　それ は,子 会社 を含 む新NTTの 事業範囲 の問題で ある と共 に,通 信 事業規

　制 のあ りか たの 問題で もあ ろう。

付　 回線単純再販 売禁止問題

　　 いわゆ る回線 単純再 販売 は,電 気通信実務上極 めて重 要な問題 だが,そ の禁

　 止規定は新NTTの 下記 約款条項 による。　(参考2)

　　 難解 な表現で あ って,将 来,こ の規定 の解釈の実際 につき十分吟味 され るこ

　 とが必 要で ある と考 え られ る。

4



(参考1)

　　　　　　　　　　　 ニ ュー メデ ィア に係 る制 度 的諸 問 題

(ニ ューメデ ィア研究会制度分科会調)

1.事 業運営面での制度的諸問題

メ デ ィ ア 項　　　　　目 関　 係　　法　　律

CATV (1}施 設設置に伴う制度的問題

①　道路等占用問題 道 路 法32条,36条,39条,

東京都条例3条,自 然公園法17条,18

条

古都における歴史的風土の保存に関す

る措置法8条,民 法269条

河川法20条,26条

②　共架問題 電気事業法48条,50条

各社内規

③　施設設置許可申請 有線テ レビジョン放送法3条

有線テレビジョン放送法施行令

②　事業運営に伴う制度的問題

①　事業開始届 有 線 テ レビジ ョ ン放 送 法12条

②　再送信問題 有 線 テ レビ ジ ョン放 送 法13条

③　著作権問題 著作 権 法98条,99条,100条

著作権条約

㈲ 　 ネ ッ トワー ク間 接続 問題 電波法

双方向CATV サ ー ビス の 認 可 有線電気通信法10条

ビデ オ テ ッ クス ①　法管轄 電気通信事業法

②　著作権問題 著作権法

VAN 回線利用問題 電気通信事業法

・上記諸問題の他,全 体にかかわる問題 として,公 正競争の問題がある。これは競争原理を導

入するに当り,公 正競争を広 く実現するという観点から十分な検討が必要であるということである。
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3.利 用 面 で の 問 題

サ ー ビ ス 項　　　　　目 関　　係　　法　　律

エ レ ク ト ロ ニ ッ ①　無店舗取引問題 銀行法8条 　18条

ク バ ンキ ング 銀行法施行規則8条

②　法的証拠問題

ホーム ディーリング ①　無店舗取引問題 証券取引法33条

②　法的証拠問題 商品取引所法8条

ホー ムショッピング ①　販売規制問題 食糧管理法,薬 事法,専 売法,高 圧ガ

ス取締法等

②　大店法問題 大規模小売店舗における小売業の事業

活動の調整に関する法律

訪問販売法6条

ク レ ジ ッ ト共 同 ① 　 プ ラ イバ シー問 題

ネッ トワークシステム ②　ネッ トワーク間接続問題 NTT約 款

遠隔防災防犯 ①　防災設備要件問題 消防法第4章,第4章 の2

サ ー ビス ②　無線セ ンサー利用制限問題 電波法4条

座席等各種予約 ① 無店舗販売問題 旅行業法3条4条

サ ー ビ ス ②　クーポンレス販売問題 旅行業法12条 の5

③　法的証拠問題

テ レメ ー タ リング ①　機器の検定問題 計量法12条,67条

サ ー ビス ガス事業法第5章

②　料金通知問題 電気事業法19条

水道法14条

ガス事業法17条

・上 記 問題 の他
,各 サ ー ビス の全 体 に かか わ る問 題 と して,セ キ ュ リテ ィ問題 と標 準 化 問 題 が

あ る。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 -　 6　一



(参 考2)

電 話 サ ー ビ ス 契 約 約 款(抜 奉)

　　　第6章 　回線相互接続

　 (当 社の電気通信回線 との接続)

第84条 　契約者(共 同電話の加入電話契約者を除きます。)は,そ の契約者回線の終端におい

　て又はその終端に接続されている電気通信設備を介 して,契 約者回線と当社が提供する電気通

　信サービスに係る電気通信回線 との相互接続の請求をすることができます。この場合,そ の相

　互接続に係る電気通信回線の名称 その相互接続を行う場所,そ の相互接続を行 うために使用

　する電気通信設備の名称その他その相互接続の請求の内容を特定するための事項について記載

　 した所定の書面を所属電話サー ビス取扱所に提出していただきます。

二　当社は,前 項の請求があったときは,次 の乙とを条件として,そ の請求を承諾 します。

　{1}相 互に接続 した電気通信回線により行 う通話について,そ の品質を保証するものでないこ

　　と。

　②　契約者回線と専用回線 とを相互に接続 して通話を行 うこととなる場合(通 話以外の通信に

付随 して通話を行 うことがやむを得ないとき又は第110条(通 話利用の制限)の 規定により

優先的に取り扱われる通話を行うため必要なときを除きます。)に は,そ の専用回線がその

専用回線がその接続に係 る契約者回線の終端のある場所と同一の単位料金区域(料 金表第1

表第2(通 話料金)に おいて定めるものをいいます。以下同 じと します。)内 に終始するも

　　のであること。

　 (集 団用交換設備における専用回線又は自営電気通信設備と契約者回線との接続)

第89条 　事業所集団電話の加入電話契約者は,そ の契約者回線が収容 されている集団用交換設

　備において専用回線又は自営電気通信設備(有 線放送電話設備を除きます。以下この条 におい

　て同じとします。)と その加入電話契約者に係る事業所集団電話又は内部通話用電話の契約者

　回線との相互接続の請求をすることができます。この場合,当 社所定の書類を提出していただ

　きます。

二　前項の請求があったときは,当 社は,次 の ごとを条件として,そ の請求を承諾 します。

　(1)そ の専用回線又は自営電気通信設備は,そ の集団用交換設備に収容されている事業所集団

　　電話又は内部通話用電話の契約者回線とのみ接続するものであること。

　　　ただし,そ の事業所集団電話の契約者回線へ着信 した通話又は通話以外の通信を,そ の集

団用交換設備において専用回線に転送する場合は,こ の限りでありません。この場合におい

て,そ の転送により通話を行 うこととなるとき(通 話以外の通信に付随 して通話を行うこと

がやむを得ないとき及び第110条(通 話利用の制限)の 規定により優先的に取り扱われる通

話を行 うため必要なときを除きます。)は,そ の専用回線がその接続に係る契約者回線の終
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端のある場所と同一の単位料金区域内に終始するものに限り'ます。

専 用 サ ー ビ ス 契 約 約 款(抜 奉)

　　　第7節 　回線相互接続

　 (当社の電気通信回線 との接続)

第35条 　専用契約者は,第38条(集 団用交換設備における専用回線と契約者回線との接続)

　第1項 の場合を除いて,そ の専用回線の一端において,又 はその一端に接続 されている電気通

　信設備を介 して,専 用回線相互又は専用回線と当社が提供する電気通信サービスに係る電気通

　信回線との相互接続の請求をすることができます。この場合,そ の相互接続に係る電気通信回

　線の名称,そ の相互接続を行 う場所,そ の相互接続 を行 うために使用する電気通信設備の名称

　その他その相互接続の請求の内容を特定するための事項について記載 した所定の書面を専用サ

　ービス取扱所に提出していただきます。

二　当社は,前 項の請求があったときは,次 のことを条件として,そ の請求を承諾 します。

　(1)相 互に接続 した電気通信回線により行 う通信について,そ の品質を保証するものでないこ

　　 と。

　(2}専 用回線と契約者回線とを相互に接続 して通話を行 うこととなる場合(通 話以外の通信 に

付随 して通話を行 うことがやむを得ない場合又は電話 サー ビス契約約款第110条(通 話利用

の制限)の 規定により優先的に取り扱われる通話を行 うために必要な場合を除きます。)に

は　その専用回線がその継続に係る契約者回線の終端のある場所と同一の単位料金区域内に

　　終始するものであること。　　　　　　　　　　　　　　　　 .　 1

　 (集 団用交換設備における専用回線と契約者回線との接続)

第38条 　専用契約者は,集 団用交換設備において,専 用回線とその集団用交換設備に収容され

　ている事業所集団電話又は内部通話用電話の契約者回線との相互接続の請求をすることがで き

　ます。 この場合,・その相互接続に係る電気通信回線の名称,そ の相互接続を行う場所その他 そ

　の相互接続の請求の内容を特定するための事項について記載した所定の書面を専用サー ビス取

　扱所に提出 していただきます。

二　当社は,前 項の請求があったときは,次 のことを条件として,そ の請求を承諾 します。

　(1)相 互に接続 した電気通信回線により行う通信について,そ の品質を保証するものでないこ

　　 と。

　②　その専用回線は,そ の集団用交換設備に収容されている事業所集団電話又は内部通話用電

　　話の契約者回線 とのみ接続するものであること。
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ただし,そ の事業所集団電話の契約者回線に着信 した通話又は通話以外の通信を　その集

団用交換設備において専用回線に転送する場合は,こ の限りでありません。この場合におい

て,そ の転送により通話を行うこととなるとき(通 話以外の通信に付随して通話を行 うこと

がやむを得ない場合及び電話サービス契約約款第110条(通 話利用の制限)の 規定により優

先的に取 り扱われる通話を行 うため必要な場合を除きます。)は ,そ の専用回線がその接続

に係る契約者回線の終端のある場所と同一の単位料金区域内に終始するものに限ります。

{3)そ の専用回線を接続することができる事業所集団電話の契約者回線の数が
,当 社が別に定

　める数以上あること。

●

`
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新通信事業法における第二種事業規制の推移

法　　案　 要　 綱

(昭 和59年2月 半)

汎NW委 提 言

(昭 和59年2月 末)

成 立 法 に お け る

規　　　　　　 定

一　般　二　種

事　業　規　制

届　 出　制 自　　　 由

「通知」 と同 じ

届　 出　 制

特　別　二　種

事　業　規　制

許　可　制
自　　　 由

(届 出制示 唆)

登　録　制

外　資　参　入 50%未 満 自　　　 由 自　　　 由
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資 料 　3

再 掲 　 汎 ネ ッ トワ ー ク推 進 委 員 会

　 　 　 「ネ ッ トワ ー ク 提 言 」

　 　 　 　 　 　 　 (昭 和59年2月)





　 　　　 　　　　 　　　 提 　言 　 の 　 ま 　 と　 め

　 新通信法体系は

　 　①　事業規制 は必要最少 限に留 める こと。

　 　② 通信事業 に誰 もが 自由に参入で きること。

　 　③ 高度 なサー ビスを提供す る事業 について規制 を加えない こと。

　 　④ 　公正 な競争 が実現され ること。

　 　⑤ 通信回線,通 信網,高 度 なサ ービスの各種 の接続を 自由にす る こと。

を目標 と し,す べて の関係者の コンセ ンサ スの下 に,21世 紀 に至 る社会情報化

の基盤形成 に,大 き く寄与する ものであることを期 待 します。

L
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ネ ッ ト ワ ー ク 提 言

(事 業 規 制 の排 除)　 　 　　 　　 　　 　 　　 　　 　　 　 　　 　　 　 1㌧,、'　 L'　,、

1・ 基樋 詩 業都 対する事業規制eま・㌃ ビス約麹 届出堅 ぽ あると

　き これ に対す る政府 の改善勧告権のみでよい。

　　特定 の者 のための基本通信事業者 にっいて,事 業規制 の必要 はない。

2.　基本通信事業者 に対す る外資参入 は原則 と して一定 の条件の下で認めて もよ

　い。

　　ただ し,国 の利益,安 全 にかかわ る問題 と して必 要あると きは,外 資参入 は

　制限 されて よい。　 　　　 　　　　 　　　　 　 l　　　　 　　 t,

3.高 度 なサー ビスを提供す る事業者に対す る規制 は必要が ない。

4.高 度 なサー ビスを提供す る事業者に対す る外資参入 は,自 由とす る。

(公 正競争の 実現)　 　　　　　　　　　　　　　、　　 '　 ・'

5.基 本通信事業者 は,高 度 なサー ビスの提供 または通信機器製造 ・販売を自 ら

　兼営で きない もの とする。

6.基 本通信 事業者が 高度 なサ ー ビスの提供 または通信機 器の製造 ・販売を行 う

　別 法人 に関与す るとき,そ の出資比率 に妥 当な限度をお くもの と し,経 理的相

　互扶助 を禁 ず るほか,現 行 私的独 占禁止法第9条 の2(大 規模 事業 会社の株式

　保有 の総額制限)の 趣 旨を適用す るもの とす る。

7.従 来,独 占通信事業者 が負 っていた,あ まね く公平 に通信 サー ビスを提供 す

　る業務は競争原理の導入 とはな じみに くく,こ れを見 直す必要が ある。
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(接 　続)

8.通 信 回 線,通 信網 お よ び 基本 通 信 サ ー ビス,高 度 なサ ー ビス の 相互 接 続 な い

　 し乗 り入 れ ば す べて 自由 と し,接 続 また は乗 り入 れ の ため の必 要 コス トを超 え

　る付 加 料 金 は どの 当事 者 に文寸して も認 め な い もの とす る。

(経 過措置)

9.上 記 諸 提言 は,あ るべ き通 信法 体系 へ の提 言 で あ って ,必 要 あ る と き は適 切

　な経 過 措 置 が と られ る もの とす る。
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資　料　4

[

　新 電 気 通 信 事 業 法 を め ぐる 「汎 ネ ッ トワ ー ク

推 進 委 員 会 専 門 委 員 会 討議 」　 (昭 和59年12月)





　専 門 委 員 会 に お け る

新 通 信 法 関 連 討 議 要 約

1　 新 規 参 入第 一 種 電 気 通 信 事 業 者 に対 す る要 望

　 イ.ど の よ うな サ ー ビス を どの よ うに して 行 うのか,と い う点 が 全 く明 らか で

　 　 は な い。

　 ロ.新 規参 入 一 種 事 業 者 が 一 本 化 して しま うと い う話 もあ る。

　 よ って,現 段 階 で 発言 で き な い 。

2.　 第 二 種 電気 通信 事 業 者 の一 般,特 別 の切 り分 け基 準

　 イ.進 歩 の速 い時 代 に回 線 数 で 一 般,特 別 を切 り分 け る と い う考 え は無 意 味 。

　 ロ.回 線 数 の 増 減 によ って,"一 般 にな った り,特 別 にな った りす る可 能 性 が あ

　 　 る が ど う して対 処 す るか 。

　ハ.特 定 少 数 にせ よ,特 定 多 数 にせ よ,タ リフは通 常公 表 で きな い 。不 特 定 相

　 　手 な ら タ リフを 公表 しな け れ ば な らな い。

　二.よ って,一 般,特 別 の切 り分 け は タ リフ(約 款)の 公 表 の有 無 に よ って 行

　 　 うの が 最 も妥 当 で あ る。

3.回 線 の 再 販

イ.純 粋 に電 話通 信 回線 の み の再 販 な ら ,あ るい は問 題 が あ る か も しれ な い。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 -17一



ロ　 しか し,現 在 の 加 入網 に は音 声 も,デ ー タ も,FAX信 号 も入 り乱 れて 流

　 れ て い る。

ハ 　 この よ うな 時 代 に再 販 禁 止 とい って も対 象 の 規 定 が 困難 で は な いか 。

二　 よ って,お お む ね再 販 禁 止 条 項 に不 賛 成。'明 確 に電 話再 販 の み規 定 で き る

　 な らば その 部 分 につ き消 極 的賛 成 。

4.VANの あ り 方

　 　 当分 様 子 を見 るよ りな し.仮 に乱立す る として も戦 な誘導等 は不 要。

5.回 線 の 接 続

　イ　 甲一種事業 者 の長距離回線(中 継回線)/乙 一種事業者または新NTTの

　 長距離 回線(中 継回線)接 続 は,無 条件 接続,接 続 チ ャージ不要。

　ロ　'甲一種事業者 の長距離 回線(中 継回線/新NTTの 市 内回線接続 には,最

　 低限 の接続 チ ャージは必 要であ る。

.＼ た だ し ,そ の 際 の 接 続 チ 。一 ジ}・は妥 当 な 策 定 根 拠 が 示 され る必 要 あ り。

6.サ ー ビ ス の 接 続

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、　「

　 イ.VIDEOTEX/CATV,VIDEOTEX/VAN,VAN/CATV,な ど の 融 合 は

　 時代 の流 れ で あ る。

　 ロ.促 進 す る方 向 で 必 要 な法 改正 を行 うべ きで あ る。
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7.電 波 法 改 正 の必 要 性

　イ.現NTTは あ らゆ る経 路 につ いて,事 実上 短 波 資源 を独 占 して い る。

・ル か し・その多 くは蒲 回線町 あ ・て常 時獺 して はいない・

　ハ.よ って,NTT占 有 資 源 の 明細 公 表;有 効 利 用検 討ヘ

ニ .'微 弱 誠 を 開放 すべ し

&_轟 業 斑NTTの 料金体系 　 '

　　 第 ユ項 と同 じく,今 暫 く様子を 見な}・と発言 が困難。

9・ 新NTT喋 輪 囲 渤 向

イ・新NTT自 体 だけでな く・新NTTζ これを ζ り9く 子会社群全体の動向

　 　と して 見 る必 要。

　 ロ.新N.TTグ ル ー プ の圧 倒 的優 勢 が問題 を起 さ な いよ う,国 と して 強 力 な指

　 導 が必 要。

一・独禁法は噺NTTグ ループ噸 を抑え・公嘩 争原理を保つ上で役

　 　に立 た な い。

1　O.一 種事 業 の事 業 範 囲

　 　 第1項 と同 じ く現 在 判 断 しに くい。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 -19一



新 通 信 法 を あ ぐ っ て 一一

　 A　 き ょ うは この 前 の 専 門 委 員会 で お 配 り した ア ンケ ー トの 回答 項 目につ いて

こ討 議 い た だ きた い と思 いま す 。 この 委員 会 で意 見 を1つ に ま とめ られ るか ど う

か わか りませ ん けれ ど も,自 由 に御 発言 を いた だ きた い と思 い ます 。 そ して 専 門

委 員 会 と して本 委 員 会 に対 して き ょうの 議 論 の結 果 を何 らか の形 で提 言 を して い

た だ くか ど うか,ま た,そ の 意 見 を ど うす るか と い う こ と につ いて も,決 め て い

た だ き た い と思 い ます 。

　 と ころで,ア ンケ ー トの 項 目が10項 目あ るの で す が,ユ2人 の メ ンバ ー が,1項

目1人1分 で や り ま して も10項 目で120分 か か る とい う計 算 にな りま す の で,項

目別 に大 体 御 意 見 の そ ろ って い そ うな と こ ろは,何 を 強 調 した らい い の か とい う

点 に 中心 を 置 いて 進 めて い き た い と思 いま す 。 ま た,ち ょう と御意 見 が 分 か れ て

い る項 目 もあ り ます ので,そ うい うと ころ に時 間 をか け て こ討 議 い た だ いた らど

うか,と 思 い ます 。 そ うい う進 め方 で よ ろ し ゅ うご ざ い ま し ょ うか 。

　 ① 新 規 参 入第 一 種 通 信 事 業 者へ の要 望

　 そ れで は,ま ず 「新 規 参 入 第一 種 通 信 事 業 者 へ の要 望 」 とい う項 目で ご ざ い ま

す け れ ど も,新 事 業 法 案 が話 題 にな りま して か らい ろ い ろ の企 業 や 団 体 が 第1種

事 業 に手 を挙 げ て い らっ しゃ るけ れ ど も,一 体 何 を,ど ん な範 囲 で,幾 らで とい

うよ うな こ とが 全 くわ か らな い じゃな い か とい う御 意 見 が か な り出て お ります 。

特 に 事業 規 模 や そ の態 様,技 術 基 準 や 料 金 体 系 等 ユ ー ザ ー と して 一 番 知 りた い

こ とに つ い て 明確 で な い 。 こ こ ら辺 の と ころ を早 く明確 に して もらい た い とい う

ご 意 見 が大 部 分 で す 。 ただ,そ うい うよ うな 御意 見 の 中 で,1さ ん が割 合 に は っ

き り,第 一 種 事 業 者 はサ ー ビス 目的 と して 高 速 大 容 量 の トラ ンス ペ ア レ ン トな伝

送 サ ー ビス を競 争 原 理 に基 づ い て利 用 者 に 提 供 す る と い う こ とを述 べ て お られ ま

す の で,そ こ ら辺 の 御 説 明 を して い ただ きた い と思 いま す 。

　 1　 別 に 考 え が あ った わ け で は な いの で す が,こ ん な と ころ じゃな いか な とい
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う こ と なん で す 。

　 A　 実 は 私 は,今 手 を挙 げ て い ら っ しゃ る と ころ,例 え ば道 路 公 団 に しま して

も国 鉄 に しま して も,今 や って い る事 業 と の関係 で の何 か付 帯 的 な サ ー ビス な い

し情 報 を つ け加 え て提 供 した い とい うふ うな こ とを うわ さに 聞 いて お るの で す け

れ ど も,そ うす る と必 ず し も,す べ て トラ ンスペ ア レン トか ど うか,一 部第 一 種

事 業 者 と して何 か それ ぞれ の特 色 を お持 ち なの か も しれ な い と い う ことが 考 え ら

れ るの で す 。

　 1　 と い う と きは,や は り二 種 の兼 業 とい う こ とに なるの で す か ね 。

　 A　 それ らの と ころ は ど うで し ょ うか 。私 は,一 種 は二 種 の 内 容 は全 部 行 え る

と い うの が,今 回 の法 の立 て方 じゃな い か と思 うの です が,ど うで し ょ うか 。

　 C　 そ の とお りです 。

　 A　 だか ら,一 種 と二 種 を横 に並 べ て い るの で は な しに,一 種 は二 種 を含 む と

解 釈 で き ます 。 だ か ら,新 電 電 と して は,今 付帯 事 業 的 にや って い ら っ しゃ る よ

う な い ろ い ろ な情 報 サ ー ビス や通 信 処 理 サ ー ビス に つ いて も,と り たて て 第 二 種

も併 業 します と い う必 要 は な い の です 。 ま た,推 測 の域 しか 出 ませ ん が,例 え ば

国 鉄 は第 一種 業 者 と して,時 刻表 だ と か 予約 状 況 だ とか の情 報 提 供 を や りた い と

か,あ る いは 道 路 公 団 が道 路 の混 雑 状 況 な ど を第 一 種 事 業 者 と して そ れ を通 じて

提供 した い とか い うよ うな こ とを お考 え の よ うで ご ざ い ます 。 た だ,そ の場 合 も,

トラ ンス ペ ア レン トな部 分 以 外 の分 野 で は,第 二 種 専 業 と して お や りに なる事 業

体 と,あ る いは競 争 原 理 と し て は 同 じ立 場 に 立 た れ るべ き だ ろ う と 思 うの で

す。 この こ とは 新電 電 につ い て も同様 で す。

　 そ の ほ か の と ころ で は,大 体 皆 さん ど の議 論 も共 通 なん で す が,特 に第1番 目

の項 目に つ い て の要 望 につ いて,こ れ だ け はつ け加 えて お きた い と い うよ うな御

意 見 は ご ざ い ます か 。

　 Cさ ん は,も うち ょ っと純 民 間 的 な業 者 が 手 を挙 げて いい は ず なの に,何 か 電

電 公 社 と体 質 が 似 て い る よ うな と こ ろば か り しか手 を挙 げ て ない じゃ な いか と い

うよ うな御 意 見 を… … 。
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　 C　 いわ ゆ る公 共 公益 事 業 部 門み た い な と こ ろが た くさん 出 て きて お りま して,

民 間 活 力 導 入 と い う大 き な視 点 か らす れ ば,そ れ に反 して い る とは い え ない の で

す が,純 民 間 事 業 者 とい うの が も っと や りやす い よ う な形 を と る と い う こ との 方

が,長 期 的 に見 た ら非 常 に 重 要 で は な いか と思 うの ですg'

　 当初 は民 間 が先 に飛 び 出 ま した け れ ど も,最 近 み ん な考 え あ ぐね て い る よ う な

節 が あ って,い ま ひ とつ 元 気 が ない 。 最 初 に飛 び 出 した 民 間 が,だ ん だ ん落 ち て

きて,従 来 の 公 益 事 業 者 が 代 って表 面 に 出 て きて い るよ うに 思 われ ます 。 公益 事

業 者 側 も態 度 をハ ッキ リさせ て い るわ けで は な い段 階 の よ うで す が,各 電 力 事 業

も検 討 は 進 め られ て い る よ うです 。 ζ う した一 群 の 事 業 者 が 出 て きます と,従 来

の 公益 事 業 部 門 だ け が,今 後 の第 一 種 電 気 事 業 者 民 間版 を扱 う主体 と い う姿 が 本

当 に好 ま しい の か な とい う素朴 な疑 問 を持 って い る とい う ことで す 。

　 A　 この 委 員会 が始 ま り ます前 雑 談 中 に 申 し上 げ た ん です けれ ど も,CATVの

今 の業 者 の 方 が今 の 設備 を 用 い て,ロ ー カ ル とい う形 で第 一 種 に進 出 され る よ う

な意 図 は業 界 に ご ざい ま せ ん か 。

　 C　 CATVは,元 来 ロ ー カル なネ ッ トワー ク なの で す が,ロ ー カ ル な施 設 を使

って第 一 種 サ ー ビス,つ ま り有 線 テ レビ ジ ョ ン放 送 法 で 規律 され て い ない範 囲,

と 申 します の は も う少 しコ ミュニケ ー シ ョ ン(通 信)寄 りの サ ー ビス を や りた い

と い う意 見(計 画)は 出て い る よ うで す 。 しか し,こ れ ら ローカ ル の 施 設 を 結 ん

で,東 名 阪 の ネ ッ トワー ク に構 成 す る よ うな計 画 は表 面 化 して い な い よ うで す 。

こ うい う通 信 を含 む ネ ッ トワー クを構 成 す る とな ります と,、これ は 映 像 ネ ッ トワ

ー ク も含 め て チ ョ ッ ト元 気 が 出 ないの で は ないで しょ うか 。 そ うい う現 状 で す 二

　 A.何 か 全 銀 協 シス テ ムの よ うな もの を そ こで や ろ う とい うよ う・な声 が ど こか

か ら出て い る よ うで す け れ ど も,あ の声 は まだ 大 した こ とは ないの です か 。/

　 C　 そ うい う構 想 は 昔 か らあ るん じゃ な いで し ょうか 。 一般 ユ ー ザ ー を対 象 に

CATVの 施 設 を 使 って 通 信 サ ー ビス を や る と い うこ とに な ります と,線(ネ ッ ト

ワー ク)が 相 当 あ まね く広 く行 きわ た って い ませ ん とモノの役 に立 たな いです ね。

しか しポ イ ソ ト ー ポ イ ン ト間 で,例 え ば 銀 行 の支 店 な んか 数 量 的 に 少 な くは な
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い し,さ れ ば と い って 多 くは ない と い とい うことで ,で すか ら,そ うい うところを中

心 にネットワークを 組 ん で い って,そ の 後 に ロ ー カル な もの を今 度 は も う一 つ 上 の

と こ ろ(リ ー ジ ョナ ル)に 統 合 す る とか と い う構 想 は,前 か らご ざ い ま した。M

ISとCATVの 結 び つ.き な どを見 ま して も,第 一 次 ニ ュrメ デ ィア ・フ ィーバ ー

み た い な もの が42,3年 ごろ あ ったの で す けれ ど も,そ の と きの構 想 なん か はハ

ツキ リそ う い う方 向 を 考 え て い た と言 え ます 。 こ う した事 例 か ら します と,CA

TVを 通 信 の 用 に 供 す る とい う考 え方 は根 っ この と こ ろに ズ ー と あ った の じゃ な

いで し ょうか 。 要 す る に:回 線 が 安 けれ ば,お 互 いが メ リッ トが 出 る と い う こと

で し ょう。 た だ し,銀 行 の デ ー タ を取 扱 うと い うよ うな こと に な りま す と,相 当

厳 密 な回 線 管 理 とデ ー タの秘 密 保 持,要 す る に通 信 の 秘密 保 持 を 実行 しな けれ ば

な らない と い う問題 が 出 て ま い ります 。 この 辺 につ いて は,い ま だ に未 開 拓の ま

ま とい うよ う なの が 現 状 で はな い か と思 い ます 。

　 A　 この 間 の世 田谷 の ケ ー ブル 火 災 の よ う な こ とで,セ キ ュ リテ ィ対 策 か らも

・ ◆ ・ ヂ..

o

　 C　 複 数 の メデ ィア が あ る と い う こ との方 が いい ん です よ とい う こ と を我 々 は

言 って き て い るの で す 。"ダ ブ ル シス テ ム"と い う こ とを我 々 は10何 年 言 って い る

わ け です 。 しか し,金 が か か るか ら,そ ん な こ とを した ら国 家 的損 失 だ と い うこ

とで 公社 さん を含 め コ ンセ ンサ ス が得 られ な い で き た ので す 。

　 A　 特 に この要 望 事 項 と い う点 で御 意 見 ご ざ い ませ んか 。

　 H　 基 本 的 に早 く内 容 を 示 して ほ しい と い う ことで す 。.

　 A　 皆 さん 大 体 そ の よ う な御 意見 の よ うで ご ざ い ます 。

　 ユの 問 題 は そ うい う ことで,ま だ わ けが わ か らな いか らサ ー ビス内 容 や コス ト

を具 体 的 に示 して ほ しい。 そ れ か ら も うち ょ っ と民 間 の 活力 を生 か した と こ ろ も

手 を挙 げて ほ しい と い うよ う な と ころで よ ろ し ゅう ご ざい ます か.。

　 E　 この 第 一 種 通 信 事 業者 とい うの は,現 在,国 鉄 とか京 セ ラとか な ん とか あ

ります ね 。 そ う い うふ うに複 数 の4社 か5社 あ る もの を第 一 種 通 信 事 業 者 とみ な

して,そ れ に対 す る要 望 「という こ とで は な くて,私 は,乙 の 第 一 種 通 信 事 業 者 の

一23一



話 は,既 に 政治 レベ ル に入 って い る と思 うの です 。 ここ は もう技術 とか そん な こ

と じ ゃ な くて,政 治 の話 で一 本 化 して,社 長 は この人 と,社 長 も決 ま って い るの

で す 。 そ うい うい ろ い ろ な話 を 聞 い て いま す と,何 とな く,こ の 要 望 と い うと き

に,ぱ らぱ ら出て い る もの に 対 す る要 望 で は な くて,一 本 化 した姿 に対 す る要 望

とい う イ メ ー ジで 見 な い と い け な い と思 うの で す 。

　 特 に 昨 年 の6月,FCCが セカ ン ドコン ピ ュー タ ・インクアィア リーlc対 す る考 え

方 を ま た 出 しま した ね 。 あれ に よ ります と,ATTが 独 自にMC　 Iの よ う な会 社 を

や って も い いの で す 。 そ う変 わ りま した ね 。 と い う こと は,日 本 に持 ち込 まれ ま

す と,電 電 自身 が 新 電電 と第 二電 電 の2つ をつ くるわけです ね。 新 電 電 で 第一 種 を

専 門 に行 い,電 電 に よ る第 二電 電 がVANサ ー ビス をや るとい う風 に考 え るわ けで

す 。 社 会 シス テ ム と い う ことで で か くな い と い け ない か ら,ど う して も一本 化 し

た もの とい う大 き な存 在 に な って くる と思 うの で す 。 そ こに 対 す る要 望 と い う位

置 づ け で これ を お書 き に なる のか,そ れ と も京 セ ラとか 日本 テ レ コ ムとか ば らば

らの 複 数 社 に対 す る要 望 と して お書 きに な るのか,そ こが ち ょ っと ス タ ンスが変

わ って くるの か な とい う感 じがす る の です 。

　 A　 一本 化 の方 向 は も うは っ き り して お るわ け です か。

　 E　 い ろ い ろ な方 が お っ しゃい ま す けれ ど も,私 ど もの調 べ て い る範 囲 で は,

完全 に固 ま って い る と い うふ うに聞 いて い ます 。

　 A　 新 電 電 と第 二 電 電 と2っ 。

　 E　 そ ん な感 じです 。 しか も電 電 公社 みず か らが 民 営 の第 二 電 電 をっ くるか も

わ か ら ない とい うふ うに な って くる の じゃ ないか と も言 わ れ て い ます 。 そ うす る

と,新 電 電 と第 二電 電,今 の もの が一 本 化 した第 三電 電 と,話 が か な りや や ζ し

く な って きて い るわ けで す け れ ど も,そ れ を ち ょ っ と考 え た の です 。 一 本 化 した

場 合 と個 々 の場 合 とで は ど うなの か,同 じか と思 うの で す け れ ど も… … 。

　 A　 一 本 化 して 物 を考 え た ら,大 分 話 は違 った もの に な って き ます ね 。

　 E　 そ の 姿 が今,何 も見 えな いで しょう。 政 治 の レベ ルの 話 は見 え るの で す け れ

ど も,個 人 名 で 出 て くる わ け です よ。 あ そ この社 長 を外 す とか そ うい う レベ ル の
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話 は よ く聞 くの で す けれ ど も,技 術 とか 中 身,事 業 計 画 とか と い う もの は何 も見

え な い ので,余 り言 え ない な。 先 ほ どお っ しゃ った よ うに,ど う見 て も民間 のパ

ワ ーが 余 り入 ら ない よ う な感 じが す るの で す。 新 電 電 が大 きす ぎ て競 争原 理 が働

か な い と い う気 が す るの です よ。 それ が ち ょ っ と感 想 です 。

　 A　 そ うい う状 況 です と,そ れ を前 提 に要 望 事 項 を ま とめ て 出 す と い う こ と も

で き に くいで す ね 。

　 E　 で きに くい 。 た だ,そ ん な背 景 が あ る とい うこ とだ け を御 参 考 ま で に … … 。

　 ② 　 第 二種 電 気 通 信事 業 者 の 一 般,特 別 の切 り分 け 基準

　 A　 それ で は,第1は それ ぐ らいに して お き ま して,第2の,第 二 種 電 気 通 信

事 業 者 の 一般,特 別 の切 り分 け基 準 に 移 りた い と思 い ます 。 これ につ いて は,国

際 に わ た る事 業 で あ るか な いか と い う1点 だ けで 切 り分 け た らい い と い うご意 見

と,そ れ か らい わ ゆ る大 規 模 につ いて の 決 め方 を相 対 基準 の 方 が い い とい う御 意

見 と,大 別 す る とそ ん な と ころ だ った と思 い ます 。

　 Bも う1つ あ るの です 。 今 の 中 で,い わ ゆ る特 定 の もの の た め の ネ ッ ト,不

特定 の もの の た め の ネ ッ トで 分 け て は ど うか と い う考 え方 も,そ の 中 に は あ るの

で す 。 た だ,特 定 とは何 か と い う こ とが非 常 に難 しい。

　 A　 まず分 け方 の 問題 が あ って,分 け る必 要 が あ るか な いか と い う こ と と… … 。

　 B　 分 け る こと は,も う法律 に な って い る ので す か ら,分 け る か ど うか とい う

こ とは チ ョ ッ ト困 ります が,分 け方 が,通 産 は1万 回線 とか 郵 政 は500回 線とかそ

うい う議 論 と,特 定 と不 特定 で分 け た らど うか と い う3つ 。 それ か ら個 別 に は 決

め ない で,3年 ぐ らいず つ 相対 的 に何%で や った らど うか と い うのが あ る の で は

ない か とい う こと です 。

　 A　 た だ,皆 さん のお 答 え の 中 に は,国 際 を除 いた ら,実 際 問 題 と して 分 け る

意 味が あ る のか ど うか と い う御 意 見 が 出 て い るわ けで す。 法 律 に影 響 を与 え る こ

とが で き るか ど うか わ か りま せ ん けれ ど も… … 。

　 切 り分 け基 準 は大 変 難 しい の じゃな いか と思 いま す 。 これ は現 実 論 で い き ま す
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か 。 実 際 に あ る基 準 が 絶対 値 の形 で示 され た とき に,場 合 に よ って,そ の境 い 目

に あ る事 業者 は 一 般 と特 別 の 間 を行 った り来 た り します ね 。 お客 さん が 減 った ら

一 般 に な っ て ,お 客 さ ん が ふ えた ら特 別 に な る。 これ につ いて は,Cさ ん が お

っ しゃ って い ます ね 。　「提 供 業 と その 利 用 者 との 間 には長 期 に わ た る需 給 の安 定

が 不 可 欠 で あ り」 とあ ります が,・ この 「施 設 提 供 義 務 を有 す る新 電 電 が 一 …」 ～「

い うの は,ど うい うふ う な こと です か 。

　 C　 今 度 の 電 気 通 信 事 業 法 で は,第 一 種 通信 事 業 者 は,回 線 の 利 用 を 申 し出 ら

れ た場 合 に は,断 れ な い原 則 に な って ます 。 接続 しなけれ ば な らな い と い う こ と

に な って い る わ けで す 。 で す か ら,自 前 でLANの システムを構 内 に組 ん で いて,

外 線 に これ を 接続 した い と い った場 合,今 まで は公 社 が 回 線 規 格 に合 わ な い と か

い う理 由 で 断 わ れ た わ け です 。確 か に ア ナ ログ ベ ー スの 話 で は,ア ナ ロ グ信 号 に

雑 音 が乗 って きて,相 対 雑音 量 が ふ え る とか い ろ い ろ な問 題 が あ り ま した け れ ど

も,デ ィジ タル で す と,波 形再 生 を す れ ば,間 違 った もの は間 違 った ま ま伝 え て

くれ るわ け で す か ら,ま さに トラ ンスペ ア レ ン トに な って くるわ けで す 。 そ うな

る と積 極 的 に 接 続 を拒 否 す る理 由 は希 薄 に な る。 従 って 接 続 の要 望 は受 け入 れ な

け れ ば な らな く な る。 こ うい う段 階 に な る と これ まで 潜 在 して きた利 用者 の利 用

の継 続 性 の 問 題 が 出 て きま す 。利 用者 の方 も,要 す る に あ る5年 間 な ら5年 間 と

い う償 却 期 間 は 少 な くと もず っ と契約 しな けれ ば い け な い とか,と い った問 題 が

今 度 は出 て くるか 。 あ る いは コ ン トラ ク トベ ー スで 接 続 して い るか の問 題 が 出て

く る可 能 性 が あ る と い う ことで す 。 ア メ リカで は その 辺 の と ころ は,い わゆ る 「一

般 供 給 」 と 「コ ン トラク トベ ー スの 供 給 」 と2つ に分 けて い ます 。

　 私 もよ く存 じま せ ん,デ ィ ジタ ル ・タ ー ミネ ー シ ョン ・サ ー ビス と い うの は,

コ ン トラ ク トベ ー スの サ ー ビス で ござ い ま す ね 。 あ る地 点 まで と にか くデ ィ ジタ

ル ベ ー スで 届 けて,そ こで タ ー ミネ ー トします と い う概 念 だ と思 うの で す 。

　 A　 接 続 の 義 務 が示 され て い るの は,新 しい 日本 電 信電 話 株 式会 社 法 です か 。

　 C　 第 一 種 事 業 者 に共 通 して い る と思 い ます 。 電 気 通 信 事 業 法 の34条 に 「提 供

義 務 」 とい うの が あ り,読 ま して い た だ き ま す と,「 第 一 種 電 気 通 信 事 業 者 は,
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正 当 な理 由 が なけ れ ば,そ の業 務 区 域 に おけ る電 気 通 信役 務 の 提供 を 拒 ん で は な

らな い。」と い うこ.とに な って います 。・　 '　 　 　 　 　 ・

　 H　 特 別 第 二 種 もそ うい うふ う なニ ュア ンスは な か ったで し ょ うか 。

　 C　 正 確 に は記 憶 に残 って い ませ ん。

　 A　 そ う します と,極 端 な こ とを言 う と,新 電 電 会 社 の全 部 の 回 線 を利 用 した

い とい う第 二 種 業 者 が あ らわれ た と きに … …。

　 C　 ま さ に,そ うい う非 常 に極 端 なケ ー スが 想 定 で きるわ けで す 。 新 電 電 に内

側 か らぴ った り内接 す るよ うな事業 者 が で きて,新 電 電 は とにか く保 守 を やれ,'

料金 の徴 収 もやれ,そ して おれ の と ころ に全 部 それ を納 め ろ,そ れ に応 じて 払 っ

てや るとい うよ うな人が 出ないと も限 らないのです。 いわゆ るロジカルサ ーキ ッ トとか

論 理 ネ ッ トワー ク と い うよ うな形 で 考 え られ るわ け で す。物 理 的 な ネ ッ トワ ー ク,

線 の つ なが りだ けが 今 ま で一 般 的 理解 の ネ ッ トワー クだ った ので す が,こ うい う

概 念 を超 え た ネ ッ トワー クが 出て くる可 能 性 が あ る 。 特に電 電 公社 の 局 の 配 置 は,

御存 じの よ うに何 階 層 か に な って いま して,一 定 の ル ール に従 って ど こか の局 を

経 由 して 伝 送 され て ゆ くわ け です 。 そ の と きに,例 え ば,階 層 化 され て い る局 の

ハ イア ラー キ の ど こに で も接 続 で きま す よ とい う こ と にな ります と,効 率 の悪 い

ル ー トと局 をバ イパ ス しち ゃ うこ とを事 業 にす る人 が 出て くる こ とに な る わ け で

す 。 こ うな ります と,コ ン ピ ュー タ,デ ィ ジ タル 回 線 だ け使 い ます と い う事 業 者

で も,コ ン ピ ュー タ そ の ものが 一 種 の ス イ ッチ ン グ機 能を持 って しま い ま す か ら,

そ ん なバ イパ ス事 業 が 本 当 に可 能 に な って くるか も知 れ ない とい う こ とに な るわ

です。 ですか ら,ど こか ら網 に接 続 させ るか は 重要 な 問 題で あ るわ け です 。1網の 最

末 端 の エ ン ドオ フィ ス か ら接 続 す る な ら いい とい うの が一般 的 な考 え方 で,現 在

MC　 IとATTの 接 続 は そ うな って い るわ け で す 。 日本 で は,エ,ン ドオ フ イス の ア

ウ トプ ッ ト側 につ な げ るよ うに な る と い うよ う な話 を聞 いて い ま す け れ ど も,こ

れ が本 当 な らば,番 号 計 画 は ど うな るの か な と,人 ご となが ら心 配 して い るの で

す 。

　 A　 極 端 な こと を言 う と,そ れ は第 一 種 と して の 外 側が あ って,そ の 円 周 に完
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全 に 内 接 す る形 で の 第 二 種 の 事 業 で す ね 。 そ うす る と これ は 当然 特 別 第 二 種 に な

るで しょ う。 その 点 で 規 則 が か か って くる し,そ れ か ら第 二 種 と して の独 禁 法 に

もか か って き ませ ん か 。

　 C　 そ こで で す が 公社 に対 す る独 禁 政 策(適 用 除外?)と 民 間 に対 す る独 禁 政

策 とい うの が,本 当 に うま くバ ラ ンス を と って運 営 で き るの か な と い う問 題 が あ

る と思 うの で す 。新 電 電 に対 して は,普 遍 的 な業 務 の 提 供 を求 め て い る見 返 え り

と して全 国 独 占を 認 め て い るの だ と思 うの です が …… 。

　 A　 Hさ ん は,特 別 二 種 に つ い て は 不 特定 多 数 と い うよ う な こ とを … … 。

　 H　 そ の辺 は非 常 に難 しい と思 うの で す けれ ど も,分 け る とす れ ば,こ れ は特

別二種 と してサービズ す るのだ,一 般二 種 と し て サ ー ビスす るの だ とい う こ とが は っ

き り規 定 で き な い と い け な い と思 うの で す 。容 量 の 相対 基 準 と い う こ とで 一般 に

な った り特 定 に な った りす る とい うの は非 常 に困 る と い う感 じが す るの で す 。特

.に 特 別 二 種 は基 準 が 違 い ます 。 例 え ば技 術 者 を置 くとか そ う い う こ とが あ ります

の で,こ れ は き ちん と規定 で き る必 要 が あ るか と思 い ま す 。 た だ,そ の 区分 け と

い うの は なか なか 難 しい な と思 い ます 。

　 　1　 特 別 にす る理 由 は なん で し ょ うか ね 。 わ か ら ない の で す 。

　 H　 不 特 定 多 数 の 場 合 に は,公 共 の利 益 と い う もの を一 応 確 保 す る必 要 が あ る。

例 え ば1つ の 安 全,信 頼性 基 準 につ いて も非 常 に きつ くあ る必 要 が あ る 。 そ の辺

に 重点 が あ るの じゃ な いか と い うふ う に私 は考 え て い る の で すが 。

　 A　 特 別 だか らとい って 義 務 と して 無 制 限 に 不特 定 多 数 か らの需 要 の 申 し入 れ

に 対 して,供 給側 と して完 全 に対 応 が とれ るか ど うか と い うの は ,事 業 と した ら

問 題 で しょ う。

　 H　 拒 否 で き ない と思 い ま す 。

　 A　 拒 否 で き ない と,問 題 です ね 。 特別 二種 の場 合 に,区 域 の 限定 はで き な い

の です か 。

　 C　 それ は なか った と思 い ます 。

　 B　 触 れ て い ませ ん。
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■

　 A　 Eさ ん の 書 か れ た 御 意 見 は ど うです か 。

　 E　 Hさ ん が お書 きに な った よ うに,こ の 間,郵 政 の打 ち合 わ せ が あ ったの で

す 。 そ こに 私 も出 た の で す け れ ど も,そ の と きの御 説 明で は,規 模 の 話 は しませ

ん で した ね 。

　 H　 そ うで す ね 。 規模 とい うよ り も,不 特定 か 特 定 か 。

　 E　 そ して独 特 の不 特 定 の定 義 を され ま したね 。 私 の 感 じで は,特 別 と い うの

は 契約 約 款 を 公開 す る。 不 特 定 多数 だ か ら ,さ あ皆 さん条 件 は 同 じで す よ と見 せ

るわ けで す 。 と ころが 一 般 の 場 合 は,特 別 のお 客 様 と特定 で や ります か ら ,一 般

に は見 せ な いわ けで す 。 だか ら ,あ る お客 様 と別 の お客 様 と契 約 条 件 が 違 うか も

しれ な い。

　 A　 個 別 に対 応 す る'。

　 E　 そ れ が一 般 で し ょ う。 一般 と特 別 の差 は そ こ じゃ ない か 。

　 A　 何 か 概 念 が ひ っ く り返 って い る。 「一 般 」 と い うの は,特 定 の利 用者 との

契 約 で あ り,「 特別 」 と い うの は 不特 定 多 数 を対 象 とす る … … 。 や や こ しい です

ね 。

　 E　 そ う なん です 。 私 なん か は,実 際 実 務 上 は そ う考 え て い るの で す よ。

　 D　 そ うい う こと です ね。 料 金 体 系 の 公 開 の義 務 が あるかな いか とい うこ とです。

　 そ う しま す と,先 ほ どのHさ んの お話 に私 も賛 同す るの で す けれ ど も,私 ど も

この春,外 部 の計 算セ ン ター に ネ ッ トワー クオ ペ レー シ ョンを ,面 倒 くさ くて か

なわ な い か ら.全 部 外 注 して しま った わ け です 。 それ をや って 感 じた わ け で す け

れ ど も,と にか くこの 料 金 体 系 を 公 開 され た ら私 ど も も困 る で しょ う し,計 算 セ

ンタ ー も困 るの じゃ な いか と思 うの で す 。 そ うい う意 味で ,結 局 特 定 の ユ ーザ ー

向 けの ネ ッ トワ ー クが,1つ の 計算 セ ンタ ーの ネ ッ トワーtクの 中 で次 々 に ロ ジカ

ル にで きて い く。 だ か ら,「 一 般 」 の届 け出 とい うの は ,多 分 大 手 の計 算 セ ン タ

ーです と ,100,200と 届 け られ るで し ょうけ れ ど も,実 質 的 に特 別 二 種 の登 録

とい うの は本 当 に あ り得 る のか と い う気 が します 。 要 す るに ,付 加 価 値 評 価 す る

尺 度 が は っ き り しない以 上 料 金 体 系 を 公開 す る こ とは難 しい で し ょ う。 だ か ら,
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い わ ゆ る トラ ンス ペ ア レンス ベ ー スの ネ'ヅ トワ ー クで す と,こ れ は 通 過 した デ ー

タ 量 だ け で単 純 に算 定 で ぎます か ら話 は簡 単 で す が,1そ こ に付 加 価 値 が ア ドオ ン

され ます と,そ こ に加 入 す るユ ー ザ ー に よ って み ん な言 って くる こ とが 違 い ます 。

　 これ がEさ ん の と こ ろみ た い に ネ ッ トワー ク業 者 と して の ス ペ ッグ を エ ン ドユ

ー ザ ー側 に持 ち込 も うと い うよ う な と こ ろで す と比 較 的 い い の です け れ ど も,ネ

ッ トワー ク業 者 自体が エ ン ドユ ー ザ ー側 の 言・い分 を全 部 受 けて ピ エ ン'ドユ ーニザ ー

な りの 世 界 を 自分 の ネ ッ トワー クの 中 に ど ん ど んつ'く って い くよ うなて と に な り

ます と,こ れ はみ ん な個 別 対 応 で す ね 。 だ か ら,.料 金 体 系 もみ ん な個 別 対 応 です 。

だか ら,そ れ が いか に大 き くな った と して も,あ る特定 ユ ーザ ー向 け に つ く った

もの とい うの は,料 金 体 系 の 公開 なん か で き な いか も しれ ませ ん 。

　 A　 これ は郵 政 当 局 の 私 的 な発 言 です けれ ど も,業 と して 届 け るか ら業 な ん で

あ って,業 と して 届 け 出 な けれ ば第 二種 通 信 業 者 で は ない とい う ことで す 。そ の

意 味 は,結 局 は特 定 の と ころを 企 業 グル ープ な ら企 業 グル ープ とい うふ うに 限定

されて お や りに な って い る場 合 には,要 す るに これ まで の 概 念 の 企 業 内 通信 と同

じよ うに 自 由 で あ って,届 け 出 も何 も要 らな い。 それ が 複 数 あ る と い う こ とで す

と,ど なた か お書 きに な って い ま した けれ ど も,第 二 種 と して 届 け 出 る と ごろ が

あ るの か ど うか 。

　 K・ 私 は,一 般,特 別 の 区 別 は ない方 が いい と思 い ます 。 この 区分 は厄 介 な問

・題 です 。3年 後 の 見 直 しの とき に は,是 非 な く した 方 が い い と思 い ます 。 ま た切

り分 は 基準 が 要 る とす れ ば,絶 対 基 準 よ りは,・相 対 基 準 の 方 が まだ い、いん じゃ な

いか と思 い ま す。

　 A　 そ こで,対 価 を 求 め る とい う形 です と 業 か も しれ ま せ ん け れ ど も,経 費 を

それ ぞ れ の 会 社 の 使 用 の.量 とか 使 用 の 質 に よ って 負担 す る と い うふ う な こ と だ と,

業 に な らな い ので す 。 確 か に通 信 の 仕 事 は な さ って い るけ れど も,そ れ は 自由 で

す か ら,業 と して 行?て な いの だ。 企 業 グル ー プで 共 同 で 使 って い るだ け で,共

同 で按 分 して 費 用 は負 担 して い る と い うこ とで す と,第 二 種 届 け出.を しな くて も

いい とい う こ とに な りませ んか 。 た だそ うは い って もセ ンタ ー さん は それ 自体 を
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業 と され て い ます か ら,届 け 出 ざ るを得 な いで.し ょ うね。

　 H.・、今 の と ころ.は,中 小VANは 届 け出 て い ますけれ ど.も,・この 辺 に な ります と,

届 け 出 るか 出 ない か と.いう の は好 みで は な しに,多 少 商売 に影 響 い た します 。

　 A　 届 け ない と,商 売 に な ら ないで し ょう。

　 H　 .そうで す ね 。.中小VANと い うのは,,私 ど も最 初 届 け 出 よ うと い う こ とで 届

け 出 たの で す が,全 部 却 下 され ま した。 そ れ で や め て お こ うと い う こ とに した の

の です が 営業 の方 か ら,早 く届 け 出 な い と商 売 に な らない よ と い う こ とで,届 け

出 しま した。 そ れ と同 じて とで,今 回,一 般 と特 別 が 出 て き ます と,特 別 で届 け

出 るか 一 般 で 届 け 出 るか 。 大分 商売 に も影 響 が あ る な とい う感 じ もあ り,気 に な

る と こ ろで す 。

　 A　 Jさ ん は,切 りか え が ス ムー ズ に い くか ど うか とい う点 を 指 摘 され て い ま

す ね6

　 J　 500と い うの は よ.くわ か ら なか った の で す けれ ど も,要 す るに さ っ ぎHさ

んが お っ しゃ った よ うに,公 共 的 性格 と い う もの を重 視 して,そ れ で 安 全 ケ ー ス

をか な りと った 数 が500と い う形 に なった と い う気 が す る の です 。 しか し,500

と い う回 線 は,ち ょ っと大 き な ネ ッ トワー ク を持 って いる と ころ は,1社 で そ の

ぐ らい に な りま す ね 。 そ うす る と,い わ ゆ る不 特定 か っ多 数 と い う こ と と矛 盾 し

ます の で,も う少 し数 値 を大 き くす るの も1つ の 行 き方 で し ょ うな。 や は り,般

と特 別 二 種 の圧 倒 的 な差 が あ るよ うに,う か つ に 右 へ 行 ゴた り左 へ行 った りす る

ことが ない よ う な差 を つ け るて とが で き るの じゃ・ないか と い ラ気 が しま七 た の と,

もう.1つ は,回 線 数 だ け に着 目す る と い う こ と も ち ょ っと何 か よ くわ か りませ ん 。

例 え ば 公共 性 の 問題 に して も,や は り参 加 して い る企 業数 とか その企 業 の性 格 と

か と い う もの が あ る意 味 で.関連 が あ るよ う な気 が した ので す 。

　 A　 こ こ ら辺 は,当 局 もお悩 み の と ころで す ね 。

　 B　 この議 論 は,新 聞 や雑 誌 に は全 然 出 て な いの で す。 で す けれ ど も,こ れ は

何 か 実務 的 に必 要 な ん です ね 。 とい う こ とで,で きれ ば も う一 遍 お ま とめ願 う と

あ りが た い と思 って い ます 。
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　 A　 Gさ ん の と ころ は ど うです か 。

　 G　 突 きつ め て考 え る と,ど う も 当 局 な ん か の 話 か ら受 け る雰 囲 気 なん か を

見 ます と,事 業 者 が 自 分 の ネ ッ トワ ー ク を ど う世 間 に売 りたいか と い う姿 勢 の

問題 み た いな言 い方 を され る の です 。 だ か ら そ う い う意 味 で は,先 ほ どのDさ

ん の お 話 の よ うに,今 や って い る サ ー ビス なん と い う もの は とて も公 開 で きる価

格 帯 で や って い るよ う な もの じゃな いです か ら,だ か らう ちの 姿 勢 と して は,一

般 二 種 の 中 で や る とい う こ とで方 針 は な って い る ので す けれ ど も,ち ょ っ と気 に

な った の は,VANの 打 ち合 わ せ,こ の 間 の もの で は な くて,春 先 に第1回 目 とい

うの を や りま した ね。 そ の と き の 当 局 の 発 言 で は,同 じ よ う な 話 を さ れ たの

で す けれ ど も,ユ ーザ ーの側 か ら した ら,特 別 の方 が 信 頼 感 を持 て るの じゃ ない

か,そ うい う言 い方 を したの で,そ う じゃ ない の じ ゃな いか な と僕 は思 っで い る

の です 。 特 定 か 不 特 定 か い う こ とを考 え れ ば,そ う じゃな い の じゃな い か な と思

い ます けれ ど も,何 か 郵 政 省 側 さん の 方 も いま一 つ ぴ しっ と しな い。

　 A　 特 別 二 種 か 一 般 二 種 か の 区 分 の基礎 は,回 線 の収 容 能 力 と す る と い う こと

は法 に 明記 され て お る の です か 。

　 B　 そ れ は省 令 で や ろ うと い う こと に な って い ます 。 た だ し,通 産 は今 の と こ

ろ は政 令 に持 って い こ う とい う こと で し ょ う。

　 A　 そ の 区分 は,回 線 収 容 能 力 と い う ことで す か 。

　 B　 そ れ は春 先 に 当 局 か ら伝 わ った の は それ だ けで,あ とは だれ もわ か らな い。

　 A　 Eさ ん,何 か新 しい ニ ュース は あ りませ ん か 。

　 E　 私 も当 局 に 聞 いた の で す 。.この500回 線 と い うの は ど うい う意 味 か,1つ

の 交 換 機 の 意 味 か,そ の 意 味 が わ か らない ので す 。 そ う した ら,余 り気 に しな い

で くれ と い う こ と だ った の で す 。 た だ,ち ょ っと私 もそ うい った意 味で は,規 模

で い くと き に,不 特定 か つ 多 数 で し ょう。 私 ど もの感 じで は,私 ど も も実 はお 客

様 と対 応 しま して,電 話 じゃ あ る ま い し,不 特 定 の お客 様 と い うの は現 実 に な い

わ けで す よ。 で す か らむ しろ私 ど もは,大 規模 の 企業 を どん と入 れ ます ね 。 そ う

す る と,一 遍 に ど んとお 客 様 が 入 って くるわ け で す 。 これ は ど っ ち なの か。 お 客
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様 は 特定 です か ら,こ れ は ど っち に入 るのか な とい う ことを 考 え るの で す 。

　 A　 お 客様 が 特定 だか ら,一 般 の方 に入 るの か 。

　 E　 それ が よ くわ か らな いの で す 。 だ か ら私 は,契 約 約 款 を オ ー プ ンにす るの

とそ うで な い の と と い うこ とで … … 。 た だ,国 際 が入 って き ます の で,そ れ を ど

うす るか で すね 。 この 点 が 本 当 に あ い ま い なん で す よ 。 や は りは っき りと して ほ

し いで す ね 。 それ を 聞 い た ら,政 令 を 議 論す る と きに話 を聞 き に い くよ と い う話

が あ るの です 。 しか しや は り我 々 の意 見 と して は,例 え ば回 線 規模 だ けで はわ か

らな い よ とか とい うこ と は言 うべ きで す ね。

　 A　 それ は言 うべ きで しょ うね 。

　 E　 不 特 定 多 数 と い うの は,例 え ば大 規模 が どん と入 って 多 数 だ った らど うす

るか,特 定 多 数 は ど うす るの か,こ れ は や は り聞 か な けれ ば いか ぬ と思 うの で す 。

　 A　 た だ,現 段 階 で は も う恐 ら く法 案 は そん な と ころの 修 正 が 行 わ れ る とは 思

い ませ ん か ら,そ うす る とそ の2つ の 区分 はで き るわ けで,区 分 が で き る以 上,

区分 の基 準 と い うもの は妥 当 な もの を つ くって くれ とい うこ と に な る と思 うの で

す 。

　 E　 た だ,私 の希 望 と して は,一 般 と特 別 とい うの は,途 中で あ る と き に特 別

に な った り,ま た何 か の と きに ま た一 般 に戻 って きた りす る の はや や こ し くて 面

倒 くさいか ら,そ う い うの は ち ょ っ とや め た方 が い い ん じゃ な いか 。

　 A　 それ は皆 さん全 員 お っ しゃ って い る と ころ な ん です 。

　 L　 私 も皆 さん と同 じ意 見 な ん です けれ ど も,量 だ けで そ う い う特 別 だ とか 一

般 だ とか 分 け切 れ ない 。 そ れ で は ど うい うふ うに した ら,そ の 一般 と特 別 と い う

と の法 律 に き っち り うた って あ る よ うな区 別 が つ け られ るの か と い う,そ の 代 案

は な い の です けれ ど も,量 だ け で は ち ょ っとだ め なん じゃ な いか 。 そ れ 以 上 の 意

見 は ま だ持 って ない の で す 。

　 A　 Dさ ん,こ の問 題 に つ いて 何 か ご意 見 は あ りませ ん か 。

　 D　 結 論 的 に は,や は りて の料 金 問 題 で,そ の公 開 の 義 務 が 最 た る もの だ と思 い

ます 。 公 開 で い くと な る と,限 りな く トランス ペ ァ レ ンス伝 送 に近 い世 界 と しか 言
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え な いの じ ゃな い か 。 と い う ことは,結 局,・不 特 定 多数 を サ ポ ニー トす る ネ ッ トワ

ー ク とい うの は や は り限 りな く トラ ンス ペ ア レンス伝 送 に近 づ いて い くは ず なん

で す か らHさ ん がお っ し ゃ った そ うい う意 味 で,不 特 定 多 数 を 対 象 に す るネ ッ

トワ ー ク を サ ー ビス して い る そ う い う 第 二 種 業 者 を 特 別 第;種 業 とい う く ら

い が い いん じゃ な いか とい う気 が します6

　 A　 その 問 題 は,後 の方 の 項 目で どな たか 書 いて い ら っ しゃ い ま した け れ ど も,

変 換 だ け と い うよ うな もの を や って いて そ れ で一 体VANな のか,そ れは 普 通 の 通

信 じゃな い か とい うよ うな御 意 見 も出 て い ま した け れ ど も,結 局 そ こ に近 づ いて

くる わ けで す ね 。

　 D　 そ うい う ことで し ょ うね 。事 実 上 特 別 二 種 と い う届 け 出を され るVAN業

者 さん とい うの は,ま ず 当面 考 え られ な い の じ ゃな いで す かね 。

　 E　 国際 回線 と結 ん で,国 際VANに 広 げよ うとな った ら,こ れ は特 別 に な っち

ゃ うの です ね 。

　 A　 国 際 に つ いて は,1さ ん か らご意 見 が 出て い ま した ね 。

　 !　 そ の前 に,Dさ ん が お っ し ゃ ったよ うに,特 注 品 で ソ フ トウ ェア の 開発 だ

とか なん とか い6でSt全 部 特 注 品 だ とい うの だ った ら,規 模 とい うの は 全 然 関 係

な い です ね 。

　 そ れ か ら も う1つ は,な ぜ 外 国 との 間 だ と特 定 に な らざ るを得 な いの か,そ の

理 由が わ か ら ない の で す 。恐 ら く これ は 貿 易摩 擦 問 題 に火 を つ け るだ け だ ろ う と

思 うの で す 。

　 A　 これ は 外 国 に本 拠 を 持 つ第 二 種 の 業 者 が 日本 ヘ サ ー ビス を伸 ば され る と い

う どきの 問 題 で は な いの で す か 。 外国 のVAN業 者が 日本国 内 に その サ ー ビス を広

げ よ うとす る場 合 は特 別 の届 け出 を しな け れ ば な ら ない 。 そ うい うケ ー ス を想 定

され て お りま して,日 本 の国 内企 業 が 外 国 へ の あ る い は外 国 で の第 二 種 通 信 を な

さ る とい う場 合 は 相 手 国 の 問題 と な る。 と思 い ます が … … 。

　 1　 そ うす る と,例 の ノ ン ・タ リフ ・バ リヤ じゃ な い けれ ど も,明 らか に これ

は 問 題 に な り ます ね 。
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　 A　 前 か ら外 国 資 本 の 進 出 が 問題 に な って お りま した ね。 これ は あの考 え方 の

あ らわ れ と読 む べ き なん で し ょ う。

　 1　 こ こで 取 り扱 った らま ず い と思 い ます 。

・A　 し か し私 は ,意 図 はそ こ に あ る の だ と思 い ま す 。 日 本 でGさ んが第二

種 を お や りに な って いて,そ して それ を 海 外 へ まで そ の サ]ビ ス を 伸 ば す 場合 に

は,"も ち ろん 特 別 で な けれ ば な らな いの で す けれ ど も,そ れ を 想 定 して い るの じ

ゃな い の です 。 外 国 のVAN業 者が外国 に根 拠 を持 って いて,　El本 で その サ ー ビ ス

を や る場 合 の 防 波 堤 なん で す ね 。

　 1　 それ は確 か議 論 す る場 所 が違 う と思 うの で す 。

　 A　 しか し,日 本 企 業 の 対 外 通信 の 規制 だ と は読 め な いよ うに,僕 は 感 じた の

です 。違 い ます か 。

　 E　 現 実 に は そ うな んで し ょう。

　 A　 これ は そ うい う意 味 で は問 題 なん です 。 た だ,「 ど この国 が 海 外 か らの 通

信 業者 の 自由 な営 業 を国 内 で認 め て い る と ころが あ ります か,こ れ はCCITTで

も保 護 され て い る問題 で はな いか」という こ とが当局 か ら説 明 が あ りま した。 この

条 項 の 説 明 と して で は な か った けれ ど も。

　 この 問 題 は,政 治 レベ ル の ことで す の で,議 論 して もキ リが あ りませ んか ら,

ここ ら辺 で 打 ち切 って よ ろ し ゅ うご ざ いま す か 。

　 ③ 　回 線 の再 販

　 A　 それ で は,今 度 は再 販 の 問題 で す 。 再 販 問題 は 大体 皆 さん共 通 の 御意 見 が

多 いの で す が,第 二種の独 占に関 しま して,利 権 的 な もの を も含 め て,1さ ん の 御

意 見 とCさ ん の 御 意 見 とが,ち ょ うど両極 に あ るよ うな気 が した の で す 。L

　 Cさ ん の方 は単 純 再 販 の禁 止 は やむ を得 ない とい う御意 見,1さ ん の方 は伝 送

路 の使 わ れ方 とい う こ とで,た と え それ が 単 純再 販 で あ って も,そ ん な こ と を禁

止 す る意 味 が な い とい うふ うな御 意 見 で あ った と思 い ます 。 中 間 の 御 意 見 もあ り

ま した け れ ど も,ひ とつ その 辺 を 明確 に して お い た方 が い い と思 い ます 。
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　 そ れ で は,ま ずCさ ん か ら… …。

　 C　 私 は,単 純 再 販 の定 義 の 問題 は別 に ひ とつ あ る と思 うの です が,例 えば ト

ラ ンスペ ア レ ン トと い うこ とが 全 く処 理 も伴 わ な いで デ ィ ジ タル信 号 を コ ン ピ ュ

ー タ で ス イ ッチ して 分 散 した り ,あ るい は相 互 接 続 した りす る とい う こ とを含 め

て 単 純 再 販 で あ る と考 え ます と,単 純再 販 を禁 止 す る こ とは ナ ンセ ンス で あ る と

い う話 に な って しま う と考 え て い ます 。私 が こ こに書 いて お ります の は,要 す る

に先 ほ ど話 題 に な りま したが,と にか く全 部 買 い 占 め る と い うよ うな人 が,仮 想

上 の 話 で す けれ ども,な いとはいえな い。 で あ る とすれ ば,例 えば 東 名 板 間 の 回線

を 買 って しまえ ば い い とい う発 想 が あ り得 るわ けです 。 回線 とい うの を どの 部分

で と らえ るか と い うこ と もあ るわ け です が,市 内 の 回線 を買 い 占め る な んて そん

なバ カ な ことを や る人 は い ない で し ょ う。 そ こで,例 え ば,新 電 電 の あ る局 を指

定 して,こ の 局 と この局 との 簡 を 買 い 占め る と い うよ うな こ とが で き る の か ど う

か と い う こと なの で す 。 も しそ ん な こ とは起 り得 な い とい うの で あれ ば,私 の書

いて い る こと は杞 憂 に近 い話 に な りま す。 そ うで あれ ば 単 純再 販 の禁 止 とい うの

は 意 味 が な い だ ろ うと考 え ます 。

　 A　 実 際問 題 と して,こ れ まで の概 念 で い い ます と,特 定 回 線 も し くは専 用 回

線 とか い う形 で しか 買 え な い と します と… … 。

　 C　 と い う こ とは,エ ン ドオ フ ィスか ら出 て きた と ころ か ら先 しか 買 え な い と

い うこ とに な る とい う こ とです 。

　 A　 施 設 と して こ この局 と こ この局 との 間 を 全 部,例 え ば東 京 一大 阪 間 のす べ

て の 回 線 を ま とめ て と い うよ うな買 い方 と い うの は で きな い だ ろ うと思 い ます 。

そ の 間 に 当 然 電 話 も フ ァ ックス もそ の 中 に入 って き ます か ら,そ うい う第 二 種 と

い うの は あ り得 な いの じゃ ない か と思 い ます 。

　 K　 NTTも,自 分 た ちの 商 売 を や って い るので,そ の よ うな申 し入 れ が あ っ

て も拒 否 で き るの で は な いか と思 い ま す 。

　 C　 理 論 的 に は そ うな って くるの じゃな い か な と思 うの で す 。 少 な くと も法律

を見 る限 り具 体 的 に区 間 を想 定 して い ない と思 わ れ ま す 。
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　 K　 現 在 の公 衆電 気 通信 法 で は 公社 は拒 否 で き る で し ょう。 で す か ら,極 論 と

してはその考え方 があるけれ ど も,具 体 的 に,ま た現 実 的 には あ り得 ない の じゃ な

い か と思 い ます 。

　 C　 です か ら,一 番 最 後 の と ころ に,利 用 者'(回 線 の買 い手)と い うもの は性

善 的 で あ る と考 え れ ば,単 純 再 販 だ とか それ を 禁止 す るとか を問 題 にす るの は ナ

ンセ ンス だ 。 しか し,性 悪 的 に と らえ れ ば,何 を や らかす か わか らぬ と い うよ う

な こ とに な れ ば,単 純 再 販 は うま くな い とい う話 に な って くる。 と にか く単 純再

販 問題 が 出 て き た と きの 動機 を 振 り返 ってみ る と,INSを 公社 が 開 発 す る,と

こ ろが,INSと はハ ー ドウ ェア だ,そ うい うよ うな もの はど うせNTTの 連 中 は 商

売 下 手 で よ う売 らん だ ろ うか ら,そ う い う もの を 民 間 に お ろ して や って,民 間 が
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ,

そ れ を大 束 で買 って利 用 す るの だ,こ うい う話 が あ った と思 い ます 。 こ うい う発

想 が あ る とす る と利 潤 動 機 に基 づ い て あ る部 分 を 独 占 して しま う ことの 可 能性 が

残 って い る と思 うの で す 。 先 ほ どエ ン ドオ フ ィス を経 由 して しか 買 え な い とい う

話 が ご ざ い ま したが,例 え ば 東 京 一大 阪 間 が3万 回線 だ と仮 に します 。 そ うす る

と,3万 の 回線 を い ろ い ろ な地 域 に 分 岐 ・分 散 す る と して,と にか く3万 回 線 東

京 一大 板間 で専 用 線 と して 借 り切 って ビ ジネ スす る こ とだ って理 論 的 に は で き な

い話 で は な い の です 。 そ うい うこ とが 起 ります と,そ この と ころ を経 由 しな けれ

ば とい う こ とに な る と,そ れ を集 め て そ こに乗 せ て や る とい う業 者 だ って 出 な い

こ とは な い わ け です 。

　 A　 そ れ は売 れ な い と言 うで しょ うね 。

　 C　 売 れ な い と,し か し,そ れ を 断 って は な らな い とい う こ とが あ るわ け です

か ら,想 定 と して は,あ り得 る と思 い ます 。絶 対 な い とい う話 じゃ ない 。 も っ と

も,東 名 阪 とい うの は借 りるの が 非 常 に大変 だ と い う ことで しょ うが,他 の比 較

的 買 い切 り易 い例 え ば 大 阪 一福 岡 間 とか 広 島 一福 岡 間 とか い うよ うなあ る区 間 を

限 って考 え る こ と もで きるの じゃないか。多分 い ろ い ろ な と と ろ に網 の アキ レス の

腱 とい い ま す か,電 電 の ネ ッ トワー クの 中 の要 所 要 所 にあ るボ トル ネ ックを 押 さ

えれ ば で き る とい う こ とが考 え ちれ るの で す。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 -37一



　 最 近,ボ トル ネ ック ・モ ノ ポ リー と い う概 念 が 出 て きて い ます が,フ ィ ジカ ル

な あ るい は 物 理 的 な問 題 と して,や は り ネ ッ トワ ー クに アキ レス の腱 に相 当す る

部 分 はあ る と思 うの で す 。 そ の区 間 を 買 い 占め れ ば,か な りあ く どい商 売 が で き

る 。 その 結 果 は,結 局 利 用 者 の価 格 ア ップ に な って くる。 た だ し,こ れ は不 当 な

提供 を して い る と認 め られ れ ば行 政 が 介 入 す る こ とが で き る こ とに な って し.・ま し

て,郵 政 省 が 介 入 して指 導 す る こ とに な る で し ょ うが … … 。

　 A　 公取 は許 さ な い で しょ う。 それ か ら直 通 の 回 線 だ け借 りて も,経 由 した も

の まで は買 え ま せ ん ね 。

　 C　 東 名 阪 は お っ しゃ る と お りで 北 陸 か 中仙 道 とか 他 の迂 回 ル ー トが あ りま す

ので,な か な か簡 単 に押 え られ ま せ ん が,例 え ば青 函 の ル ー トなん か だ った ら,

現 実 味 を帯 び て くる と思 いま す 。

　 H　 だけ れ ど も,そ の 辺 の と ころ は今 で も許 す 容 量 の 範 囲 内 と い う こ、とに な っ

て いて,こ れ は新 しい体 制 で もそ うな るの じゃ な いで す か ね 。

　 A　 この 議 論 に関 しま して は,電 話 の 問 題 が 中 心 だ っ た と思 い ます 。 一 番 最 初

の ス タ ー トは そ こだ った と思 い ます けれ ど も,て れ は 新 電 電会 社 の 公共 性 の問 題

に つ なが り ます が 新 電 電 会 社 法 の 中 に は,広 くあ まね く公平 に とい う こ とは 明 記

され て い ます ね。

　 C　 それ は残 す こ とに な って い ます 。　 「公益 条 項 」 と俗 に言 って い る こ とで す

が,あ まね く広 く提 供 す る義務 を 課 して,そ のか わ りNTTの 独 占 を一 応認 め る,

そ うい う理 論 構 成 に な って い るは ず です 。 、

　 A　 そ うい う中 で電 話 の 問 題 が あ って,回 線 網 を買 って電 話 と して だ け再 販 す

るの は,第 二 種 で そ れ だ けを 専 門 の業 とす る こ とは で き ない よ うにす る と い うの

が ね らい で あ った わ けで す けれ ど も,皆 さん 大体 同 じよ うな こ とを お書 き に な っ

て い たの は,そ ん な こと を言 った って,サ ー ビス と して の電 話 サ ー ビス とい う こ

とと,施 設 と して の電 話 と い うの と は離 れ て きて い ます か ら,施 設 と して の電 話

線 な ん と い うの は,い わ ゆ る サ ー ビス と して の 電 話 だ け に使 わ れ て い ない か ら,

そ うい うよ うな もの を制 限 を っ けて も意 味 が な いか ら,だ か らつ け るべ きで な い,
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単 純 再 販 か ど うか 区別 で き な い と い う御意 見 が 多数 だ った と思 いま す が,'そ れ に

つ いて の 御意 見 は ご ざい ま す か。 そ この と ころが 一 番 の ポ ィ,ン トだ と思 い ます。

　 Jさ ん は,基 本 ル ール を … …。

　 J　 や は りユ ーザ ー と して は何 で もや って い い と い うのが 一 番 楽 で い い よ うな

気 が します けれ ど も,た だ,そ れ を や っち ゃ うと ク リムス キ ム の典 型 的 な もの が

全 部 で き る と い うこ とは,こ れ は い ろ い ろ議 論 が あ る と ころで す か ら,こ うい う

問 題 と,自 由 に使 うと い う接 点 の と ころ だ と思 うの で す 。 だか ら,極 小 化 した と

ころは 残 して もい いよ う な感 じがす る の です 。 例 えば 電話 だ け に して も… … 。

　 A　 電 話 線 を利 用 しま して,ち ょ っと質 は落 ち ます けれ ど も,山 の 奥 の 方 で あ

って も離 島 で あ って もデ ー タベ ー ス の サ ー ビス は受 け らるわ け です 。

　 J　 そ うで す ね 。例 え ば も う全 部 デ ジタル 化 しゃ うとい うこ と に な ります と,

デ ー タ伝 送 もや り,電 話 もや る とな る と,そ の あ た りは非 常 に難 しいの で す 。 一

度 当局 に聞 い た ことが あ るの です けれ ど も,そ の あた りは ま だ議 論 して な い 。 も

っぱ ら電 話 の いわ ゆ る ク リムス キ ム 的 な こ とは禁 止 に な るか も しれ ぬ よ と い うよ

うな言 い方 は して い るの で す 。

　 A　 これ も そ うや ろ うとす る と,非 常 に難 しい だ ろ うと思 い ます ね 。 サ ー ビ ス

内容 まで 規 制 あ る いは 監視 が で きる か ど うか とい う こと,フ ァ ク シ ミ リな ん か は

も っと も身 近 な問題 だ と思 うの です 。 現 在 で は電 話 線 を使 った フ ァク シ ミ リが 普

及 して い ます か ら,普 通 の電 話 は いか ぬ,フ ァ ク シ ミリは い い,そ ん な分 け方 は

で き な いわ けで し ょ う。

　 J.ま して オ ール デ ジタル 伝 送 に な っ ち ゃ う場 合 は,本 当 に ど う しよ う も な

い な と い う気 が しな いで も ない の です 。

　 A　 大 多 数 の 御 意 見 と して は,そ こ ら辺 の と ころ で この問 題 を お さめ させ て い

た だ いて よ ろ し ゅ うご ざ い ます か 。
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　④VANの あ り方

　 A　 そ れ で は,次 に,VANの あ り方 で す 。

　 このVANと い うの は,少 な くと も法 の 上 で はVANと い う言 葉 は使 って い ませ ん 。

そ れ で,一 体 これ は ど うい うふ うに持 って い った らい い の か,私 も焦 点 が わ か ら

な くて 弱 って い る ので す が,Kさ ん,何 か …… 。

　 K　 難 しい です ね。VANと い うの は ます ます わ か らな くな って き ま した 。　V

ANを 突 っ込 ん で 考 え て み ます と,Valueの,大 部 分 は 変換機 能 だ と思 うの で す 。

例 え ばパ ケ ッ ト交 換機 を 導入 しま す と,ISOのOSIレ ベル3ま で は標 準 化 で き

る わ け で す 。 す る と レベ ル4以 上 が 問題 で あ って,そ こはパ ケ ッ ト交 換 機 の性 能

以 上 の いわ ゆ るSNAと かHNAと い うネ ッ トワ ー クア ー キ テ ク チ ュア の世 界 に入

って い くわ けで す ね 。 そ こも今ISOやCCITTが 標 準 化 しよ うと して い ます 。

IBMも 大 分ISOのOSIレ イ ヤ(レ ベ ル)に 近 づ こ う と して い ます。 そ うす

る と1レ ベ ル4以 上 が 標 準 化 さ れ る と,極 論 す れ ば変 換 機 能 の必 要 が な くな って

しま う。 とす る と最 後 のValueと は何 か とい う こ とで,そ れ 以 後 のVANが わか

らな くな って き ま す。

　 しか し,標 準 化 す るの は時 間 が か か るで しょ うか ら,異 機 種 通 信 とか 異 な づた

ア ー キ テ クチ ャー を お使 い に な って い る コ ン ピ ュ ータ間 同士 の通 信 を仲 介 す る と

い う開 か れ た ネ ッ トワ ー クを 提 供 す る と い う意 味 で は,ま だ ま だVAN業 者 の存

在 価 値 が あ るの か な と思 って い ま す。 だ が,VANと い うの は も う要 らな くなる

の じゃ な いか と,ち ょ っ と弱 気 に な って ます。

　 A　 た だ,こ の 設 問 は その 基 礎 の上 に立 って の話 で す けれ ど も,設 問 と して は,

い わ ゆ るVANと い うの は,今 の 中小 企 業VANと いわ れ て い る よ うな もの を想 定

を して の話 な ん です が,そ の場 合 に,VANと は何 か と い う問題 を 抜 き に して,

他人 の た め に何 らか の情 報 処 理 とメ ッセ ージス イッング とをお や りに な っ て い るの

を 中小 企業VANと 呼 んで いるわけで すか ら,そ うい うセ ンタ ー が全 部 第 二 種 と して

の届 け 出 を しな けれ ば な らな い こ と い うこ とにな れ ば,そ れ に 対 して は ど うか と

い うふ う に問題 の方 向 を 変 え て 物 を 考 えて いた だ いた ら ど うで し ょ うか 。
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　 K　 そ うです ね 。 今 の 私 の 考 え方 以前 の状 態 の問 題 で す ね 。,ち ょっ と僕 は先 を

見過 ぎ て い る よ うで す 。

　 A　 そ う します と,Gさ ん と かFさ ん とい うと こ ろは大 変 な 問題 だ ろ う と思 い

ます けれ ど も,Gさ ん は何 か そ ん な つ も りは な いの だ とい う∵ … 。'

　 G　 ど う答 え た らい い のか わ か らなか った の です けれ ど も,今 の 中小 企 業VA

Nと い うの は,と に か く紳 士 協 定 み た い な もの だ と思 うの で す 。 だ か ら,現 実 的

に は来 年4月 以 降 の サ ー ビス 内容 と い うか,実 態 は ど うあ れ,届 け る,届 け な い

と い うの は,そ の会 社 が ど う解 釈 したか とい う問 題 で あ って,特 に誘導 な ん か し

て も,余 り意 味 を な さな い の じゃな いか と思 うの です 。

　 A　 現 実 に は 処理 は あ って も,そ れ は ご く僅 か で,た だ入 って きた もの を交 換

を して 出 して い くメ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ング的 な機能 が大 部 分 だ と い う と こ ろが

か な り多 いで す ね 。 そ うす ると,そ ういうよ うな業 務 を 「業 」と して 見 た 場 合 に は,

そ れが さ っきの 話 で,あ る程 度 タ リフの 公開 か ど うか とい う ことが 境 目 だ と い う

お話 もあ った わ けで す けれ ど も,た だ そ れで もそ うい うふ うな と ころ は届 け 出 な

さ い と い うよ うな行 政 指 導 な り,省 令 等 が 出て くる と なる と,や は りそ こで 問 題

は な くは な い。

　 G　 ど うなん で し ょ うね 。 や は り業 界 こぞ って と い うか,業 界 の 大 多数 が,計

算 セ ンタ ーの 場 合 で す が,届 け出 を事 実 と して して しまえ ば,逆 に届 け 出 な い と

先 ほ どのHさ ・ん じ ゃ な い け れ ど も,商 売 に影 響 す るみ た い な もの が あ るか ら届

け 出 る とい う こ とに な って くる だ ろ うとは思 い ます 。

　 A　 営業 的到 断 。

　 G　 え え。

　 A　 Eさ ん は ど うです か 。

　 E　 私 は,通 信 処 理 とい い ます か,あ る程 度 の高 度 処 理 を 含 ま な い もの は 本 来

受 けつ け て は い け な い と思 うので す 。 現 在65社 です か,65社,81シ ス テ ム も う受

け ち ゃ って い る の です 。 それ で お話 をお 聞 き します と,明 らか に メ ッセ ー ジ交 換

だ けの もの もVANだ とい うこと に現 在 な って い るわ け です 。
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　 そ ん な状 況 で あ りま して,今 こ こで 区 分 けを して,こ れか らの人 はだめ よ とか と

い う こ とは で きな い の じゃな い か 。先 ほ ど営 業 姿 勢 と い う話 もあ り ま した け れ ど

も,一 応 来 た ら受 け つ けて い くとい うよ うな感 じで,今 こ・こで,こ れ がVANよ

とか,あ た な はVANじ や ない か らだ め よ とか と い うの で は な くて,い ま しば ら

くは'しょ うが ない の じゃ ない か 。

　 A　 た だ,逆 に 議 論 をを ひ っ くり返 しま して,単 に今 届 け られ る と こ ろ は届 け

て くだ さ いよ と い う ことの 是 非 と,こ れ か ら同 じよ うな こと を お や りに な るの に,

お れ の と こ ろ は届 け 出 な いの だ,い や そ れ は 困 る,屈 け て くれ とい うふ うな こと

に な るの か ど うか 。

　 E　 それ は ど うです か ね。VANは 随 分 出 ち ゃ って い ます ね 。

　 A　 も うな い です か 。 リザベ ー シ ョ ンVANな ん て … … 。

　 E　 最 近,手 づ く りVANと か と い う もの が あ るそ うです 。

　 K　 駆 け込 み のVANラ ッ シ ュです か らね 。

　 E　 一 番 新 しい の を 聞 い た の は,カ ラオ ケVANと い うのが あ るの で す 。あ れ は

完全 に メ ッセ ー ジ交換 だ け な ん です 。 何 も付 加 価 値 が な いの で す 。

　 しか し,ニ ュ.一サ ー ビス,ニ ュー ビ ジネ スで す か らあ あVANだ とい うことを 言

うわ け です 。VANと はか くあ るべ し とい うの は,今 の時 点 で は ち ょ っと難 しい で

す ね 。 だ か ら,し よ うが な い t、この ま ま ど うぞ,4月 に な った と き に も う1回 そ

こで 整 理 した 時 点 で.も う ワ ン ラ ウ ン ド議 論 が あ るの じ ゃな いか な と思 うの で す 。

　 A　 そ うす る と,届 け 出 な けれ ば な ら ない とい う こ とは あ って も,余 り気 に し

な くて もい い とい う こと です か 。

　 E　 む しろ今 の 中小 企 業VANと いうの は,来 年 の4月 か らは ど う な るの で す か 。

も う1回 届 け 出 る の です か 。

　 H　 自動 的 な ん です 。

　 E　 私 は そ う聞 い て い るの です 。 で す か らそ の辺 を見 込 ん で,う ち はVANじ

ゃな い けれ ど も,1回 や って お こ う。

　 A　 お りた い と こ ろは ど う なん で しょ うか 。
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　 E　 な いの じゃな い です か。

　 1　 デ ーダセ ンターなんかVANだ とは言 って ない の です けれ ど も,オ ンライ ンで

や って い ます か ら,先 ほ どお っ しゃ った ま さ に営 業 姿勢 だ と思 うの で す 。.

　 A・ さ っき も私,言 いま した けれ ど も,届 け 出 るか ら業 なん で あ って,届 け 出

な けれ ば 業 に な らな い。 不思 議 な こと に な るの じゃ ない か。 だか ら,そ こで 行 政

指 導 が働 か な いか 。 お 宅 は届 け 出て くだ さ い。 あ なた の と こ ろ は大 きい か ら特 別

だ。

　 H　 杓 子定 規 に 言 い ます と,現 在 メ ッセ ー ジ交 換 を や るの は,届 け 出 なけ れ ば

や っち ゃ い け な いの で す 。 今後 一 般 二 種,こ の 場 合 には特 定 で い って いま す か ら,

その 業 務 ご と に届 け る必要 が あ る のか な と い う感 じが せ ぬで も ない の で す 。

　 G　 そ うは言 って い ませ ん で した。

　 H　 届 け 出 た ら,も う何 で もい い ので す か 。

　 G　 そ う言 って い ま した 。

　 A　 それ は業 務 内 容 は 自由 で し ょ う。1つ の届 け 出の 中 でつ け加 え て もい いの

じゃ な いで す か 。

　 H　 今 は そ うい うこ とで す ね 。

　 G　 今 は シス テ ム ご ととい う こ とで す 。

　 A　 た だ,私 の 心 配 して い るの は,さ っき もち ょ っと申 し上 げ た こと なん です

が,1企 業 グル ープ の 中 とい うク ロー ズ ドで,そ れ で メ ッセ ー ジ交 換 で き る わ け

です 。 メ ッセ ー ジ交 換 だ けで な くて もい い 。 い ろ い ろ な処理 を含 めて もい い の で

す けれ ど も,そ うい うよ うな と ζろ は本 当 に届 け 出 な くて もい い のか ど うか 。'そ

の セ ンタ ー は ど こか に あ る はず です か ら,親 会 社 にあ るの が 一 番 普通 で し ょ うけ

れ ど も(別 会 社 で もよ い),そ こが関 係 会 社 か らお 金 を集 めて お や りに な る。 そ れ

は費 用 の 按 分 だ けで な くて で きる の です 。 親 会 社 の利 益移 転 の方 法 と して取 れ る

ので す 。 コ ス ト3,000万 円か か って い る と ころ を,も うか ってい る子会社 には5,000

万 円 出せ と言 って,も うか って ない と こ ろは負 け て や るとか,届 け て な い と こ ろ

は それ こそ ク ロー ズ ドの 中で や られ ます か ら… … 。
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　 D　 今 お っ し ゃ つて い る の は,こ うい うこ とですね。 あ る企 業 が アプ リケーシ ョン

・シス テ ム を展 開 して い った 結果 と して,届 け な けれ ば な らぬ よ う な シス テ ムに

な って しま った 。要 す る に,意 識 しな くて も,流 通 シス テ ム なん と い うの は,ど

ん どん 展 開 して い きます と,結 果 と して 別 企 業 間 の スイッチングを あ る企 業 が 中 心

に な って や る こ と に な るわ け で す 。 これ は何 もVANを や る なん て 意 識 して ない

わ け な ん で す 。 結 果 的 に な っち ゃ う。 み ん なな ります よ。

　 A　 実 態 と して子会 社 あるい は提 携会 社 を 含 め た形 で,後 の 項 目で ま た料 金 問 題

が あ るの で す けれ ど も,今 の 遠 距 離 が 非 常 に高 い 状況 の 中 で は,通 信 量 の 多 い と

こ ろ は,束 ね た方 が 安 くな る に決 ま って い ます か ら,本 当 の メ ッセ ー ジを,音 声

だ け に限 らず,例 え ば フ ァク シ ミ リな り何 な り含 め た形 で束 ね る こ とが で き るの

で す 。 それ で・,業界 と して,横 の もの を ま とめ られ るか,資 本 系列 で縦 で ま とめ

られ るか ど うか別 と して,束 ね て使 う とい う方 法 で お や り に な る とい う ことを考

え られ る と ころ は あ る と思 うの で す 。特 に東 京 一大 板 間 と い うの は 通 信 量 が 多 い

で す し,こ うい う例 は沢 山 出て来 ると思 います が,果 た して そ うい う使 い方 に対 し

て も届 け 出 を義 務 づ け られ る の で しょ うか 。

　 D　 結果 的 に そ う な った シス テ ム とい うの は,届 けよ うと い う意 識 が 出 て こな

い の じ ゃ ない で す か 。

　 A　 これ は あ る意 味 で 不 公 正 な競 争 が 出 て くる こと に な る の です 。 そ れ を計 算

セ ン タ ー さん なん か が 業 と して お や りに な ろ う と して も,そ の部 分 は手 が つ け ら

れ な い。 や は り逆 に そ こも届 け 出て くだ さ い よ。 とい う意 見 が 出 ませ ん か 。

　 H　 ち ょ っと… …。

　 A　 こ この と ころ は,皆 さん 余 り御 心 配 な さ そ うだ か ら,議 論 は そ の く らい に

して お き ま し ょ う。
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　 ⑤ 　 回線 の 接 続

　 A　 割 合 に問 題 なの は,そ の 次 の 回 線 の接 続 の 問題 で す。

　 これ を読 ん で い ま して,私 もち ょ っと疑 問が わ いて きた の です が,一 体 なぜ こ

の接 続 に つ い て,接 続 は しな けれ ば な らない で しょ う けれ ど も,そ の こ とにつ い

て チ ャ ー ジの あ り方 が 問 題 に な るの か 。 一体 だれ が,だ れか らチ ャー ジを取 る の

か とい う こ とな ん です 。 今 は新 電電 が お 取 りに な る と い うよ うな方 向 で皆 さ ん考

え て い らっ しゃる けれ ど も,し か し考 え て み る と,そ うい うふ うに ば か り言 わ な

くて も,利 用 して や る の だか らチ ャー ジ をよ こ しな さ い とい う言 い方 だ って で き

る と思 うの で す。 この考 え 方 は,独 占の 考 え方 が 片方 にあ るか ら,あ る い は末 端

へ の全 国 あ ま ね く公 平 に と い う義 務 づ けが あ るか ら,だ か らや は り残 る の だ と い

うふ うに理 解 して い い のか ど うか 。 あ る いは片 方 で は ク リム スヰ ミン グの心 配 が

あ るか ら,だ か ら こ こで 出て くるの か,あ るい は も う1つ の 要 素 は,遠 近 格 差 の

あ る今 の料 金 体 系 が あ る こと を前 提 に して こ うい うふ うな もの が 議 論 に な る のか

… … 。一 体 接 続 チ ャー ジの 本 質 は何 なの で す か。

　 1　 恐 ら く問題 は,引 込 線 の と ころ と い うのが 一 番 お金 が か か って,回 収 で き

な い とい う こ とに な る。 長 距 離 は どん どん 安 くな り ます か ら,第 二,第 三 が や る,

長距 離 は第 一 が や る。 そ うす る と,一 番 金 のか か る分 配 の と ころ,引 込 線 の と こ

ろ を使 わせ う と い うの に は,や は りチ ャー ジを取 らな けれ ば引 き合 わ な い と い う

こ とな ん で し ょ う。

　 A　 そ れが1つ で す ね 。 それ と遠近 格 差 の問 題 が1つ あ ります 。

　 1　 しか し長 距 離 と い うの は,多 重 化 す れ ば安 くな ります か らね 。

　 A　 た だ,一 番 基 本 に な る根 っこの と ころが 遠 近 格 差 が な くな って きた と きに,

果 た して末 端 へ の チ ャー ジを払 って真 ん 中 だ けや ろ う とい うの は得 か ど うか と い

う こ とです 。

　 1　 長 距 離 を単 純 に コス ト計算 して や った ら,市 内 の 引込 線 の部 分 とい うの は

ど う して も上 げ ざ る を得 な いで しょ うね 。 だか ら,や は り長 距 離 が下 が って,短

距 離 が 上 が る と い う結 果 に な る だ ろ う と私 は思 うの で す 。両 方 絡 ん で い ると思 い
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ます ね 。

　 K　 相 互 接 続 も,ロ ー カ ル と ローカ ル,そ れ か らロ ー カル と長 距 離 と,い ろ い

ろ な接続 形 態 が あ ります 。 だか ら,分 け な い と混 乱 します 。

　 A　 だか ら,今 の総 裁 も,そ れ は い た だ くと い うふ うな こ とを既 に公 の席 で お

っ しゃ って い ます 。

　 K　 それ は ロー カ ル な 部分 との接 続 の こと で し ょ うか ね 。

　 A　 よ くわ か りま せ ん け れ ど も… … 。

　 K　 私 は,長 距 離 回線 同 士 だ った ら,自 由 に相 互 接 続 され て,自 由 に使 った 方

が い い と思 い ます 。 問題 は,長 距 離 回 線 と ロ ーカ ル 回線 の相 互 接 続 で す 。 基 本 的

に は,ア クセ ス チ ャー ジを と る の は,独 占 とか 排他 の 思 想 が 強過 ぎ る よ うに思 い

ます 。 技術 の問 題 じゃ な い よ うな気 が します 。 今ATTが と って い る の は,ロ ー

カ ル の と こ ろ の ア クセ ス チ ャー ジです ね 。

　 A　 結 果 的 に は ア メ リカ で は料 金 が 上 が って い る。 それ が 利 用者 に と って有 利

か ど うか なん です 。

　 Eさ ん は,こ れ は ど うい うふ うに お書 き に な って い ます か 。

　 E　 まず 最 初 の2行 は基 本 的 な問題 で,特 に チ ャー ジの話 なん で す けれ ど も,

そ の 次 に書 い て い るの は,こ れ を 取 りま す と,チ ャー ジを認 め ざ る を得 な い と思

うので す 。'思 うの だ けれ ど も,そ こが 料金 次第 で これ は 競争 に な る のか ど うか。

今,電 話網 とDDXPの 接 続,あ れ は3分20円 で す ね 。 あ れ は1年 半 と ま って い る

の です 。 なぜ と ま って い るか 。VAN業 者 が 反 対 して い るか らで す 。 高 い とい う

わ け です 。 これ は ど うせ 一 種 と一 種 で す か ら,当 然 長 距 離 で す ね 。 ロー カ ル は全

部 電 電 で す ね 。 ロー カ ルが 入 って,電 電 の 長 距 離 の と ころ も電電 のDDXと いくわ

け です 。 と ころ が一 種 業 者 は,別 に使 用 す るた び に,そ こで接 続 チ ャー ジが か か

るわ け です 。 当 然 競 争 した ら負 け るの じゃな い か 。 だか ら,場 合 に よ って は,新

規 参 入者 が入 って きて も競 争 に な らない の じゃ な いか,そ こを ど うす る の か 。 そ

うい った意 味 で,か な り行 政 指 導 で 押 さえ る とか 何 とか しな い と,そ ん な もの一

種 は使 わ な いの じゃ な いか 。
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　 A　 ロー カ ルの 末 端 回線 を持 って い るの はNTTで あ って,そ れ は か っ 義 務

づ け られ て い る とす れ ば,そ れ を利 用 して の第 一 種 の通 信 業 と い うの は,接 続 料

を 払 わな け れ ば仕 方 が な い と い う ことで・は御 議 論 な い で し ょうか 。

　 C　 接 続 チ ャー ジを払 って で も,第 二電 電 の よ う な構 想 が や って いけ る間 は幸

せ だ と思 い ます 。 そ の うち に ロー カル の 市 内料 金 を 上 げて,か つ いわ ゆ る長 距 離

部 門 を下 げ ま して,ロ ー カ ル の長 距 離 に合 わ せ た 勘 定 ではNTT収 入 は一定で変わ

ら ない と い う新 料 金 体 系 を と られ た ら,い わ ゆ るポ テ ンシ ャル ゼ ロの と ころ へ 強

力 が物 を運 ぶ よ うな もの に な って しま う。 富 士 山 の よ うな高 い と ころ は ポテ ン シ

ャル の 違 い が あ るか ら,強 力 の値 段 が 高 いわ けで す が,そ れ と 同 じ理 屈 で,ポ テ

ン シ ャル ゼ ロに な って しま います と,な か なか 商 売 の チ ャンスが な い ことに な る

の じゃ な いか とい う感 じが します 。

　 A　 1,000メ ー トル ぐ らい の 山 で も ジ ュー ス1本250円 ぐ らい します 。

　 C　 バ リュ ーが 出 るか ら じゃな いか と思 うの で す 。

　 それ と も うひ とつ は,単 純 にア クセスチ ャージというだけ で は議 論 が 噛 み 合 わ な

い わ けで,ア メ リカで も算定 基準 だ とかで非 常 に もた もた して い る わ け です 。 だか

ら私 は,都 内 に ア クセ スす る場 合 と,鹿 児 島 の人 吉 市 あ た りに ア クセ スす る の と

同 じ条 件 で はお か しいの じゃ な いか な とい う感 じが します 。 そ うい う点 で も,何

らか の 算 定 根 拠 みたいな ものがな ければst接 続 の相 手 側,つ ま りNTTの 料金体系 が

変 わ る こと に よ って,第2電 電 の よ うな事 業 は モ ノす ご く影 響 して くるん じゃ な

い で し ょ うか 。Eさ ん が お っ しゃ るよ うに フ ラ ッ トに な っち ゃ った ら,多 分 事 業

メ リ ッ トが 出て こな くな っち ゃ うと思 い ます 。

　 これ もや は り全 くの 仮 想 の話 で,ど うな るか わ か らな いの で す が … … 。

　 A　 こ この 設 問 は,業 者 と して 一－Ptと 一種 な ん で す 。 と こ ろが,二 種 が別 々 の

第 一 種 を お使 い に な って サ ー ビスを や ろ う とい う話 に な って くる と,そ れ の上 に

乗 っか って き ます か ら,話 は ます ます や や こ し くな って くるの で す 。 そ れ が さ っ

きの話 で ペ ンデ ィ ング に な って い る理 由 か も しれ ま せ ん。

　 こ この ま と め は,大 体 皆 さ ん の想定 と して は,や は り末 端 は新 電 電 と い うこ と
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に な りそ う なの で,そ こで何 らか 妥 当 な もの に,そ れ は均 一 と い うの で は な しに,

妥 当 な もの を 要 望 す る とい うふ うな結論 に な ります で し ょ うか 。

　 私 も,や む を得 ないだ ろうという現実論 に立 ちま して,特 に新 電 電 が そ の た め に末

端 を 独 占 し て い る と い う 優 位 性 か ら,新 電 電 の 側 に 特 に 有 利 に な ら な い よ

うに と い う こ とを希 望 した い と思 い ます。 それ か ら,小 規模 ロ ーカ ル な第 一 種 業

者 が 出 て くる こ とを実 は待 望 して い るの です 。 そ う した 場 合 に,そ う い う と ころ

の 経 営 が 成 り立 つ と い う よ う な こ と も考 えて いた だ き た い。 ま た,第 二 種 の サ ー

ビス も含 めて,最 終 ユ ー ザ ーの コ ン トや 便 宜 の こ と も考 え て ほ しい と思 い ます 。

　 そん な と ころで よ ろ し ゅ うご ざ い ます で し ょうか 。

　 そ れ で は,一 種 の接 続 は そ うい う こ とに して,今 度 は二 種 の 接 続 なん で す が,

二 種 は業 態 が 一 層 複 雑 に な って くる と思 い ま す が,CATVで ビデオテ ック ス サ ー

ビス を行 お う と,単 に新 しい事 業 法 だ けで は だめ で あ って,有 線 電 気 通 信 法 あ る

い は 今 の有 線 テ レ ビ ジ ョ ン放 送 法 の改 正 等 が 必要 だ と思 わ れ ます 。 そ こ ら辺,ど

な た か意 見 が あ ります で し ょ うか 。

　 C　 現在 の 解 釈 で は,CATVで ビデ オ テ ックス サ ー ビスを行 うことは で きませ

ん と い うこ と に な って い ます 。郵 政 省 の 中 に はで き る と い う意 見 も ご ざい ま して,

ビデ オ デ ッ クス等 の デ ー タベ ー スヘ ア クセ ス す る とい う こ とにつ いて は,電 電 公

社 に も接続 を 指 導 して や らせ るつ も りで あ る,と い う意 見 もあ る よ うです 。

　 それか ら有線電気通信法 の改正 が必要で あるというの はまさにその とお りで し

て,事 業 法 の成 立 に伴 い ま して 必 然 的 に変 わ って ま い ります 。 こ こは有 線 テ レ ビ

ジ ョン放 送 法 の 改 正 が 必 要 と い う意 味 じゃ な いか と思 うの で す が … … 。

　 A　 放 送 法 は改 正 の意 図 は な い の です か 。

　 C　 何 等 か の改 正 が必 要 で しょ うが,そ れ は後 で 申 し上 げ ます 。

　 ポ イ ン トを 申 します とCATVの 問 題 は い つ も放 送 と通 信 の サ ー ビス との接 点

に関 わ る問 題 に な って くる の です 。放 送 法 と い うの は,表 現 の 自由 を 原 則 とす る

もの で,ど ん な意 見 で も どん な手 段 で も,知 らせ,伝 え る ことが で き る と い うこ

とが ひ と っ の基 本 的考 え方 に な って い る。 そ れ に対 して,通 信 で は,い わ ゆ る「通.
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信 の 秘 密 の 保 護 」 と い う問題 が あ りま す 。前 回,前 々 回 です か,そ ん な に保 護 の

要 らな い通 信 だ って あ る じゃ ない か とい う話 が あ りま した け れ ど も,一 応 そ うい

う大 原 則 が あ りま して,こ れ が 今 なか なか 調 和 が つか な い と い うの が 現 状 なんで

は な い で し ょ うか。

　 A　 そ うい う思 想 の 問題 が あ る の です か 。 私 は,放 送 と い うの は1対nと い う

関 係 で,か つ一 方 通 行 だ け だ 。1対nで あ って も双方 向で あれ ば 放 送 で は な い。

n対nは ま して 放送 で は な い,通 信 で あ る とい うふ うに理 解 して お った の です が,

そ の 根 底 に は そ うい う思 想 が あ る わ け です か。

　 C　 そ うい う こ とが あ るよ うです 。 です か ら,同 じnと い って も1対 マ ス と,

1対 特 定 とい うよ うな タイ プ が あ る わ け です 。 その 「特 定 」 に対 して の 通 信(放

送)が 同報 通信 分野 に な るわ け です 。 その 同報 の分 野 と い うの が,実 は 放 送 業 と

通 信 業 の に らみ 合 い の場 所 に な って い ま して,一 種 の グ レー ゾ ー ンに な って い ま

す。 か な り い ろ い ろな 思惑 が あ るよ うで 一 例 を あ げれ ば,衛 星 問題 にす ぐこの 問

題 が結 び つ いて くるの で す。 衛 星 は 基本 的 に は,電 波 を 撒 き散 らす わ け(但 し,

ダ ウ ン リン ク)で す か ら,イ ンテルサ ッ トだ って どこで も受 け よ うと思 え ば 受 け ら

れ るわ け で す か ら,こ う した グ レー ゾ ー ンの取 扱 いが ヤ ッカ イ にな って くるで し

ょ う。CATVで ビデオ テ ッ クス を伝 送 す る問 題 とか,　 CATVを 使 ったVANだ と

か が色 々考 え られ るわ けです が,更 に広 く考 え れば,VAN業 者 がCATV施 設 を

伝 送 路 と して 使 う。 た とえ ば,ビ デ オ テ ッ クス をや る と い うよ うな こ とだ って あ

るわ けで ござ い ます か ら,そ うい う こ とを想 定 して 今後 はモ ノを考 え な けれ ば い

け な い状 況 にあ る と思 いま す。 けれ ど も,現 在 の有 線電 気 通 信 法 は,設 備 の設 置

は 自 由 で あ るが,そ れ を繰 り返 し 「業 」 と して提 供 して はな らな い。 そ れ は公 社

の 独 占事 項 で あ る,と い う こ とが原 則 に な って い ます。

　 です か ら,現 行(改 正 前 の)有 線 電 気 通 信 法 を基本 法 と して い る間 は,何 か新

しい サ ー ビス を や ろ う と します と,そ の サ ー ビス にひ とつ ひ とつ事 業 法 が ひ っつ

いて い か な い と新 サ ー ビス が実 行 で き な い とい った構 造 に な って い る の で す 。 私

の 方 で提 出 した 図 で マ ト リック ス状 の絵 が あ りますが,こ の絵 の よ うに横 に ク シ
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刺 し状 に業 法 を 定 め ない と広範 な サ ー ビス を調 和 で き な.いと い うこ とを 申 し上 げ

て い るわ け で,今 度 の 法 改 正 で は包 括 的 に 「電 気 通信 事 業法、」 と い う.形で 出 て き

たわ けで す 。

メデ ィア運 営 主 体表
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法 通

ウ　施設部分を買いとる　　　　　　　　　　　　　　　 主　　　　　　　　　　制信
所有権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　体　　　　　　　　　の事
所有権移譲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と　　　　　　　　　　変業
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・て　　　　 　　　　　 に等
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再　販　売

　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 働
　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　き

gomg　 　無　　　　無　　　無　　　　無　　　無　　　　　無　　　未出現　　　 "

VAN業iCっ いては"利 用 者"な のか"運 営 主体"な の か を明確ecす る

回線卸 しを受 けて再 販売 す るこ との是 非 。

　 今 後 は省 令 段 階 で ど うい うふ うに配 分 され て い くか と い う問題 が ご ざい ま して,

御 検 討 に な って い る ら しい。 実 は 私 ど もCATV事 業 者 に と りま して,事 業 法 は

深 い 関係 が 出 て き そ うで双 方 向通 信 機 能 を ど うい うふ うに今 後 取 り扱 って い くか
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とい う こと に つ い て,郵 政 省 に対 して 民 間 側 か ら リコ メ ンデ ー シ ョン を 出す よ う

な勉 強会 とい うか,ワ ー キ ング グ ル ー プの よ うな もの を 公式 の会 議 の も とに置 き

ま して,今 検 討 して い るの です 。 そ の中 で,こ の 双方 向 のCATVを や った場 合

に ど こ まで が 有 線 テ レビ ジ ョン放送 法 で規 律 で き る範 囲 で,ど こか ら先 ま で は で

き ない の か と い う こ とを今 検 討 して い るの で す。

　 アバ ウ トな話 と して は,現 在 の有 線 テ レ ビ ジ ョン放 送 法 の枠 か らは み 出 る通 信

的 なサ ー ビス は,第 一 種電 気通 信事 業 申請 を す る こと に な る と考 え て い るの で す

が,CATVの 施 設 を使 ってVAN的 な サ ー ビス をや りたい とい う こ と に な り ま

す と,施 設 につ いて は現行 の有 線 テ レビ ジ ョン放 送 法 で施 設 許 可 を も ら っ てい

るわ けで す か ら,そ の上 に 今度 は第 一 種 電 気 通信 の許 可 を受 け る こ とに な りそ う

なの で す 。

　 そ う い うふ うに 当面3年 間 は い こうと考 えて いらっ しゃる ら しい。 は っき り出 て

こな い の です けれ ど もね 。

　 A　 2っ 看 板 を上 げ る。

　 C　 提 供 す る業 務 に よ って 分 けて ゆ こ う と い うこ とを考 えて,や って お るわ け

で す 。 で す か ら,同 じ公 衆 回 線 を 経 由 す る 場 合 で も,1つ は キ ャ プ テ ンの デ

ー タベ ー ス に ア クセ ス した り ,あ る い は プ ライベ ー トな ビデ オ テ ック ス の デ ー タ

ベ ー ス に ア クセ ス した りす る と い うよ うな こと,い ろ いろ な形 の もの が これ か ら

出 て くる可 能 性 が あ る 。 それ に さ らに衛 星 で番 組 供 給 なん か が 出て くれ ば,そ う

い う もの と もに接 続 す る こ とが 考 え られ る と い うよ うなわ け で,イ メ ー ジ的 に は

こん な形 の検 討 を 進 め て い るわ け です 。

　 で す か ら,私 の意 見 と して は,こ うい うよ う な設 備 と して の面 と業 務 と して の

面 を マ ト リ ック ス状 に区 分 け して考 えて ゆ くこ とが だ ん だん 必要 に な って くるの

じゃな いの か と い う感 じが しま す 。

　 A　 私 も全 く同 感 で す ね 。現 在 の 公衆 電 気 通信 法 は,実 を い う とあ れ は サ ー ビ

ス内 容 で 分 けて あ るわ けで す ね 。

　 C　 あれ は基 本 は電 話 なん で す 。
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　 A　 基 本 は電 話 な ん で す け れ ど も,電 話 の サ ー ビスで あ る とか 加 入 電 信 の サ ー

ビス で あ る とか あ るい は電 報 のサービスであ るとか い うふ うに,機 能 とい うか,サ

ー ビス 内 容 と い うか
,業 務 とい うか.そ れ で 分 けて あ る ので す が,実 は そ こ に矛

盾 が 生 じて き ま して,こ の間 の 法 改 正 の と きに,設 備 サ ー ビス だ とか 回線 サ ー ビ

ス だ とか い う もの が 入 って き て,今 度 は設 備 面 か らの概 念 が 出て き た の です。 今

度 の新 法 で も,設 備 の 方 とサ ー ビス 内容 の 方 との 区 分 が余 り明 確 に され て な い面

が あ る の じ ゃな いか と思 うの で す 。

　 この 間,雑 談 会 の と きに 申 し上 げ たの で す け れ ど も,利 用者 の方 か らす る と,

設 備 云 々 は見 え な い と ころ で い い ん で あ って,サ ー ビス だ け が は っき り して くれ

ば い い,そ うい うふ う に思 って,そ うい うふ うな法 体 系 が 片方 で は必 要 で は な い

か。 片 方 で は設 備 面 が なぜ必 要 か と い う と,そ れ にか か る コス トの 問題 が あ りま

す か ら,そ うす る と先 ほ どの接 続 の 問題 や チ ャー ジの問 題 な ど い ろ い ろ絡 ん で ま.

い りま す。　 だ か ら,た しかに,Cさ ん の お っ し ゃる よ う にマ トリ ックス で見 て

いか な い とわ か らな くな っち ゃ うの じゃな いか と い う気 が します 。

　 これ に 関 して は,ど な たか,融 合 は 当然 で あ る とい うお 話 が あ ったの で す が,

これ は サ ー ビス と して は融 合 して い き ます か ら,設 備 面 で もそれ が 自 由 に行 え る

よ うに と い う ことで し ょ うか 。Gさ ん,何 か 。

　 G　 将 来 的 に考 え れ ば,当 然 だ と思 い ます けれ ど も… …。

　 A　 Kさ ん,何 か あ ります か 。

　 K　 ど う して も結 合 せ ざ る を得 な い方 向 に い くと思 いま す 。特 に 日本 は供 給 ソ

フ トが 少 な い です か ら これ を相 互 に供 給 し合 うため の 結 合 が 必要 で す 。

　 A　 要 望 と しま して は,や は りそ れ が で き るよ うな法 の 整 備 を お 願 い した い と

い う こ とです ね 。Eさ ん は い か が です か 。

　 E　 こ こは,法 体 系 の整 備 だ け です 。

　 A　 そ うで す ね 。 法体 系 の 整 備 に 持 って い か ない と,混 乱 します ね 。 ニ ー ズ と

い うか,自 然 の 勢 い は そ こへ い って い る はず で ず か ら… …。
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　 ⑦ 電 波 法 改 正 の 必 要 の 有 無 と,そ の 他 波 に関 す る問 題

　 A　 そ れ で は7番 の電 波 法 の 改 正 と波 に関 す る問題 です 。

　 議 論 の 前 提 として1さ ん,セ ルラー方式 というのをちょっと御 説 明 いただ けませんか 。

　 1　 今,周 波数 とい うの は有 限 の 資 源 で あ るか ら,む や み に は使 え な い とい う

こ とです ね 。 た だ,非 常 に弱 い 出力 だ と,半 径 何 キ ロ とか い う こ とを決 め て お い

て,同 じ周 波 数 を離 れ れ ば 使 え るか ら,範 囲 内 で また異 な る範 囲間 を 中継 す る こ

とに よ って,通 信 で き るわ けで す 。 これ は 自動 車電 話 が そ うな ん です ね 。 ア メ リ

カ は広 い です か ら,あ ち こ ち に使 わ れ 始 め て い ます。 これ で電 波 の利 用 が で き る

だ ろ うと言 う ことで す 。

　 A　 そ うい うふ うな形 で 有 効 利 用 を 可能 にす るよ うな法 に して いか な い と い け

な い と い う… … 。

　 1　 そ う い う ことで す 。

　 A　 そ う します と,そ の電 波 の利 用法 と い うこ とで は,デ ー タで あ って も,あ

る いは そ の他 い ろ いろ な業 務 あ るい は サ ー ビス で あ って も,乗 って くる もの は皆

乗 せ た らい い と い う こ とで しょ うか 。

　 E　 今,自 動 車電 話 の第 二 電 電 と か,ポ ケ ベ ル の第 二電 電 とか,い ろ い ろ話 は

あ るわ け で す 。私 ど もの ユ ー ザ ー さん を回 って い ます と,セ ンサ ー と電 波 を く っ

つ けて 仕 事 を した い の だ けれ ど も,電 波 法 に つ いて教 え て ほ しい とか ,そ うい う

お客 さ んが 結構 い ら っ しゃ るの で す 。 だか ら,当 然微 弱 電 波 の開 放 とい うの は や

って ほ しいで す ね 。 そ うい う意 味 で は,電 波法 の改正 と い うの はぜ ひ今 か ら前 向

き に検 討 して ほ しい,こ うい う要 望 で す 。

　 A　 これ は 行 政 に対 す る要 望 は 当然 です が,委 員会 と して も電 波 につ いて は余

り研 究 して な い の で す ね 。 ユ ー ザ ー さん に対 して そ うい う啓 蒙 も して お りませ ん

か ら,協 会 と して も何 らか や らな い と い け な いか も しれ ませ ん ね 。Lさ ん は電 波

を随 分 使 って お られ る で し ょ う。

　 L　 私 は無 線 の こと は よ くわ か らな いの で すが,波 に関 す る設 問 だ った もの で

す か ら,有 限 の 中で 使 って い くた め に は,多 少 不 便 な波 で も使 って いか ざ る を得
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な い の じゃ な い か とい った よ う な意 見 を書 い て お い た の で す 。

　 A　 電 波 に関 して,ほ か に 御意 見 ご ざい ま す か 。

　 C　 参考 のだめですが,電 電公社法 とい うの は,有 線電気通信法 だけを根拠 に

して い るの じゃ な いの です 。 電 波 法 と い う も う1っ の大 き な法体 系 が あ りま して,

要 す る に設 備 面 と して は有 線 電 気 通 信 法 と電 波 法が基本 になって い るので す 。業 務

提 供 面 と して 公 社 法 が あ る,こ うい う位置づ けです ので,い わ ゆ る公 社 の そ うい う

波 の利 用 とい う もの を 今 まで使 う人 が なか った と い うこ と と,そ れか ら波 の開 発

とい うの は,無 線 の 装 置,特 に送信 管 の,昔 で い うと送信 管,今 で い う と トラ ン

ジス タ あ る いは イ ンパ ッ トダ イオ ー ドとか あ り ま す け れ ど も,そ うい うよ うな

デバ イ スの 開 発 の 問 題 ま で絡 ん で き て い る の で す 。 そ れ に よ る一 種 の 非 常 に知 ら

れ ざ る独 占形 態 が あ る とい う こ とを ひ とつ御 認 識 いた だ く必 要 が あ るの じゃ な い

か な と思 い ます 。

　 そ れ で,波 は も う業 務 用 に割 り当 て られ て,な いとい うことにな ってい るので す

けれ ど も,本 当 に そ うか な と い うの も少 し勉 強 して み る必 要 が あ るの じゃな いか 。

と い うの は,ほ とん ど が予 備 回 線 に な って い る場 合 が多 い の じゃ な いか 。 回 線 が

オ ーバ ー フ ロー した 場 合 に使 うと い う こ とで,普 通使 って な い ものが あ るわ け な

ん です。 波 で す か ら,混 信 が起 こ る とい けな い と い うこ とで そ う い う こ と にな っ

て い るわ けで す けれ ど も,今 み た い に これ だ け い ろ い ろ な コ ン トロ ール が き いて

くれ ば,使 っ て な い 間 だ け使 え る と い う波 が あ った って い い とい う感 じが あ りま

す し,そ うい う利 用 の 方 法 だ っ て考 え られ るわ けで す か ら,そ の辺 の と ころ を や

は りマ ー ク して お く必 要 が あ る。 今 後 は マ ー ク して おか な い とい けな い の じゃ な

いか な と い うよ うな感 じが い た しま す。 そ う しませ ん と,周 波 数 が 物 理 的 に制 約

さ れ た有 限 の 国 家 資産 で あ る と い うよ うな プ リ ン シプ ル に立 っ て,タ イ トな姿 勢

が 続 き ます と周 波 数 を 大 幅 に握 って い る新 電 電 さん と,第 二 電 電 なん か が競 争 す

る と い う こ とを考 え る と,一 方 が非 常 に ア ンフ ェ アな状 態 に置 か れ る危 険性 が あ

る。 この辺 は ぜ ひ マ ー ク して お く必 要 が あ る と思 い ます。

　 A　 新 し く第 一 種 に進 出 され る と ころ が,通 信 用 の電 波 と して は電 電 公社 に 独
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占 を され て お る とい う状 態 で 進 出 が可 能 な の か どうか とい う こ とで す ね 。

　 聞 くと ころ に よ る と,京 セ ラさん の グル ープ が衛 星 をあ き らめ て マ イ ク ロに切

りか え よ うと して電 電公 社 さん と交 渉 を始 め た ら,周 波数 問題 で ご くわ ず か しか

な くて,ほ とん ど不 可 能 な状 態 に な って い る と い う ことです が,そ れ は 実 際 問 題

と して再 分 配 な ん とい うの は可 能 で しょ うか ね。

　 E　 不 可 能 で しょ う,電 波 法 の 制約 も あ りま す けれ ど も,ル ー トの制 約 もあ り

ま す。 大 きな ル ー トを ほ とん ど押 え て い ます か ら。

　 K　 電 電 公社 の マ イ ク ロ ウ ェ ー ブル ー トは全 国 ほ とん ど網 羅 して い ま す 。 そ し

て使 って い る周 波数 は決 ま って いま す 。

　 A　 容 量 さ え あ れ ば,あ と残 って い るの は国 鉄 です ね 。

　 E　 京 セ ラの マ イク ロル ー トとい うの は,た しか ない です よ 。

　 あ と は しよ うが な いか ら,太 平 洋 の上 とか 日本 海 の 上 を,海 洋 中継 所 で飛

ば す の で す ね 。

　 K　 しか し衛星 にア クセスす る電波 も地上 マイクロ回線 と混 信 す る の で,お そ らく民

間で は使 え な い で し ょう。 しか し,よ くよ く探 して み れ ば,使 え る と ころ が あ る

か も しれ ま せん 。 そ れ か ら,下 の 方 の 低 い周 波 数 帯 た とえ ばVHF帯 とか あ る い

は非 常 無 線 用 の電 波帯 を有 効 利 用 す る とか,民 間 に開 放 で き る周 波 数 帯 域 が あ る

の で は な い か と思 い ます 。 電 波 行 政 につ いて は,今 ま で民 間 の ア ンタ ッチ ャブ ル

部 分で した か らそ の気 に な って 調 整 す れ ば 開 放 で きる周 波数 が あ るか も しれ ま せ

ん 。

　 E　 結構 地方 自治 体 が 使 って い るの で す 。 地方 自治体 が バ ヅ ク ア ップ と い うか,

災 害 対 策 用 に使 って い る の です 。 だ か ら,先 ほ どお っ しゃ った よ うに,波 は有 限

資 源 と い う もの の,微 弱 と か細 か く見 て い けば,い ろ い ろ あ る と思 うの です 。

　 A　 しか し,い ろ い ろ周 波 数 の違 う,電 波 の す き間 を集 め て きて1本 に して つ

な ぐと い うの は,大 変 な こと だ な。

　 K　 それ は技 術 的 に も大 変 難 しい こ とで す 。

　 A　 それ で は,こ こは,そ うい うよ う な こ とを 含 め て法 の 整 備 をお 願 い した い
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と い う こ と に な り ま し ょ う か 。

　 ⑧ 一 種 事 業,新NTTの 料 金 体 系

　 A　 次 に,8番 目の 第 一種 事 業,そ れ か ら新 しい電 電 会 社 を 含 め て の料 金 体 系

　 の 問 題 とい う とこ ろ に入 ります 。

　 現 在 ・特定 回線 の 遠 近 格差 は最 高1対40に なって います。遠 近格 差 の 是正 はユ ー

ザ ー と して 必要 な方 向 で す が,こ の 遠近 格 差 が 少 な くな る と,VAN業 者 の 収入

源 に影 響 を 及 ぼ す とい うこ とで,ど こ ら辺 に線 を求 め た らい い か とい う こ とです

が,こ れ は 大変 難 しい 問題 です 。

　 Cさ ん は何 か 図 を描 いて ら っ しゃ った けれ ど も…… 。

　 C　 先 ほ ど もち ょ っ と申 し上 げ ま した けれ ど も,ポ テ ン シ ャル ゼ ロの話 です 。

料金 の,絶 対 額 に差 額 が あれ ば,ま だ いわ ゆ る参 入 の機 会 が あ る と い うご意 見 も

あ りま し ょ うけれ ど も,か な りな 打 撃 を 受 け る こ とは 間違 い な い の じ ゃな いか と

思 い ま す 。

　 A　 皆 さん か らご意 見 をい た だ い て い るの で す け れ ど も,現 実 に今,中 小 企 業

VANで 仕 事 を お や り に な って い る各社 の御 意 見 を一 通 り伺 った らど うか と思 い

ます 。

　 G　 ど う もギ ブ ア ッ プ しち ゃ った み た い な書 き方 を しま した けれ ど も,当 然 中

小VANが 開放 され る以 前 か らこ の遠 近 格 差 の解 消 とい うの は,そ うい う趨 勢 に

乗 った よ うな もの で す か ら,も ち ろ ん我 々 や って い る中 で も先 ほ どの お 話 の 単 純

再 販 に近 い よ うな サ ー ビス も あ ります けれ ど も,た だ,そ れ を事 業 の 主体 と した

ら,民 間VANと い うの は ち ょ っと難 しい の じゃ ない か な とい う こ とで す 。

　 A　 これ を 見 越 して 現 在 電 電会 社 が どん どん その方 向 を進 め て い ら っ しゃい ま

す けれ ど も,こ れ か らま だ進 め る とお っ しゃ って いま す ね 。 あれ は ど こ ら辺 ま で

進 め られ るの で す か ね 。

　 G　 そ の 辺 の 見 通 しが よ くわ か ら ない の で す 。
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　 J　 私 は,1回 北 原 副 総 裁 の 話 を 聞 く機 会 が あ ったの で す が,そ の と きお っ し

ゃ って い た の は,1対nに しま して,nは1け た の数 字 だ,こ うい うふ う なお 話

で した 。何 か 講 習 会 で何 人 か 集 め て そ うい う話 を して い ま した 。

　 A　 そ の ことが 余 り急 激 に行 わ れ ます と,も ち ろん そ れ を 第 二 種 と して業 と し

て い ら っ しゃ る と こ ろ も打 撃 を 受 け ます けれ ど も,こ れ ま で の 料金 体 系,遠 近 格

差 の大 き い ことを 前 提 に して企 業 内 通信 合 理 化 を され て い る と ころ は,そ の設 備

投 資 が む だ に な って くるの です 。 非 常 に問 題 なん で す ね 。

　 H　 そ うで す ね 。

　 J　 そ う い う見方 もあ るの です けれ ど も,た だ,遠 近 格 差 の 是 正 と い うの が,

トータルの通信 コス トが下 が って い くと い う方 向 で あれ ば,そ れ は あ る意 味 で は 問

題 が ない と思 うの で す 。例 えば そ うい う今 の 料金 体 系 の もとで 通 信 コス トを,安

くす る工 夫 を して い って い るの で す 。 そ れ が 例 え ば1カ 月1,000万 円 と して,遠 近

格 差 の 是正 に よ り,そ れ が800万 円 に なれ ば,そ れ はそ れ で 結構 だ と思 って い る

の です 。

　 私 が こ こで 書 い たの は,VANの 問題 は,一 情 報 処 理 と い う観 点 か らと らえ る と,

それ が トー タ ルで 安 くな って い け ば,そ れ だ け普 及 す る とい うこ とで す し,日 本

の場 合,特 にVANと 言 って も,Vの 比 重 が 多 い とい うか,要 す るに 情 報処 理 の

部 分 が か な りあ る と い う こ とで,特 にVAN業 者 なん か に 聞 い て も,遠 距 離 だ か

ら例 え ば 情 報処 理 の コス トを こ こは30円 で す 。 そ して 同 じ内 容 で近 距 離 は10円 で

す とい う行 き方 は や って な い よ うな と ころ も現 実 問題 と して あ ります ね 。 です か

ら,そ うい う意 味 で トー タ ルで 下 が る方 向 で あ れ ば,VAN業 者 さん に と って じ

ゃま に な るか な らぬ か とい う問題 は,そ うは な らな い よ うな こと も考 え られ る の

じゃ ない か とい う気 もす るの で,そ うい うふ うに書 い て み たの で す 。

　 A　 今 の お話 は,遠 近 格 差 の問 題 と,そ れ か ら大 量仕 入 れ に した ら安 くな る と

い う,大 量 とい うか高速,そ うい う料 金 体 系 が あ りま す の で,そ れ と も絡 ん で き ま

す ね。

　 K　 技 術 論 的 には,衛 星 通 信 が 出 た と きに,距 離 の概 念 が な くな りま した 。 パ
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ケ ッ ト交 換 も従 量 制 です か ら,距 離 の 概 念 とい うのは入 ってきません。 しか もだん

だ ん大 量 伝 送,多 重化 の技 術 が 進 み ます と,ま す ます 距 離 の概 念 が 薄 ま って き ま

す 。 今後 の技 術 革 新 は ど う して も距離 の概 念 が な くな る と い う方 向 に あ る の じ ゃ

な い か と思 います 。VANの 場 合 は,基 本 的 に はそ うい う遠 近格 差 で も うけ るべ

き じゃ な い。 も っ と ほか の と ころ で も うけれ ば い けな いの で は な いか。 自然 に そ

うな って い くだ ろ う と思 います 。

　 H　 確 か に遠 近 の料 金 格 差 に よ る収 入 だけ を 見 ます と,余 り価 値 は あ りませ ん 。

この あ た りは,で き れ ば順 次 そ うい う格 差 を な くす と い うこ とで,い つ ご ろ に は

どの くらい に す る と い うもの を提 示 して い た だ き ます と,計 画 を 立 て や す くな り

ます 。 そ して い ろ い ろ な機 器 が む だに しな くてす み ます 。 そ うい う もの を 示 して

も らえれ ば,最 終 的 に は遠 近 格 差 を な く して も構 わ な い。

　 A　 Lさ ん は,企 業 内 と して は 随 分 早 くか ら ネ ッ トワ ー ク化 され て い ます ね 。

　 L　 当社 の場 合,通 信 電 話 費 と い うか,そ うい うもの が 年 間60億 ぐ らい か か っ

て い る の です 。 そ れ で,こ れ は非 常 に大 き な問 題 な ん です けれ ど も,今 の 形 か ら

い け ば,現 在 は 東 名 大 と い います か,そ うい った と ころ に1規 格 で 内線 電 話 式 に

使 って い る。 しか しなが ら,東 名 大 だか らペ イ す るよ 。 ほ か の と ころ につ いて は,

いか に企 業 内で 多 くて も,例 えば 東 北 と九 州 と話 をす る機 会 は そ う頻 繁 に あ るか

とい い ます と,そ うた くさん は な い よ うな雰 囲 気 なん です ね 。

　 A　 物 の動 き 自体 が な いか ら,当 然情 報 の動 き もな い と い う こと です ね 。

　 L　 そ うで す 。 で す か ら,物 流 と情 報 の 流 れ とい い ます か,そ うい う もの は付

帯 して 動 くもめ だ と思 うの で す 。 で す か ら,遠 近 格 差 の 問題 に つ い て は な くして

い く方 向 に あ ります し,そ うあ って ほ しい と思 うの で す が,先 ほ どお っ しゃ られ

た よ うに,そ れ を も とに して 高 速 デ ィ ジタ ル等 を使 って 束 ね て い こ うと い うこ と

に な りま す と,現 在 の 料 金体 系 とい う こ とを考 え ざ る を得 な い わ け です 。

　 それ が,や った 途 端 に さ あ変 わ っち ゃ った とい う こ とに な る と,お ま え くび だ

よ と言 わ れ る。 確 か に そ うい う問 題 が,金 額 が 大 きい だ け に,非 常 に こわ い問 題

が あ ると い う気 が す るの で す 。 で す か ら,方 向 づ け と して は,DDXの よ うに1
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対1.5と い う形 に だ ん だん な って い くであ ろ う。 それ を見 越 して 今 あ る通 信 電 話
　 　 　 　 　

費 を ど う削 減 して い くか と い うの が 私 ど もの テ ーマ で あ り,悩 み で も あ る の です 。

　 A　 設 備 に10億 か けて 費 用 が 年6億 節 約 に は な った けれ ど も,来 年 に な った ら

フ ラ ッ トに な っち ゃ った と い った ら大 変 な こ とです ね 。

　 Dさ ん の ネ ッ トワー ク と して は,こ の 問 題 は ど うで す か 。

　 D　 東 名 阪 を高 速 回 線 を リー ス して,そ れ で両 極 に多 量化 装 置 を つ けて や って

い るの で す けれ ど も,し か し しょせ ん技 術 の 進展 の 当 然 の帰 結 と して,こ れ は遠

近 格 差 と い うの が な くな って くるわ け で して,こ の 流 れ に竿 を さす わ け に いか な

い の で す 。 私 ど もユ ーザ ーの 立 場 で設 備 投資 をす る と して も,多 重化 装 置 の 設 備

費 なん と い うの は,額 なん て知 れ て い る の です 。 そ れ よ り もや は り遠 近 格 差 とい

うか,全 体 の 回 線 コス トの低 減 化 と い う こ とが 必 然 的 に あ る ので,私 ど も と して

は,こ の 問題 は,全 体 と して の通 信 コス トが高 くな ったので は問 題 です が,料 金 体

系 と して 遠 近 格 差 を も っ と な くして ゆ く とい うの が 望 ま しい方 向 だ と思 い ま す 。

　 A　 これ を ま とめ ます と,先 ほ どの お 話 で,方 向 と して 当 然 だ し,そ の方 向 を

進 め な け れ ば い け ないが,ま ず その 進 め 方 につ いて,段 階 的 に や って,そ れ を な

るべ く前 広 に 明示 して も らい た い。

　 それ か ら第 二 種業 者 と して は,そ れ だか ら こそ とい うか,そ うい う こ とを踏 ま

えて,情 報 処 理 で価 値 を得 られ る よ うな方 向 に進 ま ざ る を得 な い と い うの が共 通

の お話 で ご ざ い ま しょ うか 。

　 E　 我 々VAN業 者 と しま して は,ア プ リケ ー シ ョ ンで 商 売 しよ うと思 って い

るわ けで す よ 。 です か ら,そ ち らに ウ エ ー トを か け ます の で,遠 近 格 差 とい うの

は余 り意 識 して な い と い うのが 実 態 なん で す 。 む し ろ料 金 全 体 が 下 が って くれ れ

ば これ は一 番 い い話 で して,そ れ が ユつ 。

　 そ れ か ら今,Hさ ん が お っ しゃ った よ うに,一 体 電 電 はい つ ご ろ に な った ら料

金 を下 げ た り,新 しい 回線 サ ー ビス を つ く った りす るのか と い うこ と を,も うち

ょ っ と事 前 に き ちん と計 画 を発表 して くれ 。 これ は経 団 連 で 我 々 言 って い る わ け

です 。 で す か ら,そ うい うこ とを ち ゃん と こ こへ入 れ て いた だけ ば い いん じ ゃ な
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いか と思 い ます 。

　 B　 数 字 を ひ とつ 申 し上 げ ます と,58年 度 の デ ー タ通 信 の:#で,回 線 サ ー ビス

の 公社 さん の 売 り上 げ に 当 た る もの が1,400億 円 弱 で ご ざ い ま して,そ れ に 対 し

て原 価 が700億 余 で,い わゆ る収 支 率 が63%,で す か ら37%も うか って い ら っ し

ゃ るわ け で あ ります か ら,十 分 その 余 裕 は あ る は ず で ご ざ い ます 。

　 念 の た め に,御 参 考 に その1,380億 の 回線 サ ー ビス収 入 の うち,内 部 勘 定 つ ま

り設 備 サ ー ビス,各 種 サ ー ビス等 を集 め た もの に 対 す る回線 料 が140億 で す 。 と

い うこ と は,公 社 さん の 場合 に は ち ょ っ と特 殊 で ご ざい ます け れ ど も,設 備 サ ー

ビスの 方 が 赤 字 です か ら,収 入 が1,360億 あ って,そ れからコス トが1,500幾 ら,そ れ

で コ ス トに対 す る回線 費 用 が業 者 と して ユO.1%と い う こ とに な ります 。

　 民 間 の方 のオ ンラインサー ビス の と こ ろだ け抜 き 出 した 集 計 がIPAか ら出 て い

ます 。 そ の場 合,民 間 の 場 合 に は4%弱 で す 。 なぜ か と い うと,明 らか に 公社 さ

ん の場 合 に は ま さに メ ッセ ー ジ交 換 が 自 由 にで き た。 特 に銀行 シス テ ムが大 きい

です ね 。 です か ら,回 線 費 用 の比 率 が 大 き い。 です か ら,来 年4月 以 降 は,民 間

業 者 の方 の コス トに 占め る回 線 の 費 用 の 比 率 も当然 上 が って くる だ ろ う。

　 大 体,数 字 は 現 状 で は そ うい う こ と です 。

　 A　 今 ま で の 議 論 は,公 社 と い うも の を前 提 に して の第 二 種 業 者 と して の 問 題

点 で あ った と思 うの で す けれ ど も,新 しい第 一 種 の 問題,今 の公 社 の料 金 体 系 で

は遠 近格 差 が 縮 ま る と い う中 で,一 体 進 出 に対 して ど う影 響 を及 ぼす か と い う こ

と と,そ れ か ら最 末 端 の ユ ー ザ ー に対 して ど う だ とい う こ と と,そ の2つ の観 点

が ま だ議 論 が 十 分 され て い ませ ん で した け れ ど も,1さ ん ち ょ っと そ の辺 に触 れ

て いた だ け ませ んか 。

　 1　 先 ほ ど の接 続 料 の 問題 に絡 む の で す けれ ど も,結 局 長 距 離 を下 げ る とい う

こ と に な る と,ど う した って そ の見 返 り と して市 内料 金 を上 げ て く る,そ うい う

こと なん で,そ れ は や は り納 得 の い く接 続 料 で そ の 辺 を バ ラ ンス を と ら なけ れ ば

い け な い と い う こ とな ん です 。 しか もユ ーザ ー に負 担 を か け ない とい うこ とで す。

　 A　 た だ,新 しい第 一 種 業 者 と して 進 出 され る と こ ろ は,こ れ まで や って い ら
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　 　 　 '

っ しゃ る新 電 電 の遠 距 離 の 料 金 が 下 が る と な ると,コ ンペ テ ィ シ ョンの条 件 と し

て は悪 い です ね 。

　 1　 そ うです ね 。 同 じよ うに や らなけ れ ば な らな い か ら,商 売 は非 常 に や りに

くい 。

　 A　 そ こへ 持 って きて 接 続 の チ ャー ジ とい う こ とが 絡ん で くる,こ うい う こ と

に な ります ね 。

　 それ で は,こ の 問 題 は,こ こ ら辺 の と ころ を付 記 す る とい う こと で よ ろ しゅ う

ご ざ い ます か 。

　 ⑨ 新NTTの 事 業 範 囲

　 A　 次 に,9番,新 電 電 の事 業 の 範 囲 と い うこ とで,新NTTに,法 文 上,事

業 を 制 限 す る規定 は あ りま せ ん。 新 聞 記 事 によ って も,通 信 機 器 の 製 造 を除 くあ

らゆ る分 野 へ の進 出意 欲 が 伝 え られ る。 それ は 巨大 な新 コ ンツ ェル ンの 形 成 につ

な が るの じ ゃな い か と い う ことで,新 電 電 の 業務 範 囲 が ど うあ るべ きか と い う議

論 で ご ざ い ま す 。

　 まず,新 電 電 が 有 利 なの か,有 利 で な いの か とい うの は,私 は 当 然 有 利 だ。 皆

さん もそ うい うふ うにむ しろ そ っちの方 の心 配を書 いて お られ ます 。

　 この 間 の 日経 ビ ジネ スで は パむ しろ体 質 上 民 間 に新 しい電 電 が対 抗 で き るの か

と い う観 点 か ら特 集 され て お りま した 。 しか し,そ うい う企 業 体 質 や社 風 の 問 題

は,き ょ うは お いて お いた方 が い い ん じ ゃな いか と思 うの です 。

　 新電 電 は,事 業の制 限が ない。 つまり,第 一種業者 は第二種の業務 を何 で もでき ると

いうことです し,Eさ ん のお話 だ と,新 電 電 の第 二 電 電 が あ って ,そ れ か ら新 し く

進 出す る も う ユっ の 第 一 種 が 出て くる と い うふ うな 形 にな って ま い ります と,新

電 電 を考 え た場 合 に,第 二 種 の業 者 よ り も,既 に第 二 種業 務 を デ本 と い う形 で お

持 ちだ と い う こ と も あ る し,設 備 や 技術 を持 って い ら っしゃ る と い うこ と も あ る

の で,ど の 点 か ら見 て も有 利 で あ る 。

　 そ れ か ら先 ほ ど来 の 議 論 の よ うに,遠 近 格 差 の こ とだ とか あ るい は電 波 の チ ャ
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ンネル の 問 題 だ とか い ろ い ろ な条 件 か ら して も,.当 然 新 し く進 出 され る第 一 種業

者 よ り も有 利 で す 。 さ らに現 在 で は ま だ電 電 公 社 の業 務 は法 定 と い う枠 が あ るの

で す が,新 電 電 に な る と,.そ れ が な くな るの で,現 電 電 よ り も新 電 電 の方 が さ ら

に有 利 に な るの じゃ ない か,普 通 図 式 的 にい うとそ うな るの じ ゃな い か と思 い ま

す け れ ど も,そ うい った 中 で そ うい う議 論 が 成 り立 つ の か 成 り立 た ない の か を含

め ま して,こ れ は 皆 さん か ら御 意 見 を い た だ き ま し ょ うか 。

　 それ で は,Dさ ん の方 か ら… … 。

　 D　 私 の と ころ は ユ ーザ ーの 立 場 で ご ざい ます の で,ど ん どん や って くだ さ い。

　 A　 コ ンペ テ ィ シ ョン は幾 らあ って もい いか ら,末 端 ユ ーザ ー と して は,い い

もの が 安 けれ ば い い。　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 tt　　 　 　 　 l

　 D'そ うです 。

　 L　 私 も,大 き くて い ろい ろ な意 味 で有 利 だ とい うの は,現 有 設 備 が あ る こ と

です し,技 術 もあ る し,絶 対 的 に有 利 だ ろ う と思 うの です 。 そ れ で競 争 原 理 が う

ま く働 け ば,我 々 ユ ー ザ ー と して は,安 い と こ ろを 選 ん で 回 線 を 借 りて い け ば い

い こ とで あ って,ど ん ど ん競 争 を激 し く して も ら って,値 崩 れ す るの を 望 ん で い

る と い うど こ ろで す が,法 律 を わ ざ わ ざ 改正 して 競 合 体 制 をつ くろ う と い うの が

大 き な 目的 だ ろ うと思 うの で,余 り片 方 に有 利 過 ぎ る と,せ っか く こ うい うふ う

に した こと が 結局 自然 陶 汰 され ち ゃ って,巨 大 な もの だ け しか残 ら なか った と い

う結果 に な ら ない よ う な歯 ど め を何 か 考 えて いか なけ れ ば い け ない の じゃ ない か 。

そ うな る と,業 務 的 な内 容 に つ いて 余 り制 限 を加 え る よ りは,何 か 別 の 例 え ば 独

禁 法 の よ うな も のが 作 用 して何 とかその辺が いけな いのか な という感 じで いるのです。

せ っか く こ うい うよ うな形 に した こ とが 無 に な らな い よ うに して も らい た い と い

うのが,私 の意 見 です 。

　 H　 私 も,基 本 的 に は や は り新 しい電 電 が 有 利 だ と考 え るの で す けれ ど も,特

に電 電 公社 さん の デ本 とか そ の あ た りは,今 まで の 電 話 の収 益 を大 分 注 ぎ込 ん で

い ます 。 そ の 辺 は私 もち ょ っ と書 い て お き ま した けれ ど も,こ うい うサ ー ビス は,

特 に民 間 の発 展 を 阻害 して い る。 この 辺 は,今 独禁 法 だ け で は コ ン トロ ール しに

一62一



くい の じゃ ない か 。民 間 の 発 展 に悪 影 響 の あ るよ うな ことに っ いて は,こ れ か ら

相 当押 さえ て い く必 要 が あ るの じゃ な いか と考 えま すO

　 A　 い い方 法 が ご ざ い ます か 。

　 H　 い や,ど う も…… 。

　 J　 私 の場 合 は,投 資 活 動 をや る と い う こ とにつ いて はい い と思 うの で す けれ

ど も,た だ,無 制 限 と い うこ と には や は り いろ い ろ問 題 が あ るで し ょ うか ら,よ

く言 われ て い る よ うな内 部 補 助 の 禁止 とか,そ うい う点 は最 低 か けて い くべ き じ

ゃ な いか と思 い ます 。

　 K　 私 は,や は り資本 の 大 き い企 業 は 多少 のハ ンデ を 負 って も らわ なけ れ ば い

け な い と思 い ます 。 政府 の 指 導力 が ど こま で発 揮 で き るか。 ぜ ひ 指導 力 を発 揮 し

て も らわ な けれ ば いか ぬ だ ろ う。 た だ,新 電 電 に した のが,公 正 競 争 原 理 の導 入

と い う ことで あ った とす れ ば,本 当 に公 正競 争 が で き ると い う何 か し っか り した

もの を 持 って いて も らわ な い と,困 る と思 い ますCこ の間 公 取 の話 を 聞 き ま した

が,公 取 で は 情 報産 業 の研 究 は これ か らだ とお っ しゃっていま した。 とす ると,当

面 は 政 府 の 指 導 力 しか な い と思 い ます 。

　 A　 既成 事 実 の方 が先 に で き ち ゃ う。

　 1　 具体 的 には,新 電 電 は何 年 間 これ をや って は い け ない と い う こと と,あ と

は分 野 別 の 独立 採 算 制 と い う もの しか な いよ うな気 が す るの で す 。 た だ,や り過

ぎ ます と,逆 差 別 とい うこ と に な りま す か ら,実 際 にで きる か,何 らか の 歯 ど め

と い うの は必 要 だ ろ うと思 い ます 。

　 A　 それ に つ き ま して は,現 在 の デ 本 の仕 事,設 備 サ ー ビス は 暗黙 の1つ の 枠

み た い な もの が あ って,公 共 の サ ー ビス 又 は民 間 でで き な い サ ー ビス を や るの だ。

この2つ に 限定 して い くとい うふ うな ことで何 年 か前 にお っ しゃ って い ま したね 。

と ころ が,私 は,公 共 の サ ー ビスへ も民 間 が 進 出 して い ただ か ない と困 る と思 う

の で す 。 そ こで,お っ し ゃる よ うに,ハ ンデ ィキ ャ ップが 現 実 的 に あ るの か ど う

か 。 これ は営 業 的 な要 素 の外 にい わ ゆ る政 治 的 な もの と絡 ん で くる と,よ け い し

ん ど い気 が す るの で す 。
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　 G　 や は り何 らか の 歯 どめ は ぜ ひ必要 だ と思 うの で す が,具 体 的 に ど うい う法

律 で 絡 め るか とい うの は,ち ょ っとわ か らな いの で す 。 結 局,今 回 の 改正 の趣 旨

で あ る競争 原 理 が働 くよ うな環 境 を つ く って いか な けれ ば な ら ない と思 うの で す 。

　 例 え ば,卑 近 な話 で す が,こ の 間 の 世 田谷 の 火 事 なん か は,や は り独 占 の 弊 害

が 出 た 結果 我 々 が 迷 惑 を こ うむ って,立 ち直 りが 早 い と い って も,公 社 さん の ペ

ー スで しか な らなか ったわ けで す か ら ,と にか く独 占 と い うの はあ れ で 痛 い ほ ど

身 に しみ て い ます か ら,競 争 の 原 理 が うま く働 くよ うな歯 どめ と い うの は,具 体

的 に ち ょ っと提 案 で き ませ ん けれ ど も,ぜ ひ と も何 か 考 え なければ いかぬな という

ふ うに思 い ます 。

　 A　 Eさ ん,何 か い い ア イデ ィア が あ りま す か 。

　 E　 要 す るに,新 しい 法律 で,分 割 とか 新 分 野 進 出 の 規 制 を盛 り込 ま なか った

のは失 敗 で あ るな ん て書 いて あ りま す が,だ だ,私 は一 言 申 し上 げ て お き た い の

は,新 電 電 と い うと こ ろ に事 業 の制 限 と い うの は あ る けれ ど も,今 既 に電 電 は動

いて い ま す の は,電 電 関 連 の子 会 社 なん で す 。 そ うい う子 会 社 が どん どん で きて

くるは ず なん で す 。 そ れ か ら既 に あ る電 電 の 子 会 社,ポ ケベ ル とか 自動 車 電 話 と

か 船電 話 とか あ り ます 。 あ あ い うの が 業 務 を どん ど ん拡 大 す るの で す 。例 え ば ポ

ケベ ル 会 社 のVAN進 出 とい うの が あ る の です 。 です か ら,通 信 産 業 は依 然 と し

て電 電 グル ー プが リー ドして い る の です 。電 電 もそ うだ け れ ど も,電 電 関 連 グ ル

ー プ ,い ろ い ろ な関 係 会 社,そ れ が ば っ と出 て くる と思 うの です 。 それ に対 応 し

て の民 間 と い う こ とを考 え るべ き じ ゃ ない か と思 うの で す 。単 に電 電 だ け で は な

くて,電 電 関連 会 社,そ れ を十 分 考 え な けれ ば い か ぬ と思 うの です 。

　 しか し,・さ り とて 民 間 ど うす るの だ と言 わ れ た ら,ど う して い い か わ か ら ない

けれ ど も,た だ,技 術 移 転 とか 要 員 の 派 遣 とか い ろい ろ な具体 的 な と ころ を並 べ

て,そ れ で ぜ ひ国 の 強 力 な指 導 力 と い い ます か,そ うい う もの を 発 揮 して ほ しい。

今 まで の と こ ろで ず っと行 き ます と,民 間 が で き るの は,サ ラ金 とか パ チ ン コと

か ボ ウ リン グ とか ゴル フ場 とか,命 に関 係 して な い よ うな と ころ,要 す る に 公社

の や ら ない と ころ と い う ことで,民 間 が で き な い よ うな と ころ を公 社 が お や りに
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な って,民 間 の で きる と ころ もお や りに な るわ け で し ょ う。 我 々 は 公社 が や ら な

い と ころ とい う と,そ ん な と ころ なん で す 。現 実 は,公 共 性 とお っ しゃ る と こ ろ

に我 々 は既 に入 って い ます 。 も うい ろい ろ な地方 自治 体 一 緒 に な りま して,民 間

が 現在 入 って い る。

　 いず れ に しま して も,や は り この ま ま です と,ど ん どん 大 き くな って い くの じ

ゃ ないか 。 電 電 だ け だ った らま だ しも,電 電 関 連 会 社 とい うの が,民 間 の名 の も

と に,実 は電 電 の子 会 社 だ。

　 A　 ここ に書 いて あ り ます けれ ど も,通 信 機 器 の 製 造 だ って,子 会 社 も し くは

そ の孫 会 社 が や って,そ れ で そ の本 体 が 売 り込 み に一 生 懸命 に な って い ら っし ゃ

る。

　 E　 今 度 また新 しい会 社 が4月 か らで きて,一 生 懸 命 端末 の 販 売 を や ります 。

あれ なん か もそ うで す ね 。 しょ うが な いの で す けれ ど も,し か しと い うと こ ろ で

す ね 。 そ ん な感 じで す 。

　 C　 私 は,皆 さん の 御意 見 の あ った中 で,独 禁 政 策 と内部 相 互 補 助,要 す る に

公 社 さん が お や りに な る こ とに対 して い ろ い ろ な子 会 社 を通 じて で も何 で もい い

の です け れ ど も,内 部 相 互 補 助 を厳 密 に監 視 して い か なけれ ば い け な いの じ ゃな

いか と考 え ます 。例 え ば先 ほ どお 話 が 出 ま したDDXの 場 合 ,DDXの ど こか の

分 が既 存 の市 内回 線 の分 か ら内 部 補 助 され て い る と考 え な けれ ば お か しい と思 う

の です 。 既 に フ ィ ック ス され て い る部分 が,知 らな い 間 に他 の サ ー ビス に利 用 さ

れ て い る こ と は,大 い に あ るん だ ろ う と思 う。 これ は見 過 しが ち です け れ ど も,

内部 補 助 と い うの はや は り シ ッカ リ見 て お く必 要 が あ るの じ ゃな いか 。

　 それ か ら独 禁 政策 と い うこ とに対 して 悲 観 的 な御 意 見 が あ りま した けれ ど も,

や は り強化 して い く以 外 に方 法 は な い と思 うの で す 。アメ リカで はatiti-tust　l　aw

とい うのがあ って,こ れは非常 に独 自なシステ ムであ るのですが,世 界 に類 を見 な い形

で発達 してきて お り,そ れ は100年 とか200年 の長 い 間 かけて,ア メ リカ建 国以来の

自 由主 義 的 ス ピ リ ッ トで つ く られ て きた もの な の で す 。 です か ら,こ うい う伝 統

の な い わ が国 で と って つ け た よ うに電 気 通信 分 野 にaAti　-trust　l　awに 準 じた よ う な
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独 禁 政 策 を し くと い う こ とは,さ しあ た り絶 対 無 理 だ ろ う と思 い ま す 。 しか しそ

う い う こ とは今 後 十 分 注 意 して い か なけ れ ば い け な い し,後 で 法 律 が で きた こと

だ って あ るわ けで それ が 分 割 議 論 な りに発 展 して い くき っか け に もな り得 るわ け

で す か ら,や は り独 禁 問 題 は 引続 いて マ ー ク して い く必要 が あ るので は な いか と

い う感 じが いた します 。

　 A　 大 体 皆 さ ん の御 意 見 は 共 通 だ とい うふ うに理 解 しま した。

　 ⑩ 　 一 種 事 業 の事 業 範 囲

　 A　 そ れ で は最 後 に,第 一 種事 業 の 事 業範 囲,こ れ もち ょ うど今 の問 題 と裏 表

の 関 係 に な りま す の で,お1人 ず つ 御 意 見 を い た だ き た い と思 い ま す 。

　 さ っきEさ ん か ら,新 規 進 出の 一 種 業 者 は1つ に な っち ゃ う とい うお話 が あ り

ま した 。 一 応 き ょ うは一 般 論 と い う ことで お 話 しい た だ い た ら と思 い ます 。

　 新 規 事 業 者 が,さ っきの よ うな新 電 電 との コ ンペ テ ィ シ ョンの 中 で新 規事 業 に

進 出 され る とい う こ と は もと もと そ うい う趣 旨 な もの で す か ら,事 業 制 限 の必 要

は な い と い うこ と なん で す けれ ど も,そ うい う点 で は 多分 御意 見 は 変 わ らぬ と思

い ます が,状 況 が 変 わ って い る。Bさ ん,変 わ って い る状 況 と い うの を ち ょっ と

先 に説 明 して いた だ け ませ ん か 。

　 B　 臨 調 が 考 え た よ うな,あ る い は昨 年 の夏 ご ろ まで み ん なが 考 え たよ うな,

一 種 ,二 種 は ち ょ っと別 と しま して も,今 我 々が 考 え て い る よ り も も う少 し競 争

状 況 が で き るの じゃ な い か。 例 え ば,こ の1回 目は不賛成で したけれ ど も,地 方 分

割 を含 め ま して,と ころが,1年 半 ぐ らい の間 にむ しろ は っき り して い る こ とは,

今 の よ うな 日本 の 独 禁 法 が 働 き ま せ ん で し ょ う し,そ れ か ら委 員 会 が 言 って い た

機 能 分 割 も一 応 率 直 に い って 当事 者 の 間 に もま だ残 って い ます けれ ど も,現 実 化

す る こ と は相 当困 難 だ ろ う。 今,Eさ ん が お っしゃ った よ うに,グ ル ー プ と して

は どん ど ん拡 張 す る方 向 に行 くだ ろ う とい う こと。

　 そ れ か ら も う1つ は,特 に一 種 は,先 ほ ど もど な たか が お っし ゃ った よ うに,

実 はむ しろ官 的 な もの,そ れ も さ ら に合 同 して しま うよ うな状 況 で す と,競 争 条
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件 なん とい う もの は す っ飛 ん で しま うわ け です 。 そ う します と,状 況 が変 わ って

くる わ けで す か ら,制 限 の 必 要 は ない とい った もの の,い わ ゆ る第 二電 電 も実 は

非 常 に官 の 色 の 強 い一種 の よ う に な って しま うと ち ょ っとお か し くな って くる と

い う意 味 で,状 況 が 変 わ って きて い る とい う ことで す 。

　 A　 そ うい う状 況 とい う こ とで,一 言 ず つ で 結構 で ご ざ い ます が,御 意 見 を 伺

い た い と思 い ます 。

　 D　 私 は,制 限 しなけ れ ば い け ない と思 い ます が,よ くわ か らな いの で す 。

　 L　 私 は,京 セ ラだ とか 日本 テ レコ ムだ とか そ うい う もの が 独 立 して,そ れ ぞ

れ が第 二 電 電 と い い ます か,新 しい第 一 種業 者 が 幾 つ か で き る。 それ が 今 まで の

既 存 の大 き な新NTTと 競 争 を して い くとい う姿 を想 定 して い た もの で す か ら,

巨 大 な もの を2つ ぐ らい で 競 争 して い くとい う ことは 想 定 して なか った の で す 。

　 い ず れ に して も,先 ほ ど も言 い ま した よ うに,こ う い うよ うな形 に持 って い っ

た 目的 が あ るわ け です か ら,な るべ く制 限 を加 えず に 自 由 な競 争 の 中で や って い

った らい い と い う意 味 で,制 限 を置 く必 要 は な い とい うの を意 見 と して 書 い たわ

け で す が,そ うい う状 況 に な って くる と,私 も,は っき り言 って,ち ょ っとわ か

らな い とい う と ころ です 。 競 争 が吹 っ飛 ん じゃ う とい う こ とに な ります と,考 え

を 改 め な けれ ば い け な いの です が,全 然 考 え が 出 て こな い の です 。

　 A　 この第 一 種 事 業 者 と い うの は,事 業 法 の上 で は,新 電 電 で あ るか,そ れ と

も第二 電 電 で あ る か,ロ ー カ ル で あ るか と い う こ とは全 然 区 別 して な い の です ね 。

そ うい う状 況 だ と,項 目には 「制限」 と書 いてあ ります が,反 対 に,助 成 が必 要 か

ど うか とい う こと で も結構 です が。

　 H　 や は り新 電 電 以外 は き っと大 変 だ ろ うと い うこ とを前 提 に す れ ば,制 限 な

ど と い う こ とは す る必 要 は全 然 な い だ ろ うと い うふ うに 考 え ます 。 で きれ ば 今

お っし ゃ って い ま した よ うに,何 とか新 電 電 に対 抗 で き るよ うに何 らか の バ ッ ク

ア ップ をす る と い う方 がむ しろ必 要 な ん じゃ な いか と い う感 じが しま す 。

　 J　 私 も同 じ意 見 な ん です け れ ど も,要 す る に新電 電 とい うの は,例 え ば本 来

業 務 の ほ か に付 帯 業 務,目 的達 成 業 務 と,い ろ い ろお や りに な るわ け で す か ら,
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そ うい う意 味 で も また 企 業 体 力 をっ け る意 味 で もどん どん や って よ ろ しい の じ ゃ

な いか と思 うの で す 。

　 K　 私 も,第 二 電 電 が 巨大 化 した ら困 る と思 い ます 。 あ るい は 巨大 連 合 が で き

た ら困 りま す 。 そ う な った ら,新 電 電 と同 じこ と に な ります 。 そ うな る と,一 番

最 初 の 原点 に戻 ら なけ れ ば い け な いの じゃ な いか 。 公 正 な競 争 原理 とい う原 点 に

戻 って 巨大化 した ら,ハ ンデ ィをつ け な けれ ば い け な い と思 い ま す 。

　 1　 私 は,第 二,第 三,第 四 の 電 電 が で き る と い う ことで,そ うい う こと に な

った ら,結 局 供 給 過剰 に な りは しな いか とい う こ とを 心 配 した の です 。 しか し,

さ っきお っ しゃる よ う に2つ しか で き な い と い うな ら,メ リ ッ トは な くな るの じ

ゃ な いか と い う気 が します 。 今 の と ころは,ど う もわ か らない とい うと ころで す 。

　 G　 私 も,今 の段 階 の と い うか,そ うい う環 境 に な った 場合 の意 見 と い うの は

用 意 してい ませ んで したので お答えが できないのです が,巨 大な新電電 に対す る対 抗 勢

力 とい う意 味 で は,制 限 と い うの は な いの じゃ ない か 。 設 問 の第1で,サ ー ビス

内容 が は っき り しな い と い うの が あ り ま した が,そ れ が な い と議 論 の種 が な い と

は思 い ます けれ ど も,何 を や るに して も,制 限 とい うの は チ ョッ トで き な いの じ

ゃな い か な と思 い ま す 。

　 E　 こ こに書 い て あ る表 現,裏 側 か ら見 て い るよ うな感 じなん です けれ ど も,

通 信 とい うの は や は り イ ンフ ラス トラ クチ ャ ーで ご ざ い ます の で,全 く規 制 が な

くて,何 で もか ん で もで き る とい う こ とに な って き ます と,結 局 や った けれ ど も

1年 で つぶ れ ち ゃ った とか,サ ー ビスは い い と言 った けれ ど もす ご く悪 い とか,

や は り電 電 の方 が い い な,新 電 電 の方 が い い な とい うこ と に な ります と,も う全

然 意 味 が わ か らな くな っち ゃい ま す の で,セ カ ン ドパ ラ グ ラ フに あ ります よ うに,

何 か 運 用 開 始 まで の 話 を最 近 よ く言 わ れ るの です 。 そ うで な くて,運 用 開 始 後 お

客 様 に迷 惑 を か け て は な らな い 。 そ この と ころ は ば し っと した規 制 が あ る。 それ

が 例 え ば事 業 計 画 の チ ェ ックで あ り,あ る い は運 用 体 制 の チ ェ ックで あ り,メ ン

テ ナ ンス体 制 とか,サ ー ビス品 質 を ク リア に しろ とか,そ うい った い ろ い ろ な意

味 で の お 客様 に 迷 惑 を か け な い と い う原 点 での 規 制 は 絶 対 要 る と思 うの です 。 そ

一68一



'

こが も しうま く通 れ ば,そ の後 展 開 につ いて は,規 制 とい うの は む しろ 要 らな い

か な とい う気 は い た します 。

　 た だ し,入 って くる方 は 規制 は要 らな い よ と言 って お いて,電 電 に は 規 制 を か

け る とい うの はや や こ し くな って きま す の で,ち ょ っと さ っき と矛 盾 しま す け れ

ど も,国 民 に と って 利 と な るの は,や は り両方 と も除 くとい う こ とが あ る と思 い

ま す 。原 点 に 帰 る ことだ と思 い ます 。 そ の原 点 は,Kさ んが お っし ゃ った よ うに,

競 争 原 理 が 働 くと い うこ と も そ うです し,そ れ か らも う1つ は,お 客 様 に と って

ど うなん だ と い うこ とで しょ うね 。 その2つ の ポ イ ン トか ら見 て 判 断 す べ き で は

な いか な と思 い ます 。

　 C　 私 もほ ぼ 同趣 旨の こ とを書 いて お り ます け れ ど も,第 一 種電 気 通 信 事 業 者

と い うの は施 設 を持 って い るので す が,施 設 を イ ン フ ラとい うふ うに と らえ ます

と,や は り これ は 規制 と い うか,ル ール が あ りませ ん と,何 も ない状 態 で 例 え ば

施 設 を つ く りた い とい う場 合 に,逆 に物 す ご く制 約 に な るの です 。 これ は や は り

あ るル ール を 課 して も ら って あ る と,こ うい う条 件 で,こ うい うル ー ル で や るの

だ とい う ことが オ　'一プ ンに で き ます と非 常 に や りやす い。 だ か ら,例 え ば 今 のC

ATVな ん か もそ うい う イ ンフ ラ的 な要 素 を持 って い る,設 備 を持 って い る もの

で ご ざ いま す か ら,そ のCATVの 今 まで の 発 展 を妨 げ て き た もの と い うの は,

そ うい う面 で の ル ー ル が何 もな いか らで す 。何 も ない た めに,電 柱 共 架 をす る と

か 公共 の土 地 を使 う とい う とき に な って い ろ い ろ な問題 に遭 遇 して きて い る わ け

で す 。 ル ー ルが な い た め にて ん で ん バ ラバ ラ な阻 害要 因 に出 くわ して しま うと い

うのが,今 ま で の発 展 を妨 げて きた 原 因 と も言 え る く らいで ご ざい ます 。

　 第 一 種 電 気 通 信 事 業 者 と い うこ と に話 を戻 せ ば,や は りそ の 参 入 あ る い は発 展

障壁 に な らな い程 度 の ル ール 化 と い う こ とは必 要 に な るだ ろ う。 そ の ル ール 化 の

数 と い うの は,恐 ら く現 在 の 有 線 テ レビ ジ ョ ン放 送 だ とか有 線 電 気 通 信 法 で定 め

て い る もの に 比 べれ ば,ア イ テ ム と して は物 す ご くふ えて くる。 そ うい う ア イ テ

ムが ふ え る こ とが,規 制 強 化 で あ って,デ レギ ュ レー シ ョンの傾 向 に反 す る と い

う誤解 を ま ず解 か な い と,と に か く何 もな い フ リー な もの とい うの は,私 は 実 は
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幻 想 じゃ な いか な と 思 うわ けで す 。 我 々10何 年 や って きま して,そ うい う こと を

実 感 と して 痛感 して お る と い うこ と を 申 し上 げ て お きた い と思 い ます 。

　 A　 あ りが と う ご ざ い ま した。

　 以 上 で,一 応 全 部 の 項 目を終 え ま した。 最後 に ひ とっ ま とめ方 の 問題 を御 相 談

した い の で す が,こ れ は や は り報 告 書 の形 に ま とめ られ ま す か 。

　 B　 は い。

　 A　 そ う します と,ま とめ方 です が,実 は き ょうの 私 の 運 び方 が,皆 さん か ら

御 提 出 い た だ いた ア ンケ ー トを1つ1つ た ど って い くや り方 を して お りま せ ん の

で,報 告 書 と して は,ア ンケ ー トを つ け る と い うこ とで は な しに,き ょ うの話 の

運 び の 中 で各 人 御 発 言 して い ら っし ゃ ると ころ,あ る いは 項 目に よ って は 御発 言

を願 わ な か った方 もあ るの じゃな い か と思 い ます けれ ど も,速 記 を と って いた だ

いて お ります か ら,ア ンケ ー トの 中 に お書 き に な って いて,き ょ う御 発 言 の なか

った と ころ も一 緒 につ け加 え て い た だ いた らど うか 。 それ で ア ンケ ー ト自体 は 報

告 書 の 中 に は全 然 載 せ ない とい う方 向 で ま と め させ て い た だ いた らど うか と思 い

ます 。 そ うで な い と,ち ょ っと発 言 者 に ア ンバ ラ ンスが 生 ず るの で は な いか と思

い ます 。 それ か らア ンケ ー ト自体 も,十 分 意 を尽 く して な い。 非 常 に短 い時 間 で

さ っと書 い て メ モ的 に 出 して い た だ い た もの です か ら,そ うい うよ うな ま とめ 方

に させ て い た だ い て よ ろ しゅ うご ざい ま しょ うか。

　 それ か らも う1つ,そ れ ぞ れ の 項 目の 中 で皆 様 の御 意 見 で,か な り要 望 な りあ

る い は 提言 とい うふ う なお 話 が 出 て きて お ります けれ ど も,そ れ らの もの を抽 出

して ま とめ て,も う一 遍 この会 議 を 開 いて い た だ くか ど うか,何 らか の作 業 を し

て そ うい った もの を つ くるか ど うか と い う ことに つ い て の 御意 見 を いた だ きた い

の で す 。

　 これ は一 応 本 委 員会 に出 す と い う こと に な ります ね 。

　 B　 そ こは 本委 員 会 の御 判 断 に お任 せ願 って,も し本 委 員 会 の 方 で必 要 あ り と

思 え ば,お 集 ま り願 うか あ る い は書 面 の 連 絡 を させて い た だ き ま して,全 項 目に

は な らな い と思 いま す け れ ど も,と りあえ ず 必 要 な法 律 が年 内 に は通 るで しょ う

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一70一



か ら,例 え ば今 の 二種 の切 り分 け なん と い うの は急 が な い と間 に合 わ な いわ け で

ご ざ いま す。 この報 告書 は3月 か4月 にゆ っ く り出て くるわ けで す か ら,そ こ ら

辺 の 判 断 は本 委 員 会 へ 御 一 任 願 った らいか が か とい うの が お願 いで ご ざ いま す 。

一も ち ろん黙 って は いた しませ ん。本 委 員会 の もと で若 干 作 業 を しま して,改 め

て お 集 ま り願 うか 文 書 の 連 絡 で御 了 解 い た だ くか と い う こと は,あ らか じめ 御 了

承 いた だ き た い と思 い ます'。

　 A　 そ う します と,き ょ うの 御 発 言 の 中 で重 要 と思 わ れ る よ うな もの を 整 理 し

て,そ して それ を皆 さん の 御 了 承 の も とに と りあ えず 本 委 員会 に 出 す と い う こ と

で す ね 。

　 B　 それ と,き ょ うの 記 録 は記 録 と して 出 させ て い た だ きた い と思 い ま す が,

委 員会 に諮 って,完 全 に チ ェ ック して い た だ い た上 で 発 表 い た した い と思 って お

りま す 。

　 A　 そ うい う形 で と りあ え ず き ょうの ま とめ だ けは 本 委 員会 に 出 して い た だ く。

そ の取 り扱 い は本 委 員会 に 任 せ る,そ うい う ことで ご ざ いま す ね 。

　 そ れ で は,報 告書 の件 と,本 委 員会 に対 す る取 り扱 いは そ うい う形 で や ら して

い た だ き たい と思 います 。

　 あ と10分 ほ ど ご ざい ま す が,御 意見 ご ざ い ます か 。

　 C　 先 ほ ど接続 義 務 の こ とを 申 し上 げ ま した けれ ど も,第52条 に 「自営 電 気 通

信 設 備 の 接 続 」 とい うの が ご ざい ます の で,ち ょ っと補 足 させ て い た だ きま す 。

　 これ は第1項,第2項 あ りま して,第1項 は1.2と2つ に分 か れ て お りま して,

技 術 基 準 に合 わ な い場 合 で あ る とか,そ れ か らつ な ぐ相 手方 が 郵 政 大 臣 の 認 定 を

受 けて い な い場 合 だ とか を除 いて は,そ の請 求 一 請 求 と い うの は,接 続 の 請 求

で ご ざ い ます け れ ど も,「 その 請 求 を 拒 む ことが で き な い。」と い うふ うに な って

お ります 。

　 ち ょ っと横 道 に な りま す け れ ど も,こ の 問題 を と らえ て,CATVの 施 設 とゲ

ー トウ ェを介 して外 部 回線 と ど う接続 す るか と い う ことが 問題 に な
って い ま して,

パ ソ コ ン通 信 につ い て セ ッ シ ョン レイヤまで 一 応 標 準 化 され て き ま した の で
,こ う
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した動 き を受 け て検 討 して み よ う と い うこ とで ワ ー ク して い ると い うこ とで ござ い

ます 。

　 そ の過 程 で 出て き て い る感 じを 申 します と,第 二 種 の切 り分 けに つ いて は,ど

うや ら事 業 と して 提 供 す るか しない か と い う こと で分 け るよ うな雰 囲気 で ご ざ い

ます 。500回 線 相 当 と い うお 話 が あ りま したが,例 え ば全 国 に線 を 借 りて 展 開 さ

れ て い る事 業 者 の どの 部 分 を 指 して500な の か 。 出線,入 線 もあ るわ け で ご ざ い

ま す の で.そ の辺 も技 術 的 に はナ ンセ ンス な議 論 じ ゃな い か と い う気 が して い ま

す 。

　 A　 セ ン ター の コ ン ピ ュー タ につ ない だ か ら1つ な の か.そ の端 末 が499あ る

か ら499と して や るの か 。

　 C　 そ うい う こ とで す ね 。 それ が 出線 と入 線 の関 係 に な ります か ら.そ の辺 を

考 え ます と,や は り物 理 的 に 回線 相 当数 とい うの は チ ョッ トな いの じゃ ない か な

とい う個人 的 な感 じが して お ります 。

　 A　 そ うです ね 。 そ うい う1,200bps換 算 とい う こ とで す け れ ど も,そ れ も非 常

に物 理 的 な表 現 だ か ら… … 。

　 そ れ で は.長 時 間 あ りが と うご ざ いま した 。
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資　料　 5

(財)経 済団体連合会 「電気通信事業

法等に係わる政省令の策定な らびに今

後の制度運用に望む」(昭 和60年2月)



、



電気通信事業法等 に係わる政省令の

策定な らびに今後の制度運用 に望む

昭和60年2月26日

課　経済団体連合会

1.通 信回線利用の自由化 と公正かつ有効な競争条件の整備

(1)電 気通信事業法等のいわゆる電電改革関連三法が本年4月1日 を以て施行され,こ れに伴

　　ってわが国の電気通信 は約百年続いた独占体制から競争の時代へと様変わりし,ま た,通 信

　 回線利用も大幅に自由化されることになる。国際競争下にあるわが国産業としては,高 度情

　 報化時代を迎えて,通 信ユーザーの立場から,良 質かっ低廉で多彩な通信サービスが タイミ

　　ング良 く提供 されることを強 く望んでおり,産 業分野を中心 としたネットワーク化を推進す

　　る上から今次改革に期待するところは大きい。今回の改革を真に意味あ らしめる見地から,

　 回線利用の自由化の徹底と通信分野における公正かっ有効な競争条件の整備とによる民間活

　 力の発揮こそ今後の通信政策の重要課題である。

{2)昭 和57年7月 の臨調基本答申は,民 営化によって電電公社を十分な当事者能力を持ち,徹

　 底的に合理化された経営体 とすることと同時に,競 争導入による独占の弊害の除去と,分 割

　 による新電電会社の規模の適正化とを提言 している。今次改革では分割は当面見送られ,ま

　 た,事 業法上,新 電電会社 と新規参入者とは全く対等に位置づけられているが,新 電電会社

　 は初めから全国ネ ットワークを保有 し,か っ,電 波の優先割当を受けている等,新 規参入者

　 より有利な面があり,新 制度移行後も当分の間,新 電電会社の独占的地位は存続することと

　 なろう。このため,制 度上は競争が導入されても,新 電電会社 と新規参入者との公正な競争

　 条件が整備されなければ,新 規参入は名目的なものにとどまり,実 質的に今次改革は巨大な

　 新電電会社の出現を生み出したにすぎないことにもなりかねない。加えて新電電会社にっい

　 ては付帯業務についても自由とされた結果,そ の強大な資金力と技術力をもって新規分野に

　 進出 し,既 存の民間企業を圧迫する事態 も十分考えられる。他方,通 信回線の利用の自由化

　 にっいては,新 電電会社の契約約款の内容如何によっては引続き利用を制限される可能性を

　 残 している。

　　 翻 って,通 信分野に競争を導入 して長 い経験を有する米国の動向をみると.回 線利用の自

　 由化を徹底させる一方,支 配的地位にあるAT&Tに 対 して厳 しい制約を課すことによって

　 新規参入の促進を図 ってきており,自 由な回線利用の保証 と有効な競争 とを通 じて国全体 と

　　しての通信 コス トの削減,電 気通信の高度化を図り,通 信 ユーザーの利益の実現に努めてい
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　る点はわが国としても参考にする必要がある。　　　　　　　　　　　 ,

(3)こ の点に関 し,当 会は,既 に昭和58年10月 の 「今後の通信 ネットワークのあり方と電電公

　社の経営形態に関する見解 」において,通 信回線利用の自由化を求めるとともに,新 電電会

　社にっいては通信回線の提供業務に徹 し,デ ータ通信設備サービス等の部門の分離を行なう

　必要があること,お よび,通 信分野への競争導入に当たっては公正かっ有効な競争を確保す

　るための措置が必要であり.特 に料金決定にっいて慎重な検討が必要であることを指摘 した。

　また,59年3月 の 「電気通信法制度改革に関する見解」においても,許 可制,届 け出制等に

　っいてはできるだけ自由な制度とすること,'新電電会社と新規参入者との規模の違いをも考

　慮 し,新 電電会社による内部相互補助の禁止,研 究成果の公開等,公 正な競争が成り立った

　めの措置を講ずる必要があること,新 電電会社による投資が自由とされる結果,進 出分野あ

　 るいは進出の態様によっては問題を生じる恐れもあるので慎重な対応が望まれること等を指

　摘 した。

　　電気通信事業法等に係わる関連政省令の策定な らびに新制度の運用に当たっては,上 に指

　摘 した諸点を踏まえて,回 線利用自由化の徹底と有効な競争状態の早期醸成とを基本 とし,

　現実に新規参入が可能 となるよ う電波の割当等の措置を講ずるとともに,新 電電会社が新規

　参入を阻害 したり,或 いは新規参入者を実質的に支配下に置いたり,既 存の民間企業を圧迫

　 するようなことが生 じないよう十分配慮する必要がある。

　　 なお,従 来,公 的独 占下にあ った事業が全面的に自由化 された場合の独禁政策のあり方に

　 ついては,わ が国 として未だ経験がないが,通 信分野におけるユーザー ・ニーズの充足と新

　規参入促進の見地から,独 禁法の適切な運用が望まれる。

2.関 連政省令ならびに制度運用に係わる要望

　　現在,政 府部内において政省令を策定中であるが,政 省令案や契約約款認可方針等を一刻 も

早 く公表 し,関 係方面の意見を十分徴すべきである。さしあたり,現 時点で気のっいた基本的

事項について,以 下の通 り要望する。

〈1}第 一種電気通信事業関連

　　①　電気通信事業法第9条 に基づ く事業許可に際 し新規参入者に対 して参入の初期段階から

　　　多ルー ト化を要求することは,新 規参入者 にとって過大な負担 となり,実 質的に新規参

　　　入を制限することに繋 がりかねない。電電公社の電話網全国敷設 に戦後長期間を要 した事

　　　実に鑑み,新 規参入者に最初から過大な義務付けを行うべきではない。

　　②　事業法第9条 に基づ く第一種電気通信事業に係わる許可,同 第14条 に基づ く軽微な変更

　　　の許可ならびに同第31条 に基づ く契約約款の認可等については,行 政改革の趣旨に沿 って,

　　　極力.提 出書類,手 続き等の簡素化を図るべきである。その際,許 認可事項範囲,手 続 き
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　　等の運用に際 して,支 配的立場にある事業者 とそうでない事業者とで扱いを区別 している

　　米国のケースが参考 となろう。

　③ 新規参入者の ネットワークを利用する場合,当 面,ダ イヤル桁数が多 くなる,サ ービス

　　地域が限定 される等,新 電電会社を利用する場合 と比べて不利となる可能性が大 きいとこ

　　ろから,顧 客の獲得に当たって,料 金水準の決め方如何が一つの大きなポイントとなる。こ

　　のため,契 約約款の認可に当たっては,新 規参入者にとって裁量の余地のある料金設定を

　　認める必要がある。

　　　 また,新 電電会社 と新規参入者の網に対するユーザーか らのイコール ・アクセスを実現

　　するための方策について今後検討する必要がある。なお,網 間接続の接続料については,

　　設備使用料のみとすべきである。この点は,第 二種事業についても同様である。

　④　新電電会社による内部相互補助の防止にっいては事業法第33条 の会計整理の規定のみで

　　あるが,同 条の適切な運用に加えて,デ ータ通信設備サービス等の部門の分離を進めると

　　 ともに,機 器製造分野への進出は,当 分の間,行 なわないことが望まれ る。

　⑤　第一種事業者,特 に新電電会社と第二種事業者のあり方に関 し,第 一種事業者が自ら高

　　度サービスを行なう場合,料 金,サ ービス品質等の回線提供条件において,第 一種事業者の

　　自己使用と比べて第二種事業者が不利とな らないよう措置する必要がある(例 えば,PBX

　　の ダイヤルイン・サービスの提供,DDKパ ケット交換網と電話網との接続 サービス等)。

　⑥　事業法第43条 に基づ く事業用設備の管理規定,同 第44条 に基づく電気通信技術者の選任

　　に関 しても,新 規参入者に過大な負担とならないようにすべきである。

　⑦　事業法第90条 に基づ く適用除外となる小規模の設備については,回 線延長距離等により

　　具体的な数字を もって定めるべきである。

　⑧ 新電電会社の契約約款において専用線の単純再販売についてはこれを制限できることに

　　なっているが,こ れは今回の通信自由化の意義を大きく損なう恐れがあり,ユ ーザー ・ニ

　　 ーズの充足の見地から,回 線利用の自由化を更に進めるべきである。

　　　また,新 規参入者が専用線サービスを提供する場合,当 面,ユ ーザーとのアクセス回線

　　にっいては新電電会社網を借用せざるを得ないので,そ の場合は単純再販売を認めるべき

　　である。この点にっいては,第 二種事業者がアクセス回線を借用す る場合 も同様である。

　⑨　今次改革は,国 際通信分野にも競争を導入することとしており,現 実に新規参入ができ

　　るだけ早 く可能となるよう国が積極的に対外調整に当たる必要がある。

　⑩　 このほか,自 動車電話,ポ ケットベル ・サービス等の分野についても,現 実に新規参入

　　が可能となるよう措置する必要がある。

②　第二種電気通信事業関連

　①　事業法第22条 に基づ く一般第二種事業に係わる届け出,同 第24条 に基づ く特別第二種事
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　　業に係わる登録,同 第27条 に基づ く変更登録ならびに同第31条 に基づく特別第二種に係わ

　　る契約約款の届け出等に関 しても,極 力,簡 素化を図るべきである。

　②　国際通信を扱 う特別第二種事業にっいては,国 際勧告上の制約があるが,専 用線を利用

　　 した新規参入が可能 となるよう,国 として早急に取 り組む必要がある。

　③　事業法第93条 に基づく第二種事業に関する関係行政機関との協議にっいては,円 滑かつ

　　迅速な対応を要望す る。

③　技術基準関連

　①　事業法第41条 に基づ く電気通信事業用設備の技術基準,な らびに同第49条 に基づく端末

　　設備の接続の技術基準に関連 して,従 来の技術基準はサービスの種別および端末の種別毎

　　にそれぞれ定め られていたが,こ れ らをネットワーク毎に一元化することが望ましい。ま

　　た,技 術基準の設定に際 しては,国 際的な勧告 ・規格,国 民生活への普及度,技 術的成熟

　　度等を考慮 しっっ,必 要最小限とすべきである。

　　　技術基準適合認定にっいては,諸 外国の不必要な誤解を招かぬ様,明 確化,簡 素化を図

　　るとともに,指 定認定機関は厳正中立なものとすべきである。

　 ②　事業法第52条 に基づ く自営電気通信設備との接続の技術基準にっいても,必 要最小限と

　　すべきである。

　 ③　第一種通信事業者,特 に新電電会社の作成する技術的条件 にっいては,実 施前にこれを

　　開示 し,他 の通信事業者や機器メーカー等が十分対応できるよう措置する必要がある。

(4)そ の他

　 ①　上記以外にも新制度の実施に当り,様 々な問題が予想されるので,新 制度の運用に当た

　　 っては通信ユーザーとしての産業界の意見を十分反映できるよう配慮されたい。

　 ②　許可,登 録,届 け出等の許認可事項にっいては,手 続きの簡素化ならびに処理の迅速化

　　 を旨とすべきである。

3.新 制度を真に意味あらしめるために

(1)今 次改革により,通 信回線利用の自由化,電 電公社の民営化および通信事業への新規参入

　　が可能となるが,初 めに述べた通 り,通 信ユーザーか らみて,良 質かっ低廉で多彩な通信サ

　　ービスがタイ ミング良 く提供 される事態の出現が究極の目的である。通信ネットワークは今

　　後の高度情報化社会を支える国の重要なインフラス トラクチ ャーであり,新 制度下の複数事

　　業者体制においては,ユ ーザー ・ニーズの充足を旨として,各 ネットワーク間の相互接続や

　　システムの信頼性確保を図るとともに,競 争 と協調を通 じてわが国電気通信全体の高度化を

　　実現することが重要である。

　　　その意味で,新 電電会社にっいては,徹 底 した合理化努力によって コス トダウンを図 ると
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　 ともに,優 越的地位の濫用にならぬよう節度ある経営態度をとることが望まれる。一方,新

　規参入者にっいても民間 らしい創意工夫の発揮と自立の精神が望まれる。加えて,今 次改革

　の趣旨を体 した行政当局の適切,的 確な法律の運用が不可欠である。

②　今回の通信 自由化に際 し,自 由化された分野に各種行政が新たに介入するようなことは避

　 けるべきである。むしろ,通 信の全面自由化とこれによるネットワーク化の進展に伴い,各

　分野において様々な改革が求められており,政 府部内において十分な連絡 と調整を図 り,国

　際的にも開かれた今後の情報通信時代に相応 しい環境整備を行なうことが望 まれる。

(3)今 回の改革では,新 電電会社のあり方にっいては5年 以内に,ま た,電 気通信事業法の施

　行の状況については3年 以内にそれぞれ見直すことになっており,ユ ーザー ・ニ ーズが充足

　 されたかどうか,有 効な競争状態が出現 したかどうか,な らびに技術革新の進展に合 った体

　制 となっているかどうか等を勘案 して,所 定の期間内に見直 しを行なうべきである。

以　上
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資　 料　 6

(社)日 本情報通信振興協会 「電気通信事業法

政省令等に関する所見」　 (昭和60年3月)





昭和60年3月8日

郵政大臣

左 藤　　恵 殿

社団法人　日本情報通信振興協会

会長 志 場 喜 徳 郎

電気通信事業法政省令等に関する所見

　社団法人　日本情報通信振興協会は,我 が国電気通信分野改革の趣旨に全面的に賛成 して,電

気通信事業法の成立にいささか微力を尽 くすとともに,関 係政省令の内容に重大な関心をもって,

機会のある限り積極的に意見を述べて参りま した。その政省令案がいよいよとりまとめの段階に

入った今 日,基 本的には2月26日 付経団連要望書 「政省令の策定ならびに今後の運用に望む」に

賛同するものでありますが,特 に会員構成が電気通信利用者企業及び第二種事業志向企業を中心

とする当協会の立場か ら,同 要望書に重ねて下記に見解を述べさせていただきます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 記

1.現 在とりまとめ られっっある政 ・省令,特 に特別二種のきりわけ基準,技 術 ・設備 ・端末等

に関する各基準は,二 種事業にっいて当協会が要望 し,主 張 してきたところが十分に反映され

ており,基 本的に賛意を表明するものであ ります。

　 一般 に議論の多い一般二種,特 別二種きりわけのための設備基準も,新 規に開放された,い

わば何人にとっても未知の分野の当面の基準としては妥当と考えるものであり,当 協会が緊急

に実施 した会員調査 もこれを支持 しております。

　 一般二種にっいては実体は自由化にひとしく,特 別二種にっいての規律 も,そ の不特定多数

を対象 とす る公衆通信事業的性格から,そ の内容は必要最小限であると判断 します。

　 そもそも通信事業そのものは,一 般二種を含め規模の大小を問わず本来公共的なものであり,

利用者の信頼をかち得てこそ,は じめて成立 しうる事業でありますから,法 的自由の下におけ

る行政上の運用 も自由化の実現に徹底することを期待する反面,そ の法的自由に対応 して自主

的な二種事業の発展 と自己責任にもとつ く地位の確保のため,当 協会及び業界として自律努力

を積極展開すべきであると認識 しております。
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　なお,二 種について登録,届 け出その他に関 して省令等に定める手続きは,十 分に簡素であ

ると考えますが,運 用実績で我々の期待にこたえ,海 外の批判がいわれのないものであること

をぜひ証明 していただきたいと考えます。

2.電 気通信市場が自由化されるとはいえ,現 実的には新電電がひき続き独占的地位 ともいうべ

き強力な地位を占めるものと予想 されますが,自 由化の趣旨は新電電の自由化ではなく,新 た

　な民間活力の導入にあることにかんがみ,そ の現実を前提に公正競争確保と新規民間企業の育

成あため1ま た究極的には法改革の精神に即 しての国民利便の増進のため,格 別のご努力をた

　まわりた くお願い します。

(1)新 電電の料金政策 ・制度,回 線利用制度(共 同利用に対する制約撤廃その他),並 びに直

　接に此等を表現する利用契約約款が改革の趣旨にそうものであるように,郵 政省が強力に指

　導すること。.またその案及び方針が速やかに公けにされて大方の批判に供 されること。

②　新電電のデータ通信本部関係事業にっいては,事 業部門間の相互補助を厳禁することで足

　 りると考えるのは楽観的にすぎると判断せざるを得ず,分 離を速やかに検討すること。

(3)新 電電の新分野進出,特 に情報通信分野への進出にっいては,そ の進出自体あるいは進出

　の態様如何によっては,法 改革の趣 旨である新規参入による活性化及び公正競争の確保に重

　大な支障を招来するおそれが強いので,あ くまでも改革目的に沿 って新電電の活動を慎重か

　 つ厳重に規制する等のご配慮をいただきたいこと。

(4)特 別二種の判定上の基礎条件である 「不特定多数」対象の解釈をできるだけ明確に し,か

　っなるべく多数を例示 して理解を促進するとともに,不 特定か特定か疑わ しいときは特定と

　解する姿勢をあきらかにして,自 由化にっき未だに存在する一部の無用の誤解を とくよう一

　層努力 されたいこと。

以　上

一80一



第二種電気通信事業に関するアンケート結果

(社)'日 本 情 報 通 信 振 興『協 会

(60.3.7現 在　　集計 　送付 数271回 答数94)

1.200ビ ッ ト換 算500回 線 の規 模 に つ いて

第二種電気通信事業 への進 出計画

合　計(百 分率)
現 にもっている

将来考 えるか も

しれない
考えていない

もっと低 くすべ

きであ る*1
2 0 0 2(　 2.1%)

妥 当 で あ る 4

　 `

2 0 6(　 6.4%)

当面の基準 と し

て賛成
19 43 7 69(73.4%)

もっと高 くすべ

きであ る*2
4 2 0 6(　 6.4%)

判 断 しかね る1 4 5 2 11(11.7%)

合　　　計
(百分率)

　 33

(35.1%)

　 52

(55.3%)

　 9

(9.6%)
94(100.0%)

もっ と高 くす べ き

で あ る。

判 断 しか ね る

　 11.7%

当面の基準として賛成

も っ と低 くす べ き で あ る

妥当である

2.1%

6.4%
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(社)日 本情報通信振興協会 の概要

　 日本情報通信振興協会 は,情 報通信業,金 融業,証 券業,商 社,出 版,マ ス コミ等広範な業種を横 断 して

結成 され,情 報通信 の制度 に関す る提言,総 合的調査研究を行 うことを 目的 とする社団法人であ る。

　設 立 　昭和58年10月

　会 長 　志場喜徳郎(㈱ 市況情報 セ ンター会長)

　会員数 　　 271(昭 和60年3月1日 現在)

ア ン ケ ー ト回 答 企 業

情報通宿業(68)

　 ㈱ アイネス

　 ㈱IBS

　 伊藤萬情報 シス テム㈱

　 ㈱岩手電子計算 セ ンター

　 ㈱ イ ンテック

　 ㈱ エフ ・エム

　 ㈱MISイ ンターナシ ョナル

　 ㈱応用工学研究所

　 ㈱沖 ソフ トウェア関西

　 ㈱ カテナビジネスサ ービス

　 ㈱ カナザ ワコ ンピュ一夕サ ー ビス

　 ㈱管理工学研究所

　 協同組合ベルセ ンター

　 共同 コ ンピュータサ ービス㈱

　 共同VAN㈱

　 ㈱KIS情 報科学 研究所

　 ㈱神戸 コ ンピューターサー ビス

　 国際IBS㈱

　 ㈱ コ ンセプ トアン ドデザ イ ン

　 コ ンピューターコ ンサルタ ン ト㈱

　 コンピュータサー ビス㈱

　 ㈱市況情報 セ ンター

　 システム ・デザ イン㈱

　 ㈱ システムブ レイ ン

　 シマヅ㈱

　 ㈱ シ ャープ

　 ㈱ ジャパ ン ・フ ァシリテ ィ

　 ㈱城南 システム ビューロー

　 ㈱情報処理研究所

　 ㈱西武情報 セ ンター

　 ㈱ ゼネ ラル リサーチオブエ.レク ト

　 　 ロニ ックス

　 ㈱全高 コンピュータサー ビス

　 セ ン トラル システムズ㈱

㈱ セ ン トラル情報 セ ンター

双光 エ シックス㈱

㈱ ソフ ト技研

㈱ ダイケイ

㈱ 高崎協同計算 セ ンター

蝶理情報 システム㈱

㈱TKC

㈱TGS・C&C

東京 コンピュータ システム㈱

東京 ソフ トウェア㈱

㈱ デンサ ン

㈱電算

㈱電脳

日本IBM㈱

日本SDC㈱ .

日本NCR㈱

日本 システ ムテク ノロジー㈱

㈱ 日本電 子計算

日本 ビジネスオー トメー ション㈱

㈱BSN電 子計算 セ ンター

東中国通信 サー ビス㈱

日立情報 ネッ トワーク㈱

㈱ フジ ミック

㈱ ブ レイ ン1

㈱平和情報 センター

北海道 ビジネスオ ー トメ ーシ、ヨン㈱

三井情報開発㈱

安川情報 システム㈱

㈱山一 コ ンピュータ ・セ ンター

㈱ 山形電子計算セ ンター

ヤマ トシステム開発㈱

四 日市 データ通信 ㈱

㈱ ラテ ックス

㈱両 備 システムズ

㈱ ワンビシアーカイブズ

金融 ・証券 ・保険(13)

　アコム㈱

　大阪屋証券㈱

　岡三証券㈱

　㈱京都信用金庫

　㈱三和銀行

　㈱住友銀行

　㈱第一勧業銀行

　大同生命保険相互会社

　㈱東海銀行

　同和火災海上保険㈱

　日本生命相互会社

　野村護券㈱

　㈱北海道拓殖銀行,

商　社(5)

　伊藤忠商事㈱

　日商岩井㈱

　丸紅㈱

　三井物産㈱

　三菱商事㈱

マ スコミ(3)

　 NHK

　山陰中央 テ レビジ ョン㈱

　㈱電波新聞社

その他(5)

　旭川電気鉄道㈱

　学校法人中西学園

　㈱社会環境システム研究

　　所

　日本電話施設㈱

　広島建設工業㈱

　　　　　　　計　94社
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資　 料　 7

(社)情 報サー ビス産業協会 「電気

通信事業法に係わる政省令の制定等

に関する要望書」　 (昭和60年3月)



1



昭和60年3月12日

郵政大臣

左 藤　　恵 殿

社団法人　情報サービス産業協会

会長 谷 澤 一 郎

電気通信事業法に係わる政省令の

　　　　制定等に関する要望書

　来る4月1日 から施行されます電気通信事業法等は,通 信回線利用制度の自由化および電気通

信事業分野への自由競争制度の導入により,情 報サービス産業の今後の発展に大きく寄与するも

のと評価 しておりますが,今 後の関連政省令の制定等に際 しま しては,法 制定の主旨が十分生か

されるよう配慮 されることを強 く要望いたします。

　特に,特 別第二種電気通信事業者は,本 来不特定多数を対象 とし,全 国的,基 幹的サービスを

提供することを目的とする事業者であり,一 般第二種電気通信事業者との切り分けに当たっては,

この趣旨に沿い,限 定目的のために特定者と結合する回線(専 用回線等)は,設 備規模の算定に

含めるべきでないと考えます。また,算 定を要する回線にっいても,電 気通信事業法施行令案の

算定方式か ら一歩を進め,通 信回線速度の如何にかかわらず,算 定方式では同一のものとみなす

ことが適当と考えます。

　 さらに,従 来の電電公社データ通信本部関連事業は,新 電電会社では,本 来分離別会社として

運営されるべきであると考えますが,当 面の運営においても,一 般の第二種電気通信事業者 との

間に公正な競争が成 り立つよう十分措置 されることをお願いいたします。

以　上
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電 気 通 信 事 業 法(抄)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (昭和59年12月25日 法律第86号)

目　　次

　第1章 総則(第1条 一第5条)

　第2章 電気通信事業

　　第1節 　総則(第6条 一第8条)

　　第2節 　事業の許可等

　　 第1款 　第1種 電気通信事業(第9条 一第20条)

　　 第2款 　第2種 電気通信事業(第21条 一第30条)

　　第3節 　業務(第31条 一第40条)

　　第4節 　電気通信設備　　　(以下略)

　　 第1款 　電気通信事業の用に供する電気通信設備(第41条 一第48条)

　　 第2款 　端末設備の接続等(第49条 一第55条)

　 第5節 　指定試験機関及び指定認定機関

　　 第1款 　指定試験機関(第56条 一第67条)

　　 第2款 　指定認定機関(第68条 一第72条)

第3章 　土地の使用(第73条 一第88条)

第4章 　雑則(第89条 一第99条)

第5章 罰則(第100条 一第114条)

附　則

第1章 　総 j－目

　 (目　的)

第1条 　この法律は,電 気通信事業の公共性にかんがみ,そ の運営を適正かっ合理的なものとす

　ることにより,電 気通信役務の円滑な提供を確保するとともにその利用者の利益を保護 し,も

　 って電気通信の健全な発達を図ることを目的 とする。

　 (定　義)

第2条 　この法律において,次 の各号に掲げる用語の意義は,当 該各号に定めるところによる。

　 1　電気通信　有線,無 線その他の電磁的方式により,符 号,音 響又は影像を送 り,伝 え,又

　　は受けることをいう。
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　 2　 電気通信設備　電気通信を行 うための機械,器 具,線 路その他の電気的設備をいう。

　 3　 電気通信役務　電気通信設備を用いて他人の通信を媒介 し,そ の他電気通信設備を他人の

　　通信の用に供することをいう。

　 4　 電気通信事業　電気通信役務を他人の需要に応ずるために提供する事業(有 線 ラジオ放送

　　業務の運用の規正に関する法律(昭 和26年 法律第135号)第2条 に規定する有線ラジオ放送,

　　有線放送電話に関する法律(昭 和32年 法律第152号)第2条 第1項 に規定する有線放送電話

　　役務,有 線テレビジョン放送法(昭 禾[n7年法律第114号)第2条 第1項 に規定する有線テレビ

　　ジョン放送　び同法第9条 の規定による有線テレビジョン放送施設の使用の承諾に係わる事業

　　を除く。)を いう。

　 5　 電気通信事業者　電気通信事業を営むことにっいて,第9条 第1項 の許可を受けた者,第

　　 2条 第1項 の規定による届出をした者及び第24条 第1項 の登録を受けた者をいう。

　 6　 電気通信業務　電気通信事業者の行う電気通信役務の提供の業務をいう。

　 (検閲の禁止)

第3条 　電気通信事業者の取扱中に係わる通信は,検 閲してはならない。

　 (秘密の保護)

第4条 　電気通信事業者の取扱中に係わる通信の秘密は,侵 してはならない。

2　 電気通信事業に従事する者は,在 職中電気通信事業者の取扱中に係わる通信に関して知り得た

　他人の秘密を守 らなければならない。その職を退いた後においても,同 様 とする。

　 (電気通信業務に関する条約)

第5条 　電気通信事業に関 し条約に別段の定めがあるときは,そ の規定による。

第2章 　電気通信事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　 第1節 　総　　　則

　 (事業の種類)

第6条 　電気通信事業の種類は,第1種 電気通信事業及び第2種 電気通信事業 とする。

2　 第1種 電気通信事業は,電 気通信回線設備(送 信の場所と受信の場所との間を接続する伝送

　路設備及びこれと一体として設置される交換設備並びにこれらの附属設備をいう。以下同じ。)

　を設置 して電気通信役務を提供する事業とする。

3　 第2種 電気通信事業は,第1種 電気通信事業以外の電気通信事業とする。

　 (利用の公平)

第7条 電気通信事業者は,電 気通信役務の提供にっいて,不当な差別的取扱いを してはならな い。

　 (重要通信の確保)
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第8条 　電気通信事業者は,天 災,事 変その他の非常事態が発生 し,又 は発生するおそれがある

　ときは,災 害の予防若 しくは救援,交 通,通 信若 しくは電力の供給の確保又は秩序の維持のた

　めに必要な事項を内容とする通信を優先的に取り扱わなければならない。公共の利益のため緊

　急に行 うことを要するその他の通信であって郵政省令で定めるものについても,同 様 とする。

2　 前項の場合において,電 気通信事業者は,必 要があるときは,郵 政省令で定 める基準に従い,

　電気通信業務の一部を停止することができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　 第2節 事業の許可等

　　　　　　　　　　　　　　　第1款 　第1種 電気通信事業

　 (第1種 電気通信事業の許可)

第9条 　第1種 電気通信事業を営 もうとする者は,郵 政大臣の許可を受けなければならない。

2　 前項の許可を受けようとする者は,郵 政省令で定めるところにより,次 の事項を記載 した申

　請書を郵政大臣に提出 しなければならない。

　(1)氏 名又は名称及び住所並びに法人にあっては,そ の代表者の氏名

　②　郵政省令で定める区分による電気通信役務の種類及びその態様

　③　業務区域

　(4)電 気通信設備の概要

3　 前項の申請書には,事 業計画書その他郵政省令で定める書類を添付 しなければならない。

　 (許可の基準)

第10条　郵政大臣は,前 条第1項 の許可の申請が次の各号に適合 していると認めるときは,同 項

　の許可を しなければならない。

　 1　 その事業の提供に係わる電気通信役務がその業務区域 における需要に照らし適切な ものであ

　　ること。

　 2　 その事業の開始によって,当 該事業を行う区域又は区間の全部又は一部にっいて電気通信

　　事業の用に供する電気通信回線設備が著 しく過剰 とならないこと。

　 3　 その事業を適確に遂行するに足りる経理的基礎及び技術的能力があること。

　 4　 その事業の計画が確実かっ合理的であること。

　 5　 その他その事業の開始が電気通信の健全な発達のために適切であること。

　 (許可の欠格事由)

第11条 　郵政大臣は,前 条の規定にかかわらず,次 の各号の1に 該当する者に対 しては,第9条

　 第1項 の許可を してはならない。

　 1　 この法律又は有線電気通信法(昭 和28年 法律第96号)若 しくは電波法(昭 和25年 法律第

　　 131号)の 規定により罰金以上の刑に処せ られ.そ の執行を終わり,又 はその執行を受ける
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ことが な くな った 日か ら2年 を経 過 しな い者

2

3

4

5

C
U

7

第19条 第1項 の規定により許可の取消 しを受け,そ の取消 しの日か ら2年 を経過 しない者

法人又は団体であって,そ の役員のうちに前2号 の1に 該当する者があるもの

日本の国籍を有 しない人

外国政府又はその代表者

外国の法人又は団体

法人又は団体であって,前3号 に掲げる者がその代表者であるもの,こ れ らの者がその役

　　員の3分 の1以 上を占めるもの又はこれらの者により直接占め られる議決権の割合とこれ ら

　　の者により他の法人若 しくは団体を通 じて間接に占められる議決権の割合 として郵政省令で

　　定める割合とを合計 した割合が3分 の1以 上であるもの

　 (事業の開始の義務)

第12条 　第9条 第1項 の許可を受けた者(以 下 「第1種 電気通信事業者」という。)は,郵 政 大

　臣が指定する期間内に,そ の事業を開始 しなければならない。

2　 郵政大臣は,特 に必要があると認めるときは,電 気通信役務の種類若 しくは態様又は業務区

　域を区分 して前項の期間の指定をすることができる。

3　 郵政大臣は,第1種 電気通信事業者から申請があった場合において,正 当な理由があると認

　 めるときは,第1項 の期間を延長することができる。

4　 第1種 電気通信事業者は,そ の事業の開始前に,第9条 第1項 の許可に係わる電気通信設備

　 (郵政省令で定めるものを除 く。)が第41条 第1項 の技術基準に適合することについて,郵 政大

　 臣の確認を受けなければならない。

5　 第1種 電気通信事業者は,そ の事業(第2項 の規定により電気通信役務の種類若 しくは態様

　 又は業務区域を区分 して期間の指定があったときは,そ の区分に係わる事業)を 開始 したときは,

　 遅滞なく,そ の旨を郵政大臣に届け出なければならない。

　 (氏名等の変更)

第13条 　第1種 電気通信事業者は,第9条 第2項 第1号 の事項に変更があったときは,遅 滞なく,

　 その旨を郵政大臣に届け出なければならない。

　　(電気通信役務の種類等の変更)

第14条　第1種 電気通信事業者は,第9条 第2項 第2号 から第4号 までの事項を変更 しようとす

　 るときは,郵 政大臣の許可を受けなければならない。ただし,郵 政省令で定める軽微な変更に

　 ついては,こ の限りでない。

2　 第1種 電気通信事業者は,前 項ただ し書の郵政省令で定める軽微な変更を したときは,遅 滞

　 なく,そ の旨を郵政大臣に届け出なければならない。

3　 第10条 及び第11条(第2号 を除 く。)の 規定 は,第1項 の許可にっいて準用する。
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4　 第12条 の規定は,第1項 の場合(業 務区域の減少の場合を除く。)に準用する。この場合に

　 おいて,同 条第1項 及び第4項 中 「第9条 第1項 」とあるのは,「第14条 第1項 」と読み替え

　 るものとする。

　 (業務の委託)

第15条　第1種 電気通信事業者は,電 気通信業務の一部を委託 しようとするときは,郵 政大臣の

　認可を受けなければならない。

2　 郵政大臣は,前 項の認可の申請が次の各号に適合 していると認めるときは,同 項の認可をし

　 なければならない。

　 (1)そ の電気通信役務を効率的に提供するために当該委託を必要 とする特別の事情があること。

　②　受託者が当該業務を行 うのに適 している者であること。

　 (事業の譲渡 し及び譲受け並びに法人の合併)

第16条 　第1種 電気通信事業の全部の譲渡 し及び譲受けは,郵 政大臣の認可を受けなければ,そ

　の効力を生 じない。

2　 第1種 電気通信事業者たる法人の合併は,郵 政大臣の認可を受けなければ,そ の効力を生 じ

　 ない。ただし,第1種 電気通信事業者たる法人と第1種 電気通信事業を営まない法人が合併す

　 る場合において,第1種 電気通信事業者たる法人が存続するときは,こ の限りでない。

3　 第10条 及び第11条 の規定は,前2項 の認可について準用する。

4　 第1種 電気通信事業の全部の譲渡 しがあり,又 は第1種 電気通信事業者たる法人の合併があ

　 ったときは,当 該事業の全部を譲 り受けた者又は合併後存続する法人若 しくは合併により設立

　 した法人は,第1種 電気通信事業者の地位を承継する。

　 (相　続)

第17条 　第1種 電気通信事業者が死亡 した場合においては,そ の相続人(相 続人が2人 以上ある

　場合においては,こ の協議により定めた事業を承継すべき相続人。以下 同 じ。)が被相続人た

　る第1種 電気通信事業者の地位を承継する。

2　 前項の相続人が被相続人の死亡後60日 以内にその相続にっいて郵政大臣の認可を申請 しない

　場合又は同項の相続人が したその申請に対 し認可をしない旨の処分があった場合は,そ の期間

　の経過 したとき又はその処分があったときに,第1種 電気通信事業の許可は,そ の効力を失う。

3　 第10条及び第11条 の規定は,前 項の認可について準用する。

　 (事業の休止及び廃止並びに法人の解散)

第18条　第1種 電気通信事業者は,電 気通信事業の全部又は一部を休止 し,又 は廃止 しようとす

　るときは,郵 政大臣の許可を受けなければならない。
　 　 　 　 　 ●

2　 前項の事業の休止の許可は,1年 を超える期間にっいてすることができない。

3　 第1種 電気通信事業者たる法人の解散の決議又は総社員の同意は,郵 政大臣の認可を受けな
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　ければ,そ の効力を生 じない。

4　 郵政大臣は,第1種 電気通信事業の休止若 しくは廃止又は法人の解散により公共の利益が著

　 しく阻害されるおそれがあると認める場合を除き,第1項 の許可又は前項の認可を しなければ

　ならない。

　 (事業の許可の取消 し)

第19条 　郵政大臣は,第1種 電気通信事業者が次の各号の1に 該当するときは,第9条 第1項 の

　許可を取 り消すことができる。

　 1　 第12条 第1項 の規定により指定 した期間(同 条第3項 の規定による延長があったときは,

　　延長後の期間)内 に事業を開始 しないとき。

　 2　 前号に規定する場合のほか,第1種 電気通信事業者がこの法律又はこの法律に基づ く命令

　　若 しくは処分に違反 した場合において,公 共の利益を阻害すると認めるとき。

　 3　 第11条 各号(第2号 を除 く。)の1に 該当するに至ったとき。

2　 郵政大臣は,前 項の規定により第9条 第1項 の許可を取り消 したときは,文 書によりその理

　申を付 して通知 しなければならない。

　 (変更の許可の取消 し)

第20条 　郵政大臣は,第14条 第1項 の規定により第9条 第2項 第2号 か ら第4号 までの事項の変

　更の許可を受けた第1種 電気通信事業者が,第14条 第4項 において準用する第12条 第1項 の規

　定により指定 した期間(第14条 第4項 において準用する第12条 第3項 の規定による延長があっ

　 たときは,延 長後の期間)内 にその事項を変更 しないときは,そ の認可を取 り消す ことができ

　 る。

2　 前条第2項 の規定は,前 項の場合に準用する。

　　　　　　　　　　　　　　　第2款 　第2種 電気通信事業

　 (第2種 電気通信事業の種類)

第2ユ条　第2種 電気通信事業の種類は,一 般第2種 電気通信事業及 び特別第2種 電気通信事業と

　 する。

2　 一般第2種 電気通信事業は,特 別第2種 電気通信事業以外の第2種 電気通信事業とする。

3　 特別第2種 電気通信事業は,電 気通信設備を不特定かっ多数の者の通信の用に供する第2種

　 電気通信事業であって,当 該設備の規模が電気通信回線の収容能力を基礎 として政令で定める

　 基準を超える規模であるもの及び本邦外の場所との間の通信を行 うための電気通信設備を他人

　 の通信の用に供する第2種 電気通信事業とする。

　　(一般第2種 電気通信事業の届出)

第22条 　一般第2種 電気通信事業を営 もうとする者は,郵 政省令で定めるところにより,次 の事

　 項を記載 した書類を添えて,そ の旨を郵政大臣に届け出なければならない。
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　(1)氏 名又は名称及び住所並びに法人にあ っては,そ の代表者の氏名

　②　郵政省令で定める区分による電気通信役務の種類及びその態様

2　 前項の届出をした者(以 下 「一般第2種 電気通信事業者」という。)は,同 項 第1号 の事項

　に変更があったときは,遅 滞なく,そ の旨を郵政大臣に届け出なければならない。

3　 一般第2種 電気通信事業者は,第1項 第2号 の事項を変更 しようとするときは,そ の旨を郵

　政大臣に届け出なければならない。ただ し,郵 政省令で定める軽微な変更にっいては,こ の限

　 りでない。

　 (一般第2種 電気通信事業の譲渡 し等)

第23条 　一般第2種 電気通信事業の全部の譲渡 し又は一般第2種 電気通信事業者にっいて合併若

　 しくは相続があ ったときは,当 該事業の全部を譲 り受けた者又は合併後存続する法人若 しくは

　合併により設立 した法人若 しくは相続人は,一 般第2種 電気通信事業者の地位を承継する。

2　 前項の規定により一般第2種 電気通信事業者の地位を承継 した者は,遅 滞 なく,そ の旨を郵

　政大臣に届け出なければならない。

3　 一般第2種 電気通信事業者は,電 気通信事業の全部又は一部を休止 し,又 は廃止 したときは,

　遅滞なく,そ の旨を郵政大臣に届け出なければならない。

4　 一般第2種 電気通信事業者たる法人が合併以外の事由により解散 したときは,そ の清算人

　 (解散が破産による場合は,破 産管財人)は,遅 滞 なく,そ の旨を郵政大臣に届け出なければ

　ならない。

　 (特別第2種 電気通信事業の登録)

第24条 　特別第2種 電気通信事業を営 もうとする者は,郵 政大臣の登録を受けなければならない。

2　 前項の登録を受けようとする者は,郵 政省令で定めるところにより,次 の事項を記載 した申

　請書を郵政大臣に提出 しなければならない。

　{1)氏 名又は名称及び住所並びに法人にあっては,そ の代表者の氏名

　〔2)郵 政省令で定める区分による電気通信役務の種類及びその態様

　③　電気通信設備の概要

3　 前項の申請書には,事 業計画書その他郵政省令で定める書類を添付 しなければならない。

　 (登録の実施)

第25条 　郵政大臣は,前 条第1項 の登録の申請があった場合 においては,次 条第1項 の規定によ

　り登録を拒否する場合を除き,次 の事項を特別第2種 電気通信事業者登録簿に登録 しなければ

　な らない。

　 1　 前条第2項 各号に掲げる事項

　 2　 登録年月日及び登録番号

2　 郵政大臣は,前 項の規定による登録をしたときは,遅 滞なく,そ の旨を申請者に通知 しなけ
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　ればならない。

　 (登録の拒否)

第26条 　郵政大臣は,第24条 第2項 の申請書を提出した者が次の各号の1に 該当するとき,又 は

　当該申請書若 しくは添付書類のうちに重要な事項にっいて虚偽の記載があり,若 しくは重要な

　事実の記載が欠けているときは,そ の登録を拒否 しなければならない。

　 1　 この法律又は有線電気通信法若 しくは電波法の規定により罰金以上の刑に処せられ,そ の

　　執行を終わり,又 はその執行を受けることがなくなった日から2年 を経過 しない者

　 2　 第28条 第1項 の規定により登録の取消 しを受け,そ の取消 しの日から2年 を経過 しない者

　 3　 法人又は団体であって;そ の役員のうちに前2号 の1に 該当する者があるもの

　 4　 その事業を適確に遂行するに足 りる経理的基礎及び技術的能力を有 しない者

2　 郵政大臣は,前 項の規定により登録を拒否 したときは,文 書によりその理由を付 して通知 し

　なければならない。

　 (変更登録等)

第27条 　特別第2種 電気通信事業の登録を受けた者(以 下 「特別第2種 電気通信事業者」とい

　 う。)は,第24条 第2項 第2号 又は第3号 の事項を変更 しようとするときは,郵 政大臣の変更

　登録を受けなければならない。ただ し,郵 政省令で定める軽微な変更については,こ の限 りで

　ない。

2　 前項の変更登録を受けようとする者は,郵 政省令で定めるところにより,変 更に係わる事項を

　記載 した申請書を郵政大臣に提出 しなければならない。

3　 第24条 第3項,第25条 及び前条の規定は,第1項 の変更登録について準用する。この場合に

　おいて,第25条 第1項 中 「次の事項」とあるのは 「変更に係わる事項」 と,前 条第1項 中 「第24

　条第2項 の申請書を提出した者が次の各号の 玉に該当するとき,又 は当該申請書」とあるのは

　「変更登録に係わる当該申請書」 と読み替えるものとする。

4　 特別第2種 電気通信事業者は,第24条 第2項 第1号 の事項に変更があったときは,遅 滞なく,

　その旨を郵政大臣に届け出なければならない。その届け出があった場合には,郵 政大臣は,遅 滞

　なく,当 該登録を変更す るものとする。

　 (登録の取消 し等)

第28条 　郵政大臣は,特 別第2種 電気通信事業者が次の各号の1に 該当するときは,第24条 第1

　項の登録を取り消すことができる。

　 1　 特別第2種 電気通信事業者が この法律又はこの法律に基づく命令若 しくは処分に違反 した

　　場合において,公 共の利益を阻害すると認めるとき。

　 2　 不正の手段により第24条 第1項 の登録又は第27条 第1項 の変更登録を受けたとき。

　 3　 第26条 第1項 各号(第2号 を除く。)に 該当するに至 ったとき。
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2　 第26条 第2項 の規定は,郵 政大臣が前項の取消 しをした場合に準用する。

　 (登録の抹消)

第29条 　郵政大臣は,次 条において準用する第23条 第3項 若 しくは第4項 の規定による廃止若 し

　 くは解散の届け出があったとき,又 は前条の規定により登録の取消 しを したときは,当 該特別第

　 2種 電気通信事業者の登録を抹消 しなければならない。

2　 第25条 第2項 の規定は,前 項の規定 により登録を抹消 した場合に準用する。

　 (準　用)

第30条 　第23条 の規定は,特 別第2種 電気通信事業者にっいて準用する。

　　　　　　　　　　　　　　　　 .第3節 　業　　　務

　 (契約約款の認可等)

第31条 　第1種 電気通信事業者は,電 気通信役務に関する料金その他の提供条件(郵 政省令で定

　める事項及び第49条 第1項 又は第52条 第1項 第1号 の規定により認可を受けるべき技術的条件

　に係わるものを除く。)に っいて契約約款を定め,郵 政大臣の認可を受けなければならない。こ

　れを変更 しようとするときも,同 様 とする。

2　 郵政大臣は,前 項の認可の申請が次の各号に適合 していると認めるときは,同 項の認可を し

　なければならない。

　(1)料 金が能率的な経営の下における適正な原価に照 らし公正妥当なものであること。

　② 料金の額の算出方法が適正かっ明確に定め られていること。

　③　第1種 電気通信事業者及びその利用者(電 気通信事業者 との間に電気通信役務の提供を受

　　ける契約を締結する者をいう。以下 同じ。)の責任に関する事項並びに電気通信設備の設置

　　の工事その他の工事に関する費用の負担の方法が適正かっ明確に定め られていること。

　(4)電 気通信回線設備の使用の態様を不当に制限するものでないこと。

　⑤　特定の者に対 し不当な差別的取扱いをするものでないこと。

　⑥　第8条 第1項 の通信に関する事項にっいて適切に配慮 されているものであること。

3　 第1種 電気通信事業者は,第1項 の規定により契約約款で定めるべき提供条件については,

　同項の認可を受けた契約約款によらなければ電気通信役務を提供してはならない。ただ し,次

　項の規定により電気通信役務の料金を減免する場合は,こ の限りでない。

4　 第1種 電気通信事業者は,郵 政省令で定める基準に従い,契 約約款で定める電気通信役務の

　料金を減免することができる。

5　 特別第2種 電気通信事業者は,電 気通信役務に関する料金その他の提供条件(郵 政省令で定

　める事項に係わるものを除く。)に ついて契約約款を定め,そ の実施前に,郵 政大臣に届け出な

　ければならない。これを変更 しようとするときも,同 様 とする。
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6　 第3項 及び第4項 の規定は,前 項の場合に準用する。

　 (契約約款の掲示)

第32条 　第1種 電気通信事業者及び特別第2種 電気通信事業者は,前 条第1項 の認可を受けた契

　約約款(第49条 第1項 又は第52条 第1項 第1号 の規定により認可を受けた技術的条件を含む。

　第111条 第2号 において同 じ。)又は前条第5項 の規定により届け出た契約約款を,営 業所そ

　の他の事業所において公衆の見やすいように掲示 しておかなければならない。

2　 前項の規定は,前 条第1項 又は第5項 の郵政省令で定める事項に係わる提供条件について準

　用する。

　 (会計の整理)

第33条 　第1種 電気通信事業者は,電 気通信役務に関する料金の適正な算定に資するため,郵 政

　省令で定める勘定科 目の分類その他会計に関する手続に従い,そ の会計を整理 しなければなら

　ない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 d

　 (提供義務)

第34条 　第1種 電気通信事業者は,正 当な理由がなければ,そ の業務区域における電気通信役務

　の提供を拒んではな らない。

　 (業務の停止等の報告)

第35条 　電気通信事業者は,第8条 第2項 の規定により電気通信業務の一部を停止 したとき,又

　 は電気通信業務に関 し通信の秘密の漏えいその他郵政省令で定める重大な事故が生 じたときは,

　 その旨をその理由又は原因 とともに,遅 滞なく,郵 政大臣に報告 しなければならな い。

　　(業務め改善命令)

第36条 ・郵政大臣は,電 気通信役務の料金その他の提供条件が社会的経済的事情の変動により著

　 しく不適当となり.利 用者の利益を阻害 していると認めるときは,第1種 電気通信事業者に対

　 し,相 当の期限を定め,第31条 第1項 の認可を受けた契約約款の変更の認可を申請すべきこと

　 を命ずることができる。

2　 郵政大臣は,第1種 電気通信事業者の業務の方法に関 し通信の秘密の確保に支障があると認

　 めるとき,事 故により電気通信役務の提供に支障が生 じている場合に第1種 電気通信事業者が

　 その支障を除去するために必要な修理その他の措置を速やかに行わないとき,そ の他第1種 電

　 気通信事業者の業務の方法が適切でないため利用者の利益を阻害 していると認めるときは,当

　 該第1種 電気通信事業者に対 し,そ の業務の方法を改善すべきことを命ずることができる。

第37条 　郵政大臣は,一 般第2種 電気通信事業者及び特別第2種 電気通信事業者(以 下この条に

　 おいて 「第2種 電 気通信事業者 」という。)の業務の方法に関 し通信の秘密の確保に支障があ

　 ると認めるとき,事 故により電気通信役務の提供に支障が生 じている場合に第2種 電気通信事

　 業者がその支障を除去するために必要な修理その他の措置を速やかに行わないとき,そ の他第
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　 2種 電気通信事業者の業務の方法が適切でないため利用者の利益を阻害 していると認めるとき,

　又は第2種 電気通信事業の経営によりこれと電気通信役務に係る需要を共通とする第1種 電気

　通信事業の当該需要に係る電気通信回線設備の保持が経営上困難となるため公共の利益が著 し

　 く阻害 されるおそれがあると認めるときは,当 該第2種 電気通信事業者に対 し,利 用者の利益

　又は公共の利益を確保するために必要な限度において,業 務の方法の改善その他の措置をとる

　べきことを命ずることができる。

　 (電気通信設備の接続又は共用に関する協定)

第38条 　第1種 電気通信事業者は,他 の第1種 電気通信事業者と電気通信設備の接続又は共用に

　関する協定を締結 しようとするときは,郵 政大臣の認可を受けなければならない。これを変更.

　 しようとするときも,同 様 とする。

2　 郵政大臣は,当 該協定が公共の利益を増進するものであるときは,前 項の認可をしなければ

　ならない。

　 (電気通信設備の接続又は共用に関する命令)

第39条 　郵政大臣は,電 気通信設備の接続又は共用に関する第1種 電気通信事業者間の協議がと

　 とのわない場合又は協議をすることができない場合で,当 事者から申立てがあった場合におい

　て,当 該接続又は共用が公共の利益を増進するために特に必要であり,か っ,適 切であると認

　めるときは,当 該接続又は共用に関 し,前 条第1項 の規定による協定を締結すべきことを命ず

　ることができる。

2　 前項の規定による命令があった場合において,当 事者が取得 し,若 しくは負担すべき金額又

　は接続若 しくは共用の条件その他協定の細目にっいて当事者間の協議が ととのわないとき,又

　は協議をすることができないときは,当 事者は,郵 政大臣の裁定を申請することができる。

3　 郵政大臣は,前 項の規定による裁定の申請を受理 したときは,そ の旨を他の当事者に通知 し,

　期間を指定 して答弁書を提出する機会を与えなければならない。

4　 郵政大臣は,第2項 の裁定を したときは,遅 滞なく,そ の旨を当事者に通知 しなければなら

　ない。

5　 第2項 の裁定のあったときは,そ の裁定の定めるところに従い,当 事者間に協議が ととのっ

　たものとみなす 。

6　 第2項 の裁定のうち当事者が取得 し,又 は負担すべき金額にっいて不服のある者は.そ の裁

　定があったことを知 った日から3月 以内に,訴 えをもってその金額の増減を請求することがで

　きる。

7　 前項の訴えにおいては,他 の当事者を被告とする。

8　 第2項 の栽定についての異議申立てにおいては,当 事者が取得 し,又 は負担すべき金額にっ

　いての不服をその裁定の不服の理由とすることができない。
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　 (外国政府等との協定等の認可)

第40条 　第1種 電気通信事業者及び特別第2種 電気通信事業者は,外 国政府又は外国人若 しくは

　外国法人との間に,電 気通信業務に関する協定又は契約であって郵政省令で定める重要な事項

　を内容とするものを締結 し,変 更 し,又 は廃止 しようとするときは,郵 政大臣の認可を受けな

　ければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　附　　　則　　 (抄)

　 (施行期日)

第1条 　この法律は,昭 和60年4月1日 から施行する。

　 (検　討)

第2条 　政府は,こ の法律の施行の日から3年 以内に,こ の法律の施行の状況にっいて検討を加

　え,そ の結果に基づいて必要に応 じ所要の措置を講ずるものとす る。

　 (公衆電気通信法の廃止)

第3条 　公衆電気通信法(昭 和28年 法律第97号)は,廃 止する。
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日本電信電話株式会社法(抄)

 

9資 料





日本電信電話株式会社法(抄)

　　　　　　　　　 (昭 和59年12月25日 法律第85号)

　 (目的及び事業)

第1条 　 日本電信電話株式会社(以 下 「会社」という。)は,国 内電気通信事業を経営すること

　を目的とする株式会社とする。

2　 会社は,前 項の事業を営むほか,郵 政大臣の認可を受けて,こ れに付帯する業務その他同項

　の目的を達成するために必要な業務を営むことができる。

　 (責　務)

第2条 　会社は,前 条の事業を営むに当たっては,常 に経営が適正かっ効率的に行われるように

　配意 し,国 民生活に不可欠な電話の役務を適切な条件で提供することにより,当 該役務のあま

　ねく日本全国における安定的な供給の確保に寄与するとともに,今 後の社会経済の進展に果た

　すべき電気通信の役割の重要性にかんがみ,電 気通信技術に関する実用化研究及び基礎的研究

　の推進並びにその成果の普及を通 じて我が国の電気通信の創意ある向上発展に資するよう努め

　なければならない。

　 (事務所)

第3条 　会社は,本 店を東京都に置 く。

2　 会社は,必 要な地に支店又は出張所を置 くことができる。

　 (株　式)

第4条 　会社の株式は,記 名式 とし,政 府,地 方公共団体,日 本国民又は日本国法人であって社

　員株主若 しくは業務を執行する役員の半数以上,資 本若 しくは出資の半額以上若 しくは議決権

　の過半数が外国人若 しくは外国法人に属さないものに限り,所 有することができる。

2　 政府は,常 時,会 社の発行済株式の総数の3分 の1以 上に当たる株式を保有 していなければ

　ならない。

3　 会社は,新 株を発行 しようとするときは,郵 政大臣の認可を受けなければならない。転換社

　債又は新株引受権附社債を発行 しようとするときも,同 様 とする。

　 (政府保有の株式の処分)

第5条 　政府の保有する会社の株式の処分は,そ の年度の予算をもって国会の議決を経た限度数

　の範囲内でなければならない。

　 (商号の使用制限)

第6条 　会社でない者は,そ の商号中に日本電信電話株式会社 という文字を用いてはならない。

　 (社債発行限度の特例)
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第7条 　会社は,商 法(明 治32年 法律第48号)第297条 の規定による制限を超えて社債を募集す

　ることができる。ただ し,資 本及び準備金の総額又は最終の貸借対照表により会社に現存する

　純資産額のいずれか少ない額の4倍 を超えてはならない。

　 (一般担保)

第8条 　会社の社債権者は.会 社の財産にっいて他の債権者に先立って自己の債権の弁済を受け

　る権利を有する。

2　 前項の先取特権のll旧位は,民 法(明 治29年 法律第89号)の 規定による一般の先取特権に次 ぐ

　 ものとする。層

　 (取締役及び監査役の選任等の決議)

第9条 　会社の取締役及び監査役の選任及び解任の決議は,郵 政大臣の認可を受けなければ,そ

　の効力を生 じない。　　　　 弓

　 (定款の変更等)

第10条 条会社の定款の変更,利 益の処分;合 併及び解散の決議は,郵 政大臣の認可を受けなけれ

　 ば,そ の効力を生 じない。

2　 前項の合併の決議(会 社 と第1種 電気通信事業(電 気通信事業法(昭 和59年 法律第　　号)

　 第6条 第2項 に規定する第1種 電気通信事業をいう。)を 営 まない法人 との合併であ って,会

　 社が存続するものについての決議を除く。)に っいての郵政大 臣の認可は,同 法第16条 第2項

　 の規定の適用については,同 項の認可とみなす。

　　(事業計画)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・`

第11条 　会社は,毎 営業年度の開始前に,そ の営業年度の事業計画を定め,郵 政大臣の認可を受

　 けなければな らない。これを変更 しようとするときも,同 様とする。

　　(財務諸表)

第12条 　会社は,毎 営業年度終了後3月 以内に,そ の営業年度の貸借対照表,損 益計算書及び営

　 業報告書を郵政×臣に提出 しなければならない。

　　(重要な設備の譲渡等)

第13条 　会社は,電 気通信幹線路及びこれに準ずる重要な電気通信設備を譲渡 し,又 は担保に供

　 しようとするときは,郵 政大臣の認可を受けなければな らない。

　　(監査役及び監査命令等)

第14条 　会社の監査役は,3人 以上でなければならない。　　　　　　　　　 ・

2　 郵政大臣は,こ の法律を施行するため必要があると認めるときは,監 査役を指名 して,特 定

　 の事項を監査 させ,当 該監査の結果を報告 させることができる。

3　 監査役は,監 査の結果に基づき,必 要があると認めるときは,郵 政大臣に意見を提出するこ

　 とができる。
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　 (監　督)

第15条 　会社は,郵 政大臣がこの法律の定めるところに従い監督する。

2　 郵政大臣は,こ の法律を施行するため特に必要があると認めるときは,会 社に対 し,そ の業

　務に関 し監督上必要な命令をすることができる。

　 (報　告)

第16条 　郵政大臣は,こ の法律を施行するため必要な限度において,会 社からその業務に関する

　報告を徴することができる.。

　 (大蔵大臣との協議)

第17条 　郵政大臣は,第4条 第3項,第10条 第1項(定 款の変更の決議に係わるものについては,

　会社が発行する株式の総数を変更する決議に係わるものに限る。),第11条 又は第13条 の認可を し

　 ようとするときは,大 蔵大臣に協議 しなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　 附　　　則　　(抄)

　 (施行期日)

第1条 　この法律は,公 布の日か ら施行する。ただ し,附 則第11条 及び第12条 の規定は,昭 和60

　年4月1日 から施行する。

　 (会社の在り方の検討)

第2条 　政府は,会 社の成立の日から5年 以内に,こ の法律の施行の状況及びこの法律の施行後

　の諸事情の変化等を勘案 して会社の在り方にっいて検討を加え,そ の結果に基づいて必要な措

　置を講ずるものとする。
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資 料10

電 気 通 信 事 業施 行 令(昭 和60年4月1日 政75)



■



政令第75号

電気通信事業法施行令
　　　　　　　　　　　　　 (昭和60・4・1政 令第75号)

　 内閣は,電 気通信事業法(昭 和59年 法律第86号)第21条 第3項,第77条 第4項,第86条 第4項,

第93条 及び第98条 第1項 の規定に基づき,こ の政令を制定する。

　 (特別第2種 電気通信事業の電気通信設備の規模の基準)

第1条 　電気通信事業法(以 下 「法」という。)第21条 第3項 の政令で定める基準は,第2種 電

　気通信事業者の設置する電気通信設備(当 該第2種 電気通信事業者との間に電気通信役務の提

　供を受ける契約を締結する者(以 下この項において 「利用者」という。)の 使用に係る端末設

　備を除 く。以下この項において 「設備」という。)に 一端が接続される電気通信回線であって

　他の一端が利用者の使用に係る端末設備又は当該第2種 電気通信事業者以外の者の設置する電

　気通信設備に接続されるもの(設 備を相互に接続するためにのみ使用されるものを除 く。)の

　数が1,　200ビ ッ ト毎秒の伝送速度の電気通信回線(吹 貫において 「単位回線」という。)に 換

　算 して500で あることとする。

二　前項に規定する換算は,次 に定めるところにより行うものとする。

　 1　 アナログ信号伝送用の電話回線(電 話の役務を提供するために用い られる電気通信回線を

　　いう。以下 この項において同 じ。)に ついては,単 位回線1回 線に換算する。

　 2　 電話回線以外のアナログ信号伝送用の電気通信回線のうち,周 波数帯域の幅が4キ ロヘル

　　ツ以下である回線については,単 位回線2回 線 に換算する。

　 3　 電話回線以外のアナログ信号伝送用の電気通信回線のうち,周 波数帯域の幅が4キ ロヘル

　　 ッを超える回線については,周 波数帯域の幅4キ ロヘルツ当たり(4キ ロヘルツに満たない

　　端数は,切 り捨てるもの とする。)単 位回線2回 線に換算する。

　 4　 デジタル信号伝送用の電気通信回線については,各 の回線の ビット毎秒を単位 として表 さ

　　れる伝送速度(12,000ビ ット毎秒を超える伝送速度の回線にあっては,12,000ビ ット毎秒

　　 とする。)の 総和を ユ,200で除 して得 られる商(1に 満たない端数は,切 り捨てるものとす

　　る。)に より単位回線に換算する。

　 (土地等の使用の対価の額の基準)

第2条 　法弟77条 第2項 第5号 の対価の額の基準は,別 表第1の とおりとする。

　 (保護区域内の禁止漁業等)

第3条 　法第86条 第4項 の政令で定める漁業は,次 に掲げる漁業 とする。ただし,第1号 か ら第

　 4号 までに掲げる漁業にあっては,動 力船により漁具をえい航するものに限る。
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ー

ワ
一

3

4

5

底びき網漁業

空釣り漁業
こう

鉤引漁業
そうはく

掻剥漁業

まて突き漁業

二　法第86条 第4填 ただ し書の政令で定める場合は,次 に掲げる場合(こ れらの場合における行

　為が河川等の水面を占用 して船舶をびょう泊させ,又 は土砂を掘採するものである場合に限る。)

　において,水 底線路の保護に支障がなく,か つ,や むを得ない事情があるときとする。

　 1　 国,漁 港の所在地の地方公共団体若 しくは漁港を地区内に有する水産業協同組合が漁港法

　　 (昭和25年 法律第137号)第4条 に規定する漁港修築事業を施行する場合,同 法第34条 第1

　　項の規定による漁港管理規程 に基づく行為を行う場合又は同法第39条 第1項 若 しくは第5項

　　か ら第8項 までの規定による許可その他の処分を受けた者若 しくは同条第4項 の規定による

　　協議を した者が当該許可等に基づ く行為を行う場合

　 2　 海岸法(昭 和31年 法律第101号)第7条 第1項,第8条 第1項,第12条 第1項 若 しくは第

　　 2項,第13条 第1項 若 しくは第21条 第1項 若 しくは第2項 の規定による許可その他の処分を

　　受 けた者又は同法第10条 第2項 若 しくは第13条 第2項 の規定による協議を した者が当該許可

　　等に基づく行為を行 う場合

　 3　 運輸大臣若 しくは港湾法(昭 和25年 法律第218号)第2条 第1項 に規定する港湾管理者が

　　同条第7項 に規定する港湾工事を施行する場合,運 輸大臣が同条第8項 に規定する開発保全

　　航路の開発若 しくは保全に関する工事を施行する場合又は同法第37条 第1項,第43条 の8第

　　 2項 若 しくは第56条 第1項 の規定 による許可を受けた者(同 法第37条 第3項(同 法第43条 の

　　 8第4項 及び第56条 第3項 において準用する場合を含む。)の 規定により読み替えられたこ

　　 れらの規定による協議を した者を含む。)若 しくは同法第56条 の4第1項 の規定による命令

　　 を受けた者が当該許可等に基づく行為を行 う場合

　 4　 運輸大臣が飛行場,航 空法(昭 和27年 法律第231号)第2条 第4項 に規定する航空保安施

　　 設若しくは同法第96条 第1項 の規定による指示を与えるための管制施設を設置 し,若 しくは

　　 その施設に変更を加える場合又は同法第38条 第1項 若しくは第43条第1項 の規定による許可

　　 を受けた者が当該許可に基づく行為を行 う場合

　 5　 道路法(昭 和27年 法律第180号)第2条 第1項 に規定する道路の管理者が道路の管理を行

　　 う場合又は同法第21条,第22条 第1項,第24条 若 しくは第71条 第1項 若 しくは第2項 の規定

　　 による命令その他の処分を受けた者が当該命令等に基づく行為を行 う場合

　 6　 河川法(昭 和39年 法律第167号)第24条 か ら第27条 まで又は第75条 の規定による許可その

　　 他の処分を受けた者が当該許可等に基づ く行為を行 う場合

一102一



　 7　 都市計画法(昭 和43年 法律第100号)第4条 第15項 に規定する都市計画事業の施行者が当

　　該事業に係る工事を施行する場合

　 (関係行政機関の長 との協議等)

第4条 　法第93条 の政令で定める郵政省令は,第2種 電気通信事業に関し定められる次に掲げる

　郵政省令 とする。

1

2

3

4

5

法第41条 第1項 の郵政省令

法第43条 第1項 の郵政省令

法第49条 第1項 の郵政省令(技 術基準を定めるものに限る。)

法第52条 第1項 第1号 の郵政省令

法第71条 第2項 の郵政省令(技 術基準適合認定の方法を定めるものに限る。)

二　法第93条 の政令で定める命令その他の処分は,第2種 電気通信事業に関 し行われる次に掲げ

　る命令その他の処分 とする。

　 1　 法第26条 第1項 の規定に基づく登録の拒否

　 2　 法第37条 の規定に基づく命令

　 3　 法第40条 の規定に基 づく認可

　 4　 法第42条 の規定 に基づく命令

三　法第93条 の政令で定める届出は,次 に掲げるもの とする。

　 1　法弟22条 の規定に基づ く届出

　 2　 法第31条 第5項 の規定に基づく届出

四　郵政大臣は,第2種 電気通信事業に関 し,第1項 各号の郵政省令を定め,又 は第2項 各号の

　命令その他の処分を行 う場合には,通 商産業大臣その他の関係行政機関の長と協議するもの と

　する。

五　郵政大臣は,第3項 各号の届出又は法第24条 第2項 の規定に基づく登録の申請若 しくは法第

　 27条第2項 の規定に基づく変更登録の申請があった場合には,通 商産業大臣その他の関係行政

　機関の長に通知す るものとする。

　 (手数料)

第5条 　 法第98条 第1項 の規定により納めなければならない手数料の額は,別 表第2の とお りと

　 お り とす る。

　　 附　則

1　 この政令は,公 布の日か ら施行する。

2　 第1条 に規定する特別第2種 電気通信事業の電気通信設備の規模の基準については,第2種

電気通信事業において用いられる電気通信回線設備の信号伝送方式に相当の変化が生 じた場合
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(別表略)には,速 やかに検討を行い,そ の結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
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資　料 11

電 気 通信 事 業 法 施行 規 則(昭 和60年9月1日 郵25)



〉



電 気 通 信 事 業 法 施 行 規 則

　　　　　　　　　　　　　　 (昭和60.4.1郵 政省令第25号)

目　次

　第1章

第2章

　第3章

　第4章

第5章

　附　則

総 則(第1条 ・第2条)

第1種 電気 通信 事業(第3条 一第32条)

第2種 電 気 通信 事業(第33条 一 第40条)

土 地 の 使用(第41条 一第54条)

雑 則(第55条 一第69条)

　　　第1章 　総　　　則

　 (目　的)

第1条 　この規則は,別 に定めるもののほか,電 気通信事業法(昭 和59年 法律第86号 。　 以 下

　 「法」という。)の 規定を施行するために必要 とする事項及び法の委任に基づ く事項を定め る

　 ことを目的とする。

　 (用　語)

第2条 この省令において使用する用語は,法 において使用する用語の例による。

　　　第2章 第1種 電気通信事業

　 (事業の許可申請)

第3条 　法第9条 第2項 の申請書は,様 式第1に よるものとする。

二　法第9条 第2項 第2号 の電気通信役務の種類は次の表のとおりとする。

電気通信役務の種類 内　　　　　　　　　容

電　　　話 音声を伝送交換するための電気通信設備(概 ね4キ ロヘルツ帯域のア

ナログ信号の伝送交換を目的とする電気通信設備)を 用いて,主 とし

て音声を対象とする通信を行 う電気通信役務

電　　　信 文言を伝送交換するための電気通信設備(50ピ ント毎秒の速度で伝送

交換する電気通信設備)を 用いて,文 言のみを対象とする通信を行 う

電気通信役務

専　　　用 特定の者に電気通信設備(デ ータ通信設備を除く。)を 専用させる電

気通信役務
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電気通信役務の種類

}.-w、

　　　　 内　　　　　　　　　　 容

デ ー タ通 信 データ通信設備(電 気通信回線及びこれに接続する電子計算機等(電

子計算機の本体又は入出力装置その他の機器をいう。)か らなる電気

通信設備をいう。)を 他人の通信の用に供する電気通信役務

デ ジタル デ ー タ伝 送 デジタル方式により主としてデータを伝送交換する電気通信役務(電

信及びデータ通信を除 く。)

無線呼出し 無線によって携帯受信設備の携帯者を呼び出す電気通信役務

そ　の　他
1前各号以外の電気通信役務

三　法第9条 第3項 の事業計画書は,様 式第2に よるものとする。

四　法第9条 第3項 の郵政省令で定める書類は,次 のとおりとする。

　 1.事 業開始予定の日以降5年 内の日を含む毎事業年度における様式第3の 事業収支見積書

　 2.業 務区域の境界を明示した縮尺5万 分の1の 地形図

　 3.他 の第1種 電気通信事業者 と第1種 電気通信設備の接続又は共用を行 う場合は,そ の者

　　との契約書の写 し又はその計画を記載 した書類

　 4.電 気通信業務の一部を委託する場合は,受 託者 との契約の写 し又はその計画を記載 した

　　書類

　 5.電 気通信設備を設置するための土地,建 物,そ の他の工作物の調達の方法及びその見込

　　みを記載 した書類

　 6.主 たる技術者(電 気通信主任技術者として選任する予定の者がある場合は,そ の者)の

　　履歴書

　 7.伝 送路設備(中 継系設備に限る。)及 び交換設備その他主要設備配置図

　 8.電 気通信回線設定一覧表

　 9.申 請者の行 う電気通信事業以外の事業の概要

・10.申 請者が既存の法人であるときは,次 の書類

　　イ　 定款又は寄附行為及び登記簿の謄本

　　 ロ　最近の事業年度における貸借対照表及び損益計算書

　　ハ　役員又は社員の名簿及び履歴書

11　 申請者が法人を設立 しようとする者であるときは,次 に掲げる書類

　　 イ　 定款又は寄附行為の謄本

　　 ロ　 発起人,社 員又は設立者の名簿及び履歴書

　　ハ　設立しようとする法人が株式会社又は有限会社であるときは,株 式の引受け又は出資

　　　 の状況及び見込みを記載 した書類
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,

12.申 請者が法人格なき組合であるときは,次 に掲げる書類

　　イ　 組合契約書の写 し

　　ロ　組合員の資産 目録

　　ハ　組合員の履歴書

13.申 請者が個人であるときは,次 に掲げる書類

　　イ　 資産目録

　　ロ　氏名,住 所及び生年月日を証する書類

　　ハ　履歴書

14.申 請者が地方公共団体であるときは,第1種 電気通信事業を営むことにっいての議会の会

　　議録の写 し

15.法 第11条 の各号に該当しないことを示す書類

16.電 気通信設備の設置について行政庁の許可その他の処分を要するときは,そ の許可証等の

　　写 し(許 可等の申請をしている場合は,そ の申請書の写し)又 はその手続の状況を記載 した

　　書類

　 (間接に占められる議決権の割合)

第4条 　法第11条 第7号 の郵政省令で定める割合は,当 該法人又は団体の議決権の割合の10分 の

　 1以 上を占める他の法人又は団体(以 下単に 「他の法人又は団体」という。)が,直 接占める

　当該法人又は団体の議決権の割合に,外 国法人等(同 条第4号 から第6号 に掲げる者であって,

　当該他の法人又は団体の議決権の割合の10分 の1以 上を占めるものをいう。以下 この条におい

　て同じ。)の 当該他の法人又は団体に対する議決権の割合(外 国法人等が2以 上あるときは,

　当該2以 上の外国法人等の議決権の割合を合算 したものとする。)を 乗 じて計算 した割合とす

　る。 この場合において,当 該他の法人又は団体が2以 上あるときは,当 該議決権の割合は,当

　該2以 上の他の法人又は団体につきそれぞれ計算して合算 したものとする。

　 (事業開始の指定期間の延長)

第5条 　法第12条 第3項(第14条 第4項 において準用する場合を含む。)の 規定による指定期間

　の延長の申請は,様 式第4の 申請書により行わなければならない。

　 (技術基準適合確認の手続)

第6条 　法第12条 第4項(法 第14条 第4項 において準用する場合を含む。次条において同 じ。)

　の技術基準に適合することについて確認(以 下 「技術基準適合確認」という。)を 受けようと

　する者は,様 式第5の 申請書を郵政大臣に提出しなければならない。

二　前項の申請書には次の書類を添付 しなければならない。

　 1.交 換設備,伝 送設備及びこれ らの附属設備の設備構成図及びこれ らの接続構成図

　 2.交 換設備,伝 送設備及びこれらの附属設備における予備設備の設置等に関する説明書
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　 3.交 換設備,伝 送設備及びこれ らの附属設備における故障等の検出方式及び通知方式に関す

　　る説明書

　4.交 換設備における異常ふ くそう検出方式及びその対策方式に関する説明書

　 5.交 換設備,伝 送設備及びこれ らの附属設備における耐震措置に関する説明書

　 6.停 電対策措置に関する説明書

　 7.線 路設備における誘導対策措置に関する説明書

　 8.電 気通信設備を設置 している通信機械室等における自動火災報知設備及び消火設備の設置

　　状況に関する説明書

　 9.屋 外設備の設置に関す る説明書

10.電 気通信設備を設置す る建築物等における自然災害等の対策措置及び不法侵入防止措置に

　　関する説明書

11.交 換設備及び伝送路設備における了解性漏話対策措置に関する説明書

12.電 気通信設備に蓄積する利用者の通信に係る情報の保護措置に関す る説明書

13.電 気通信設備と利用者又は他の第1種 電気通信事業者の事業用電気通信設備 との間におけ

　　る保安装置の設置状況に関する説明書

14.電 気通信設備と利用者又は他の第1種 電気通信事業者 との間における分界点の場所に関す

　　る説明書

15.前 号の分界点における電気通信設備の正常性確認方式に関する説明書

16.ア ナログ電話用設備(事 業用電気通信設備規則(昭 和60年郵政省令第30号)第26条 のア

　　ナログ電話用設備をいう。以下同じ。)に おける端末設備等の接続条件に関する説明書及び

　　試験結果

17.ア ナログ電話用設備における通話品質に関する計算結果及びその計算に関する説明書

18.ア ナログ電話用設備における接続品質に関す る設計値及びその根拠に関する説明書

19.電 気通信設備の工事,維 持及び運用を行 う事業場に配備 している主要試験機器の一覧

20.そ の他前各号を補足す るために必要な資料

　 (技術基準適合確認を要 しない設備)

第7条 　法第12条 第4項 の郵政省令で定める技術基準適合確認を要 しない電気通信設備は,次 の

　各号に掲げる場合 に該当する電気通信設備とする。

　 1.既 に技術基準適合確認を受けた電気通信設備を既に技術基準適合確認を受けた方法により

　　設置 した場合(ア ナログ電話用設備にあっては,通 話品質及び接続品質を劣化させることに

　　なる場合を除 く。)

　 2.既 に技術基準適合確認を受けた電気通信設備を変更することなく,提 供する電気通信役務

　　の種類を変更する場合(従 来アナログ電話用設備に該当するものでなかったものが当該変更
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　　によりアナログ電話用設備に該当するものとなる場合を除 く。)

　 3.法 第50条 第1項 の技術基準適合認定を受けた端末機器を第]種 電気通信事業者が設置 し,

　　かつ,自 己の事業の用に供する電気通信回線設備に接続する場合

　 (事業開始の届出)

第8条 　法第12条 第5項 の規定による届出をしようとする者は,様 式第6の 届出書を提出しなけ

　ればならない。

　 (氏名等の変更の届出)

第9条 　法第13条 の届出をしようとする者は,当 該変更が行われたことを証する書類を添えて,

　様式第7の 届出書を提出しなければならない。

　 (変更の許可)

第10条 　法第14条 第1項 の変更の許可を受けようとする者は,様 式第8の 申請書に,次 に掲げる

　場合に応 じて各号に定める書類を添えて,郵 政大臣に提出 しなければならない。

　 1.電 気通信役務の種類又は態様の変更の場合

　　イ　 電気通信役務の種類又は態様の区分を追加する場合は,変 更の日以降5年 内の日を含む

　　　毎年度におけるその種類又は態様の区分ごとの需要の見込み及び提供の計画を記載 した書

　　　類

　　ロ　変更予定の 日以降5年 内の日を含む毎事業年度における様式第3に よる事業収支見積書

　　ハ　当該変更に係る電気通信業務の一部を委託 し,又 はその委託の内容を変更する場合は,

　　 '受託者との契約書の写 し又はその計画を記載 した書類

　　二　 申請者が地方公共団体である場合は,当 該変更についての議会の会議録の写 し

　 2.業 務区域の変更の場合

　　イ　 業務区域が増加する場合は,増 加する区域に対 し電気通信役務の提供を開始する日以降

　　　 5年 内の日を含む毎年度におけるその区域内の電気通信役務の種類及び態様の区分ごとの

　　　需要の見込み及び提供の計画を記載 した書類

　　ロ　 業務区域が増加する場合は,所 要資金の額並びに調達方法及び返済計画を記載 した書類

　　ハ　業務区域が増加する場合は,増 加する区域に対 し電気通信役務の提供を開始する日以降

　　　 5年 内の日を含む毎事業年度における様式第3の 事業収支見積書

　　二　増加 し,又 は減少する業務区域の境界を明示 した縮尺5万 分の1の 地形図

　　ホ　申請者が地方公共団体である場合は,供 給区域の変更 についての議会の会議録の写 し

　 3.電 気通信設備の概要の変更の場合

　　イ　 変更に伴 う工事が完了する日(設 備の廃止の 日)以 降5年 内の日を含む毎年度 における

　　　当該変更に係る業務区域に関する需要の見込みを記載 した書類

　　ロ　所要資金並びに調達方法及び返済計画を記載 した書類
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　 ハ　変更に係る電気通信設備の建設計画に関する次の事項を記載 した書類

　　 ω　概要(主 要な設備に限る。)

　　 ②　工程(主 要な設備に限る。設備の廃止の場合は,廃 止の期 日を記載 した書類)

　　 (3)工 事費の概算

　　二　当該変更に伴い,他 の第1種 電気通信事業者と電気通信設備の接続若 しくは共用を行 う

　　　場合又は接続若 しくは共用の内容を変更する場合は,そ の者 との契約書の写 し又はその計

　　　画を記載 した書類

　　ホ　変更(設 備の廃止の場合を除 く。)に 係る電気通信設備を設置するための土地,建 物,

　　　その他の工作物の調達の方法及びその見込みを記載 した書類

　　へ　変更に係る伝送路設備(中 継系設備に限る。)及 び交換設備その他主要設備の配置図

　　 ト　 電気通信回線設定一覧表

　　チ　変更について行政庁の許可その他の処分を要するときは,そ の許可書等の写 し(許 可等

　　　の申請を している場合は,そ の申請書の写 し)又 はその手続の状況を記載 した書類

　 (軽微な変更)

第11条 　法第14条 第1項 ただ し書の郵政省令で定める軽微な変更は,次 のとおりとす る。

　 1.電 気通信役務の態様の変更にあっては,そ の区分を変更 しないもの

　 2.電 気通信設備の概要の変更にあっては,次 のもの

　　イ　端末系伝送路設備については,設 置数のみの変更であって,当 該変更によりその設備の

　　　設置の区域ごとの数(事 業の許可(変 更の許可があった場合は,当 該変更の許可)に 係る

　　　数をいう。)と 同数以上の増加又はその20%以 上の減少 とならないもの及び当該設備の種

　　　類の変更に伴 う設置数の変更

　　 ロ　 中継系伝送路設備にっいては,伝 送能力のみの変更であって,当 該変更 によりその設備

　　　の設置の区間ごとの伝送能力(事 業の許可(変 更の許可があった場合は,当 該変更の許可)

　　　に係 る伝送能力をいう。)の20%以 上の変更とならないもの及び当該設備の種類の変更に

　　　伴 う伝送能力の変更

　　ハ　交換設備にあっては,収 容可能回線数のみの変更であって,当 該変更により収容可能回

　　　線数(事 業の許可(変 更の許可があった場合は,当 該変更の許可)に 係る収容可能回線数

　　　をいう。)の60%以 上の増加又は20%以 上の減少とならないもの

　 3.特 定地域において臨時的に変更す るもの

　 (軽微な変更の届出)

第12条 　法弟14条 第2項 の規定による届出は,様 式第9に より行うものとする。

　 (業務の委託の認可申請)

第13条 　法第15条 の認可を受けようとする者は,様 式第10の 申請書に,次 の書類を添えて提出
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▼

　 しなければならない。

　 1、 受託者が第1種 電気通信事業者以外の者であるときは,法 第11条 の各号に該当しないこと

　　 を示す書類

　 2。 委託契約書の写 し

　 3.委 託費その他委託の実施方法に関する細目を記載 した書類

　 (事業の譲渡 し及び譲受けの認可申請)

第14条 　法第16条第1項 の認可を受けようとする者は,様 式第11の 申請書に,次 の書類を添え

　 て提出 しなければならない。

　 1.譲 渡しに関する契約書の写 し

　 2.譲 渡価額の算出の根拠その他譲渡 しの実施に関する細目を記載した書類

　 3.譲 受けに要する資金の額及び調達方法を記載 した書類

　 4.譲 受人の譲受けの日以降5年 内の日を含む毎年度における様式第3の 事業収支見積書

　 5.譲 受人が第1種 電気通信事業者以外の法人であるときは,次 の書類

　　イ　 その法人の定款又は寄附行為

　　 ロ　登記簿の謄本

　　ハ　最近の事業年度末の貸借対照表及び損益計算書

　　二　役員又は社員の名簿及び履歴書

　 6.譲 受人が法人を設立 しようとする者であるときは,次 の書類

　　イ　 その法人の定款又は寄附行為

　　 ロ　 役員となるべきものの名簿及び履歴書

　 7.譲 受人が第1種 電気通信事業者以外の法人格なき組合であるときは,次 の書類

　　イ　 組合契約書の写 し

　　ロ　 組合員の資産目録

　　ハ　組合員の名簿及び履歴書

　 8.譲 渡人又は譲受人が地方公共団体であるときは,譲 渡 し又は譲受けにっいての議会の会議

　　録の写 し

　 9.譲 受人が第1種 電気通信事業者以外の者であるときは,法 第11条 の各号 に該当 しないこと

　　を示す書類

10.譲 渡 しに係 る電気通信事業に属する電気通信設備の譲渡 し又は譲受 けにっいての行政庁の

　　承認又は許可を要するときは,そ の承認書又は許可書の写 し(承 認又は許可の申請を してい

　　る場合はその申請書の写し)又 はその手続の状況を記載 した書類

　 (合併の認可申請)

第15条 　法第16条 第2項 の認可を受けようとする者は,様 式第12の 申請書に,次 の書類を添え

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 一111一



　えて提出 しなければならない。

　 1.合 併 に関する契約書の写 し

　 2.合 併の条件に関する説明書

　 3.合 併の日以降5年 内の 日を含む毎年度における様式第3の 事業収支見積書

　 4.当 事者の一方が第1種 電気通信事業者以外の者であるときは,そ の者の定款,登 記簿の騰

　　本並びに最近の事業年度末の貸借対照表及び損益計算書

　 5.合 併後存続する法人又は合併により設立す る法人の定款及び役員 となるべき者の履歴書並

　　びに当該法人について法第11条 第1号 第2号,第3号 又は第7号 に該当しないことを示す書

　　類

　 6.合 併 しようとする法人に属す る電気通信設備に関し合併にっいて行政庁の許可その他の処

　　分を要するときは,そ の許可書等の写 し(許 可等の申請をしている場合は,そ の申請書の写

　　し)又 はその手続の状況を記載 した書類

　 (相続の認可申請)

第16条 　法第17条 第2項 の認可を受 けようとする者は,様 式第13の 申請書に,次 の書類を添え

　て提出しなければならない。

　 1.申 請者 と被相続人 との続柄を証する書類

　 2.申 請者の履歴書及び資産 目録

　 3.申 請者以外に相続人があるときは,そ の者の氏名及び住所を記載 した書面並びに当該申請

　　に対す る同意書

　 4.申 請者について法第11条 の第1号,第2号,第4号 又は第5号 に該当しないことを示す書

　　類

　 (事業の休止及び廃止の認可申請)

第17条 　法第18条 第1項 の許可を受けようとする者は,様 式第14の 申請書に,次 の書類(事 業

　の全部を廃止する場合を除 く。)を 添えて提出 しなければならない。

　 1.休 止 し,又 は廃止する事業に係る業務区域の境界を明示 した縮尺5万 分の1の 地形図

　 2.休 止 し,又 は廃止する事業に係る電気通信設備の概要を記載 した書類

　 3.休 止又は廃止の日以降5年 内の日を含む毎年度における様式第3の 事業収支見積書

　 (法人の解散決議等の認可申請)

第18条 　法第18条 第3項 の認可を受けようとする者は,様 式第15の 申請書に,解 散の決議又は

　総社員の同意を証する書類を添えて,提 出 しなければならない。

　 (契約約款の認可の申請)

第19条 　法第31条 第1項 の認可(変 更の場合を除 く。)を 受けようとする者は,様 式第16の 申

　請書に,契 約約款の案及び次の事項を記載 した書類を添えて提出しなければならない。
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マ

　 1.法 第32条 第2項 の規定に基づき掲示することとなる提供条件

　 2.料 金又は利用者の負担となるべき金額の算出の根拠又は金額決定の方法に関する説明

　 3.契 約約款の実施の日以降5年 内の日を含む毎事業年度における申請に係る電気通信役務の

　　収支見積り

第20条 　法第31条 第1項 の変更の認可を受けようとするものは,様 式第16の 申請書に,次 の事

　項を記載 した書類を添えて提出しなければならない。ただ し,第2号 及び第3号 の事項は,契

　約約款の変更が料金又は利用者の負担 となるべき金額に係る場合に限る。

　 1.法 第32条 第2項 の規定に基づき掲示することとなる提供条件

　 2.料 金又は利用者の負担 となるべき金額の算出の根拠又は金額決定の方法に関する説明

　 3.変 更後の契約約款の実施の日以降5年 内の日を含む毎事業年度における申請 に係る電気通

　　信役務の収支見積 り

　 4.契 約約款の新旧対照

　 (契約約款の認可を要 しない提供条件)

第21条 　法第31条 第1項 の郵政省令で定める事項は,次 に掲げる事項以外のものとする。

　 1.電 気通信役務の名称及び内容

　 2.電 気通信役務の提供区域又は提供区間

　 3.電 気通信役務に関する料金。ただ し,次 の料金を除く。

　　イ　 利用者の範囲が限定されている電気通信役務に関する料金

　　ロ　利用頻度の少ない電気通信役務に関する料金

　　ハ　手数料その他これに類する料金

　 4.第1種 電気通信事業者及びその利用者の責任に関する事項

　 5,電 気通信設備の設置の工事その他の工事に関する費用の負担の方法

　 6.電 気通信回線設備の使用の態様に関 し制限を設けるときは,そ の事項

　 7.法 第8条 第1項 の重要通信の取扱方法

　 8.電 気通信役務を円滑に提供するために必要な技術的事項

　 9。 前各号に掲げるもののほか,利 用者の権利又は義務に重要な関係を有する電気通信役務の

　　提供条件又は第1種 電気通信事業者及び利用者の責任に関する事項があるときは,そ の事項

10.有 効期間を定めるときは,そ の期間

　 (料金減免の基準)

第22条 法第31条 第4項 の郵政省令で定める電気通信役務の料金の減免の基準は,次 の各

　号に該当する通信の減免とする。ただし,第8号 に掲げる通信にあっては,当 該電気通信役務

　の原価を下らない範囲内においてその料金の額を減額することができるものとする。

　 1.船 舶又は航空機が重大かっ急迫の危険に陥 り,又 は陥るおそれがあることを通報する通信
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　 2.船 舶又は航空機の航行に対する重大な危険を予防するために発信する通信

　 3.天 災,事 変その他の非常事態が発生 し,又 は発生するおそれがある場合における人命又は

　　財産の危険を通報する通信

　 4.船 舶内に傷病者の医療について指示を受けるために発信する通信及びその返信のための通

　　信

　 5,災 害に際 し罹災者より行 う通信及び第1種 電気通信事業者が罹災地に特設する電気通信設

　　備か ら行 う通信

　 6.警 察機関に犯罪について通報す る通信

　 7.消 防機関に出火を報知 し,又 は人命の救護を求める通信

　 8.警 察法(昭 和29年 法律第162号)に よる警察庁若 しくは都道府県警察の機関,消 防組織法

　　 (昭和22年 法律第226号)に 規定する国若 しくは地方公共団体の消防の機関又は政治,経 済,

　　文化その他公共的な事項を報道 し,若 しくは論議することを目的としてあまねく発売される

　　日刊新聞紙(そ の発行部数が1の 題号にっいて8POO部 以上であるもの)を発行する新聞社,

　　放送事業者(電 波法(昭 和25年 法律第131号)の 規定により放送局の免許を受けた者をいう)

　　若 しくはこれらにニュース若 しくは情報(広 告を除く。)を 供給することを主たる目的とす

　　る通信社(以 下 「新聞社等」という。)の 事業のための通信であって専用たる電気通信役務

　　において取り扱われるもの

　 (接続協定等の認可の申請)

第23条 　法第38条 第1項 の認可を受 けよ うとす る者は,様 式第17の 申請書に,次 の書類を添

　えて提出しなければならない。

　 1.協 定書の写 し

　 2.当 事者が取得 し若 しくは負担すべき金額及びその清算方法その他協定の実施方法の細目を ・

　　記載 した書類

　 3.接 続又は共用の概要を示す図

　 4.変 更の認可申請の場合は,協 定の新旧を対照した書類

　 (接続等に係る申立て)

第24条 　法第39条 第1項 の申立てを しようとする者は,様 式第18の 申立書を提出しなければ

　ならない。

　 (接続等に係る裁定の申請)

第25条 　法弟39条 第2項 の裁定を申請 しようとする者は,様 式第19の 申請書を提出しなけれ

　 ばならない。

　 (外国政府等との協定等の認可の申請)

第26条 　法第40条 の認可を受 けようとす る第1種 電気通信事業者は,様 式第20の 申請書に,
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次の書類を添えて提出しなければならない。

　 1.協 定書又は契約書の写 し

　 2.協 定の実施方法の細目を記載 した書類

　 3.変 更の認可申請の場合は,協 定等の新旧を対照 した書類

　 (外国政府等との協定等における重要事項)

第27条 　法第40条 の郵政省令で定める重要な事項であって第1種 電気通信事業に係るものは,

　次のとおりとする。

　 1.電 気通信回線を設定 し,変 更 し,又 は廃止 しようとするときは,そ の区間並びにこれによ

　　り取り扱う電気通信役務の種類及び態様

　 2.前 号に規定するもののほか,電 気通信役務の提供に著 しい影響を及ぼすと認められる事項

　 (管理規程)

第28条 　法第43条 第1項 の規定 による届出をしようとする第1種 電気通信事業者は,様 式第

　21の届出書に,管 理規程を添えて行わなければならない。

　 2.法 第43条 第2項 の規定による届出をしようとする第1種 電気通信事業者は,様 式第22の

　　届出書を提出しなければならない。

第29条 法第43条 第1項 の規定に基づき第1種 電気通信事業者の定める管理規程は,次 のと

　おりとする。

　 1.事 業用電気通信設備の工事,維 持又は運用に関する業務を管理する者の職務及び組織に関

　　すること。

　 2.電 気通信主任技術者が疾病,事 故その他の事由によってその職務を行 うことができない場

　　合に,そ の職務を代行する者に関すること。

　 3.事 業用電気通信設備の工事,維 持又は運用に従事する者に対する教育に関すること。

　 4.事 業用電気通信設備の工事,維 持及び運用に関する巡視,点 検及び検査に関すること。

　 5.事 業用電気通信設備の運転又は操作に関すること。

　 6.事 業用電気通信設備の工事,維 持及び運用における通信の秘密の確保に関すること。

　 7.事 業用電気通信設備の工事,維 持及び運用に関 し,事 故が発生 した場合の報告,記 録及び

　　措置に関すること。

　 8.災 害その他非常の場合にとるべき措置に関すること。

　 9.そ の他事業用電気通信設備の工事,維 持及び運用に関 し,電 気通信役務の確実かっ安定的

　　な提供の確保のために必要な事項

　 (技術的条件の認可)

第30条 　法第49条 第1項 及び第52条 第1項 第1号 の規定に基づき郵政大臣の認可を受けて技

　術的条件を定めようとす る者は,様 式第23の 申請書に,そ の案を添えて提出しなければならない。
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　 (利用者か らの端末設備の接続請求を拒める場合)

第31条 　法第49条 第1項 の郵政省令で定める場合は,利 用者か ら,端 末設備であ って電波

　を使用するもの(別 に告示で定めるものを除く。)及 び公衆電話機その他利用者による接続が

　著 しく不適当なもの(法 第31条 第1項 の認可を受けた場合のものに限る。)の 接続の請求を

　受けた場合とする。

　 (端末設備の接続の検査)

第32条 　法第51条 第1項 の郵政省令で定める場合は,次 のとお りとす る。

　 1.端 末設備を同一の構内において移動するとき。

　 2.通 話の用に供 しない端末設備又は網制御に関する機能を有 しない端末設備を増設し,取 り

　　替え,又 は改造するとき。

　 3.防 衛庁が,第1種 電気通信事業者の検査に係る端末設備の接続にっいて,法 第49条 第1

　　項の技術基準に適合す るかどうかを判断するために必要な資料を提出 したとき。

　 4.第1種 電気通信事業者が,そ の端末設備の接続にっき検査を省略しても法第49条 第1項 の

　　技術基準に適合 しないおそれがないと認められる場合であって,検 査を省略することが適当^

　　であるとしてその旨を定め公示 したものを接続するとき。

　 5.第1種 電気通信事業者が法第49条 第1項 の規定に基づき郵政大臣の認可を受けて定める

　　技術的条件に適合 していること(同 項に規定する技術基準に適合 していることを含む。)に

　　ついて,郵 政大臣が別に告示 して指定する者が認定 した端末機器を接続 したとき。

二　法第51条 第2項 の郵政 省令で定め る場合は,次 のとおりとする。

　 1.第1種 電気通信事業者が,利 用者の営業時間外及び日没から日出までの間において検査を

　　受けるべきことを求めるとき。

　 2.防 衛庁が,第1種 電気通信事業者の検査に係る端末設備の接続について,法 第49条 第1項

　　の技術基準に適合するかどうかを判断するために必要な資料を提出したとき。

　　　第3章 第2種 電気通信事業

　 (一般第2種 電気通信事業の届出)

第33条 　法第22条 第1項 の規定 による一般第2種 電気通信事業の届出は,様 式第24の 届出書

　書に,様 式第25の書類を添えて行 うものとする。

二　法第22条 第1項 第2号 の電気通信役務の種類は,次 の表のとお りとする。
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音声伝 送役務 音声を伝送交換することを主たる目的とする電気通信役務

画像伝 送役務 画像を伝送交換することを主たる目的とする電気通信役務

データ伝送役務 データを伝送交換することを主たる目的とする電気通信役務

複　合　役　務 前各号以外の電気通信役務

三　法第22条第2項 の規定による同条第1項 第1号 の事項の変更の届出は,様 式第26の 届出書に

　 より行 うものとする。

四　法第22条 第3項 の規定による同条第1項 第2号 の事項の変更の届出は,様 式第27の 届出書に

　 より行 うものとする。

五　法第22条 第3項 ただ し書の郵政省令で定める軽微な変更は,電 気通信役務の態様のうち提供

　 区域の変更であって変更に係る都道府県の数が5を 超えないものとする。

　 (一般第2種 電気通信事業者の地位の承継等の届出)

第34条 　法第23条第2項 の規定による地位の承継の届出は,様 式28の 届出書により行 うもの

　 とする。

二　法第23条第3項 の規定による休止又は廃止の届出は,様 式第29の 届出書により行 うものと

　する。

三　法第23条第4項 の規定による解散の届出は,様 式第30の届出書により行うものとする。

　 (特別第2種 電気通信事業の登録申請)

第35条 　第24条 第4項 の申請は,様 式第31に よるものとする。

二　法第24条 第2項 第2号 の電気通信役務の種類は,次 の表のとおりとする。

音声を伝送交換することを主たる目的とする電気通信役務

画像を伝送交換することを主たる目的とする電気通信役務

デ ータ伝送役務　データを伝送交換することを主たる目的とする電気通信役務

三　法第24条 第3項 の事業計画書は,様 式第32に よるものとする。

四　法第24条 第3項 の郵政省令で定める書類は,次 のとおりとする。

　 1.主 たる技術者(電 気通信主任技術者として選任する予定の者がある場合は,そ の者)の 履

　　歴書

　 2.申 請者が既存の法人であるときは,次 に掲げる書類。ただ し,ロ 及びハに掲げるものにつ

　　いては,金 融機関が発行ずる当該法人の資金調達能力を示す書類又はこれに準ずる書類を も

　　って代えることができる。

　　イ　 定款又は寄附行為及び登記簿の謄本
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　　ロ　最近の事業年度における貸借対照表

　　ハ　最近の三事業年度における損益計算書

　 3.申 請者が法人を設立 しようとする者であるときは,次 に掲げる書類

　　イ　 定款又は寄附行為の謄本

　　ロ　金融機関が発行する当該法人を設立 しようとする者の資金調達能力を示す書類又はこれ

　　　に準ずる書類

　 4.法 第26条 第1項 第1号 から第3号 までに該当 しないことを示す様式第33の 書類

　 (変更登録等)

第36条 　法第27条 第1項 ただ し書の郵政省令で定める軽微な変更は,次 のとおりとす る。

　 1.電 気通信役務の態様のうち提供区域の変更であって,変 更に係 る都道府県の数が5を 超え

　　ないもの。

　 2.電 気通信設備の変更であって,そ の変更に伴う当該設備の回線収容能力(当 該第2種 電気

　　通信事業の用に供される電気通信設備の電気通信回線の収容能力をいう。)の 増加又は減少

　　が1、200ビ ッ ト毎秒の伝送速度の電気通信回線に換算 して250回 線を超えないもの

二　法第27条 第2項 の変更登録の申請書は,様 式第34に よるものとする。.

三 法第27条 第4項 の規定による変更の届出は,様 式35の 届出書により行 うものとする。

　 (特別第2種 電気通信事業者の地位の承継等の届出)

第37条 　法第30条 において準用する法第23条 第2項 の規定による地位の承継の届出は,様 式第

　 36の 届出書により行 うものとす る。

二　法第30条 において準用する法第23条 第3項 の規定による休止又は廃止の届出は,様 式第37の

　届出書により行うものとする。

三　法第30条 において準用する法第23条 第4項 の規定による解散の届出は,様 式第38の 届出書に

　 より行 うものとする。

　 (契約約款の届出を要 しない提供条件)

第38条 　法第31条 第5項 の郵政省令で定める事項は,次 に掲げ る事項以外のものとす る。

　 1.電 気通信役務の名称及び内容

　 2.電 気通信役務の提供区域

　 3.電 気通信役務に関する料金(軽 微なものを除 く。)

　 4.特 別第2種 電気通信事業者及び利用者の責任に関する事項

　 5.法 第8条 第1項 の重要通信の取扱方法

　 6.電 気通信役務を円滑に提供するために必要な技術的事項　・

　 7.前 各号に掲げるもののほか,利 用者の権利又は義務に重要な関係を有する電気通信役務の

　　 提供条件又は第1種 電気通信事業者及び利用者の責任に関する事項があるときは,そ の事項
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　 8.有 効期間を定めるときは,そ の期間

　 (特別第2種 電気通信事業者の外国政府等との協定)

第39条 　法第40条 の郵政省令で定める重要な事項であって,特 別第2種 電気通信事業者に関

　するものは,電 気通信事業を行う外国政府又は外国人若 しくは外国法人との間の国際電気通信

　役務の提供に関する提携とする。

　 (準用)

第40条 　第22条(第8号 を除く。),第26条,第28条 及び第29条 の規定は,特 別第2種 電気

　通信事業者にっいて準用す る。

　　　第4章 土地の使用

　 (土地等の使用の認可の申請)

第41条 第1種 電気通信事業者は,法 第73条 第1項 の認可を受けよ うとす るときは,様 式第

　 39の 申請書を,そ の土地及びこれに定着す る建物その他の工作物(以 下単に「土地等」という。)

　 の所在地を管轄する都道府県知事(以 下「都道府県知事」という。)に提出しなければならない。

　 (協議において定めた事項の届出)

第42条 　第1種 電気通信事業者及び土地等の所有者(所 有権以外の権原に基づきその土地等を

　使用す る者があるときは,そ の者及び所有者。以下同じ。)は,法 第73条 第1項 の規定によ

　る協議が調 った場合において,同 条第5項 の届出を しようとするときは,そ の協議が調 った日

　から10日以内に,様 式第40の 届出書を都道府県知事に提出 しなければならない。

　 (土地等の使用の裁定の申請)

第43条 　第1種 電気通信事業者は,法 第74条 第1項 の裁定を申請しようとするときは,様 式

　第41の 申請書の正本1通 及び副本1通(使 用 しようとする土地等が所在する市町村が2以 上

　であるときは,そ の数 と同数)に それぞれ工事計画書及び工事計画を表示する図面を添えて,

　都道府県知事に提出しなければならない。ただ し,使 用権の存続期間の延長についての裁定を

　申請 しようとする場合にあっては,工 事計画書及び工事計画を表示する図面の提出を要 しない。

二　前項及び第45条 の規定の適用については,こ れ らの規定中 「市町村」とあるのは,特 別区

　のある地にあっては 「特別区」と,地 方自治法(昭 和22年 法律第67号)第252条 の19第1項 の

　指定都市にあっては 「区」 と,全 部事務組合のある地にあっては 「全部事務組合」と,役 場事

　務組合のある地にあっては 「役場事務組合」 とする。

　 (土地等の一時使用等の許可の申請)

第44条 　第1種 電気通信事業者は,法 第78条 第2項(法 第79条 第2項 において準用する場合を

　含む。)の 許可を受けようとするときは,様 式第42の 申請書 を都道府県知事に提出 しなけれ

　ばならない。
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　　(植物の伐採等の許可の申請)

第45条 　第]種 電気通信事業者は,法 第81条 第1項 の許可を受けようとするときは,様 式第

　 43の 申請書を都道府県知事に提出 しなければならない。

　 (損失補償の裁定の申請)

第46条 　第1種 電気通信事業者又は損失を受けた者は,法 第82条 第2項 の裁定を申請 しようと

　 するときは,損 失が発生 した日から6月 以内に,様 式第44の 申請書を都道府県知事に提出 し

　 なければならない。

　 (線路の移転等の裁定の申請)
'
第47条 　第1種 電気通信事業者又は土地等の所有者は,法 第83条 第3項 の裁定を申請 しようと

　 するときは,様 式第45の 申請書の正本一通及び副本一通(線 路の設置されている土地等が所

　 在する市町村が2以 上であるときは,そ の数と同数)を 都道府県知事に提出しなければならな

　 いo

　 (公用水面の使用に係る認可の申請)

第48条 　第1種 電気通信事業者は,法 第85条第3項 の認可を受けようとするときは,様 式第46

　 の申請書の正本一通及び副本一通(同 条第2項 の通知を発 した関係都道府県知事が2人 以上で

　 あるときは,そ の数と同数)を 郵政大臣に提出しなければならない。

　 (水底線路の保護区域の指定の申請等)

第49条 　第1種 電気通信事業者は,法 第86条 第1項 の規定による保護区域の指定を受けよう

　 とするときは,様 式第47の 申請書 に水底線路の位置を表示する図面を添えて,郵 政大臣に提

　 出 しなげればならない。

二　第1種 電気通信事業者は,法 第86条 第 ユ項の規定により指定された保護区域について,そ

　 の指定を要 しなくなったときは,速 やかにその旨を郵政大臣に届け出なければならない。

　 (陸標の設置)

第50条 　第1種 電気通信事業者は,保 護区域の指定があった日か ら2週 間以内に,法 第86条 第

　 3項 の陸標を水底線路の陸揚地点の付近に,そ の保護区域が示されるように設置 しなければな

　 らない。

二　前項の陸標の形式は,様 式第48の とお りとする。

　 (陸標の位置の公告)

第51条 　第1種 電気通信事業者は,保 護区域の指定があった日から3週 間以内に,前 条の陸標

　 の位置を日刊新聞紙への掲載その他関係漁業者等に周知されるような方法により,公 告 しなけ

　 ればな らない。

　 (保護区域の指定の解除による陸標の撤去等の措置)

第52条 第1種 電気通信事業者は,保 護区域の指定の廃止があったときは,速 やかに陸標を撒
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　去 しなければならない。

二　前条の規定は,前 項の場合に準用する。

　 (標識の形式)

第53条 　法第88条 の浮標に掲げる標識の形式は,様 式第49の とおりとする。

　 (水底線路の敷設等による航行禁止の範囲)

第54条 　法第88条 の郵政省令で定める範囲は次のとおりとする。

　 1.水 底線路の敷設又は修理に従事 している船舶であって,そ の旨を示す標識を掲げているも

　　のからの範囲

　　 イ　 航行する船舶が総 トン数1万 トン以上の場合にあっては,1.000メ ー トル

　　 ロ　航行する船舶がイ以外の場合にあっては,750メ ー トル

　 2.敷 設又は修理中の水底線路の位置を示す浮標であって,そ の旨の標識を掲げてあるものか

　　 らの範囲

　　イ　 航行する船舶が総 トン数1万 トン以上の場合にあっては,400メ ー トル

　　 ロ　航行する船舶がイ以外の場合にあっては,300メ ー トル

ニ　水底線路の敷設又は修理に支障がないと認められる場合であって,当 該水底線路の敷設又は

　修理に従事している船舶の船長が前項に定める範囲の内において航行を承諾 したときは,前 項

　の規定にかかわらず,そ の承諾 した部分を除く範囲とする。

　　　第5章 　雑　　則

　 (緊急に行うことを要する通信)

第55条 　法第8条 第1項 の郵政省令で定める通信は,次 の表の左欄に掲げる事項を内容とする

　通信であって,同 表の右横に掲げる機関等において行われるものとする。

通　信　の　内　容 機　　　関　　　等

1.火 災,集 団 的 疫 病,交 通 機 関 の重 大 な 事 故, (1)予 防,救 援,復 旧等 に 直接 関係 が あ

その他人命の安全に係る事態が発生 し,又 は発 る機関相互間

生するおそれがある場合において,そ の予防, ② 左記の事態が発生 し,又 は発生する

救援,復 旧等に関 し,緊 急を要する事項 お それ が あ る こ とを 知 っ た者 と(1)の機

関との間

2.治 安の維持のため緊急を要す る事項 ω 警察機関相互間

(21犯 罪 が 発生 し,又 は 発 生 す るお それ

があることを知 った者と警察機関との

間

3.国 会議員又は地方公共団体の長若 しくはその 選挙管理機関相互間
議会の議員の選挙の執行又はその結果に関 し,

緊急を要する事項
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4.天 災,事 変その他の災害に際 し,災 害状況の

報道を内容とするもの

新聞社等の機関相互間

5.気 象,水 象,地 象若 しくは地動の観測の報告

又は警報に関す る事項であって,緊 急に通報す

　ることを要する事項

気象機関相互間

6.水 道,ガ ス等の国民の日常生活に必要不可欠

　な役務の提供その他生活基盤を維持するため緊

急を要する事項

左記の通信を行う者相互間

　 (業務の停止)

第56条 　法第8条 第2項 の郵政省令で定める基準は,次 のとおりとする。

　 1.次 に掲げる機関等が重要通信(法 第8条 第1項 に定める事項を内容とする通信をいう。以

　　下同 じ。)を 行うため他の通信の接続を制限又は停止すること。

イ

ポ

ト

リ

ル

ワ

ヨ

気象機関　　　　　ロ　水防機関

秩序の維持に直接関係がある機関

海上の保安に直接関係がある機関

通信役務の提供に直接関係がある機関

水道の供給に直接関係がある機関

新聞社等の機関

　ハ　消防機関　　　 ,　 二　災害救助機関

へ　防衛に直接関係がある機関

チ　輸送の確保に直接関係がある機関

ヌ　電力の供給に直接関係がある機関

ヲ　 ガスの供給に直接関係がある機関

力　 金融機関

その他重要通信を取 り扱う国又は地方公共団体の機関

　2.前 号の場合において,停 止又は制限される通信は,重 要通信を確保するため必要最小限の

　　ものでなければならない。

　 (業務の停止等の報告)

第57条 　法第35条 の規定による報告を しようとする者は,報 告を要する事由が発生 した後(通

　信の秘密の漏えいに係るものにあっては,そ れを知った後)速 やかにその発生 日時及び場所,

　概要,理 由又は原因,措 置模様その他参考 となる事項にっいて適当な方法により報告するとと

　 もに,そ の詳細にっいて次の表の左欄に掲げる報告の事由の区分に応 じ,そ れぞれ同表右欄に

　掲げる報告期限までに様i式50の報告書を提出 しなければならない。

　法第8条 第2項 の規定により電気通信業　法第8条 第2項 の規定により電気通信業務の
務の一部の的止　　　　　　　　　　　　　一部を停止 した日から30日以内

電気通信業務に関 し通信の秘密の漏えいを知
った日から30日以内

その重大な事故が発生 した日から30日以内
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　 (報告を要する重大な事故)

第58条 　法第35条 の郵政省令で定める重大な事故であって第!種 電気通信事業に関するものは,

　次のとおりとする。

　 1.電 気通信設備の故障により電気通信役務の提供を停止させた事故(他 の電気通信事業者の

　　電気通信設備の故障によるものを含む。)で あって,次 に掲げる範囲のもの

　　イ　 加入者線系の電気通信設備の故障の場合にあっては,当 該電気通信設備の故障によって

　　　電気通信役務の提供の停止を受けた利用者の数が3万 以上であり,か つ,そ の停止時間が

　　　 2時 間以上の もの

　　 ロ　 中継線系の電気通信設備の故障の場合にあっては,当 該電気通信設備の事故によって,

　　　電気通信役務の提供を2時 間以上停止させたもの。ただし,線 路設備については,そ の故

　　　障が3千 回線を超えるものに限る。

　 2.電 気通信事業者が設置 した衛星,海 底同軸ケーブルその他これに準ずる重要な電気通信設

　　備の故障によ り,当 該電気通信設備を利用するすべての通信のぞ通が2時 間以上不能となる

　　事故

二　法第35条 の郵政省令で定める重大な事故で第2種 電気通信事業に関するものは,電 気通信役

　務の提供を停止 された利用者の数が当該第2種 電気通信事業の利用者の数の半数を超える事故

　であってその停止期間が2時 間以上のものとする。

　 (規模の基準)

第59条 　法第90条 第1項 第2号 の基準は,当 該電気通信事業を営む者の設置する線路のこう長

　の総延長が5キ ロメートルであることとする。

　 (株式及び公告)

第60条 　法第91条 第1項 の郵政省令で定める株式 は,証 券業協会(証 券取引法(昭 和23年 法律

　第25号)第67条 第1項 に規定する証券業協会をいう。)の 規則の定めるところにより,店 頭売

　買につき売買値段を発表するものとして登録された株式とする。

二　法第91条 第1項 の郵政省令で定める割合は,1の 者について10分の1と する。

三　法第91条 第2項 の公告は,会 社の定款で定める公告の方法により定時株主総会 ごとに行 うも

　のとする。

四　法第91条 第2項 ただ し書の郵政省令で定める割合は,4分 の1と する。

　 (立入検査の身分証明書)

第61条 　法第92条 第3項 の証明書は,様 式第51に よるものとする。

　 (聴聞の公告及び予告)

第62条 　郵政大臣は,法 第95条 又は第96条 に規定す る聴聞をしようとするときは,聴 聞会の期

　日,場 所及び事案の要旨を聴聞開始の日の10日前までに公告するものとする。
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二　郵政大臣は,聴 聞 しようとするときは,聴 聞開始の日の10日 前までに,聴 聞会の期日,場 所

　及び事案の要旨をその処分に係 る者又はその異議申立人若 しくは審査請求人に予告 しなければ

　ならない。

　 (聴聞会)

第63条 聴聞会は,郵 政大臣の指名する職員が議長 として主宰する。

二　議長は,必 要があると認めるときは,関 係行政庁の職員,学 識経験者その他参考人に対 し,

　聴聞会に出席を求めることができる。

三　利害関係人又はその代理人として聴聞会に出席 しようとする者は,文 書をもって,当 該事案

　について利害関係のあることを疎明 しなければならない。

四　聴聞会においては,異 議申立て又は審査請求の場合にあっては,最 初に異議申立人若 しくは.

　審査請求人又はこれ らの代理人に異議申立て又は審査請求の要旨及び理由を陳述させ,そ の他

　の場合にあっては,議 長が最初に当該処分の要旨及び理由を説明しなければならない。

五 異議申立て又は審査請求に係る聴聞会においては,異 議申立人若しくは審査請求人又はこれ

　 らの代理人が出席 しないときは,議 長は異議申立て又は審査請求の朗読をもってその陳述に代

　え ることができる。

六　処分に係る者,異 議申立人若 しくは審査請求人,こ れ らの利害関係人又はこれらの代理人は,

　聴聞会において証拠を提示し,又 は意見を述べることができる。

七 議長は,処 分に係 る者の申請により,聴 聞会を非公開とすることができる。

八　議長は,議 事を整理するため必要があると認めるときは,陳 述又は証拠の提示を制限するこ

　 とができる。

九　議長は,聴 聞会の秩序を維持す るため必要があると認めるときは,そ の秩序を妨げ,又 は不

　穏な言動をする者を退去 させることができる。

十　議長は,必 要があると認めるときは,聴 聞会を延長し,又 は続行することができる。

十　議長は,前 項の規定により聴聞会を延期 し,又 は続行する場合は,次 回の聴聞会の期 日及び

　 場所を定め,こ れを公告 し,処 分に係る者,異 議申立人若 しくは審査請求人又はこれ らの代理

　 人にこれを通知 しなければならない。

　　(調書)

第64条 　議長は,聴 聞に際しては,調 書を作成 しなければならない。

二　調書には,次 の事項を記載 し,議 長が署名しなければならない。

-

∩乙

3

4

事案の件名

蠣i聞会の期日及び場所

議長の職名及び氏名

処分に係る者,異 議申立人若 しくは審査請求人又はこれらの代理人の住所及び氏名
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`

　 5.出 席 した利害関係人又はその代理人の住所及び氏名

　 6.出 席 した行政庁の職員,学 識経験者その他の参考人の氏名

　 7.陳 述の要旨

　 8.証 拠が提示されたときは,そ の旨

　 9.そ の他参考となるべき事項

三　処分に係る者,異 議申立人若しくは審査請求人又はこれらの代理人は,当 該事案の調書を閲

　覧することができる。書面をもって当該事案について利害関係のあることを疎明 した者及びそ

　の代理人 も同様とする。

　 (電報)

第65条 　法附則第5条 第2項 の規定に基づ く電報の事業に係る業務の委託は,次 に掲げるとこ

　ろによる。

　 L　 日本電信電話株式会社(以 下 「日本電電」という。)　又は国際電信電話株式会社(以 下

　　 「国際電電」という。)は,電 報の事業に係る業務を郵便局において行 うことが適当である

　　 ときは,こ れを郵政大臣に委託すること

　 2、 日本電電又は国際電電は,前 号の規定による委託をすることができないときは,次 の条件

　　に適合する者に当該業務を委託すること

　　イ　 法第11条 第1号 から第3号 までの各号の1に 該当する者でない者

　　 ロ　 通信の秘密の確保に支障が生ずるおそれのない者

　　ハ　委託に係る地域の事情に明るい者その他確実かつ安定的に委託業務を遂行できる者

第66条 　 日本電電又は国際電電は,法 第31条 第1項 の規定に基づき,郵 政大臣の認可を受けて

　定める契約定款において,電 報の配達(電 報に関する現業事務を取り扱う事務所における交付

　その他配達に準ずる行為を含む。以下同 じ。)に 関 し,配 達先,正 当の配達及び配達の免責事

　由について定めなければならない。

二　電報の誤配達を受けた者が日本電電又は国際電電にその電報を返 し,又 はその旨を通知 した

　ときは,日 本電電又は国際電電は,電 報の返付又は通知のため通常要すべき費用を補償 しなけ

　ればならない。

　 (旧公衆法に規定する電話加 入権に相当す るものの要件)

第67条 　法附則第9条 第2項 の郵政省令で定める要件は,次 の各号に適合することを条件 とし

　て郵政大臣が指定する電話の役務の提供を受ける契約に基づ く権利であることとす る。

　 1.そ の交換に関する事務が日本電電の事務所において行われる電話であること。

　 2.自 動車,船 舶,航 空機その他の交通機関に設置する無線電話でないこと。

　 3.日 本電電と特定の者との契約により設置する電話であること。

二　前項の指定は,法 第31条第1項 の規定に基づ く第1種 電気通信事業者たる日本電電の定める
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　契約約款の認可に関する処分の際に告示により行 うもの とする。

三　第2項 の規定にかかわらず,法 附則第8条 第2項 の規定に基づき日本電電が従前の条件でそ

　の電気通信役務を提供 している間は,そ の従前の条件において法附則第3条 の規定によ り廃止

　された公衆電気通信法(昭 和28年 法律第97号 。以下 「1日公衆法」という。)の 加入電話加入契

　約と同一の条件が適用される契約に基づく権利を法附則第9条 第2項 の要件に該当するものと

　する。

　 (電話加入権等 に関する帳簿の備付け等)

第68条 　 日本電電は,法附則第9条 第1項 の電話加入権及び同条第2項 の権利(以 下 「電話加入

　権」と総称する。)に 関する次の事項を記載した帳簿(以 下 「帳簿」という。)を 備え付ける

　 ものとする。

　 1。契約の締結年月日

　 2.電 話番号

　 3.利 用者の住所又は居所及び氏名

　 4.電 話の設置場所

　 5.電 話の種類

　 6.電 話加入権の移転があったときは,そ の効力が発生 した年月日

　 7.電 話加入権の譲渡の請求があったとき又は差押え(滞 納処分(国 税徴収法(昭 和34年 法律

　　第147号)に よる滞納処分及びその例による滞納処分をいう。)に よるものの場合にあって

　　は,参 加差押えを含む。),仮差押え若 しくは仮処分の通知があったときは,法 の施行後に法

　　附則第9条 第1項 の規定によりなおその効力を有するとされ,又 は同条第2項 の規定により

　　その規定の例によるとされる旧公衆法第38条 の3第1項 の規定により記載した受付の年月日

　　及び受付番号

二　前項の帳簿は,当 該契約に関する事務を取り扱 う日本電電の事務所に備え付けなければなら

　 ない。ただ し,帳 簿を電磁的記録により調製する場合であって,当 該契約に関する事務を取 り

　扱う事務所において直ちに記録された事項を知 り得るときは,こ の限りでない。

三　利害関係人は,日 本電電が定める手数料を支払 って,第1項 の帳簿に記載 した事項の証明を

　 請求することができる。

　 (申請等の方法)

第69条 　次の表の左欄に掲げる申請,届 出又は申立て(以 下 「申請等」という。)を しよ うと

　 する者は,当 該申請等をそれぞれ同表右横に掲げる地方電気通信監理局長(沖 縄郵政管理事務

　 所長を含む。以下同 じ。)を 経由して行うことができる。
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、

　 法 第9条 第1項,第14条 第1項 若 し くは第18条 の 許

可 の 申請,法 弟15条 第1項,第16条 第1項 若 し くは第

2項,第17条 第2項 若 し くは第18条 第3項 の 認 可 の 申

tiN,法 第12条 第3項(法 第14条 第4項 にお いて 準 用 す

る場 合 を 含 む 。)の 申 請 又 は法 弟12条 第5項(法 第14

条 第4項 に お いて 準 用 す る場 合 を含 む 。)第13条 若 し

くは第14条 第2項 の規 定 に よ る届 出

　法第22条,第23条 第2項 か ら第4項 まで,第27条 第

4項 若 しくは第30条 において準用する第23条若 しくは

第3]条 の規定による届出,法 第24条 第1項 の登録若 し

くは第27条 第1項 の変更登録の申請又は法第40条 の認

可(特 別第2種 電気通信事業に係るものに限る。)の

申請

　法第3]条第1項,第49条 第1項 若 しくは第52条 第1

項第1号 の認可又は法第40条の認可(第]種 電気通信

事業に係るものに限る。)の 申請

　法第12条 第4項(法 第14条 第4項 において準用する

場合を含む。)の 確認の申請,法 第38条 若 しくは第85

条第3項 の認可の申請,法 第39条 第1項 の申立て,同

条第2項 の裁定の申請,法 第43条 第1項 若 しくは第2

項若しくは第85条 第1項 の規定による届出又は法第86

条第1項 の指定の申請

　当該第1種 電気通信事業に係る

業務区域を管轄する地方電気通信

監理局長(業 務区域が2以 上の地

方電気通信監理局長の管轄する地

域にわたる場合は,そ のうちいず

れか1の 地方電気通信監理局長)

当該申請等を行 う者の住所を管

轄する地方電気通信監理局長

　当該第1種 電気通信事業者の業

務区域を管轄する地方電気通信監

理局長(業 務区域が2以 上の地方

電気通信監理局長の管轄する地域

にわたる場合は,そ のうちいずれ

か1の 地方電気通信監理局長)

　 当該申請等に係る電気通信設備
の設置の場所を管轄する地方電気

通信監理局長(設 置の場所が2以

上の地方電気通信監理局長の管轄

する地域にわたる場合は,そ のう

ちいずれか1の 地方電気通信監理

局長)

附　則

この 省 令 は,法 の 施 行 の 日(昭 和60年4月1日)か ら施 行 す る。

二　次の郵政省令は,廃 止する。

1.公 衆電気通信法施行規則(昭 和28年郵政省令第38号)

2.公 衆電気通信法第55条 の13第2項 の場合等を定める臨時暫定措置に関する省令(昭 和57年

郵政省令第55号)

三　法附則第4条 第3項 の規定による届出は,様 式第1の 申請書を同項の規定による届出を して

適宜読み替えた届出書に,次 の書類を添えて行わなければならない。

1.次 の事項を記載 した書類

イ　 昭和60年4月1日 以降の5年 内の日を含む毎事業年度における電気通信役務の種類及び
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　 その態様の区分ごとの需要見込み及び提供の計画

　ロ　 所要資金の額並びにその調達方法及び返済計画

ハ　電気通信設備の建設計画の概要及び工程(主 要な設備に限る。)並 びにこれに係る工事

　 費の概算

2.第3条 第4項 各号(第10号 か ら第15号 までを除く。)に 掲げる書類

(様式略)
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資　料　 12

日本 電 信 電話 株 式 会 社 法 施行 規 則

　 　(昭 和60年4月1日 郵23)



「

・



日本電信電話株式会社法施行規則

　　　　　　　　　　　　　　　 (昭和60・4・1郵 政省令第23号)

　 (附帯業務)

第1条 　 日本電信電話株式会社(以 下 「会社」という。)が 日本電信電話株式会社法(昭 和59年

　法律第85号 。以下 「法」という。)第1条 第2項 の規定により同条第1項 の事業に附帯す る業

　務を営む場合は,当 該業務に係 る収支を明確にした上で,収 支相償 うように営む ものとし,当

　該業務開始前に次の事項を郵政大臣に届け出なければならない。

　 1.業 務の内容

　 2.業 務の開始の時期

　 3.業 務の収支の見込み

　 4.業 務を営む理由

　 (目的達成業務の認可)

第2条 　会社は,法 第1条 第2項 の規定により会社の目的を達成するために必要な業務を営むこ

　との認可を受けようとするときは,次 の事項を記載 した申請書を郵政大臣に提出しなければな

　 らない。

　 1.業 務の内容

　 2.業 務の開始の時期

　 3.業 務の収支の見込み

　 4.業 務を営む理由

　 (新株発行等の認可)

第3条 　会社は,法 第4条 第3項 前段の規定により新株の発行の認可を受けようとするときは,

　次の事項を記載 した申請書に新株の発行に関する取締役会又は株主総会の議事録の写 しを添え

　て,郵 政大臣に提出しなければならない。

　 1.新 株の種類及び数

　 2.新 株の発行価額

　 3.新 株の払込期 日

　 4.現 物出資をしようとする者があるときは,そ の氏名又は名称及び住所,出 資の目的となる

　　財産及びその価格,並 びにその者に対 して与える株式の種類及び数

　 5.新 株の発行価額の うち資本に組み入れない額

　 6.株 主に新株引受権を与えようとするときは,そ の新株の種類及び数並びにその割当 日

　 7.株 主以外の者 に特に有利な発行価額により新株を発行 しようとするときは,そ の相手方の

　　氏名又は名称及び住所,そ の新株の種類及び数並びにその理由
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　 8.新 株の募集の方法

　 9.払 込みを取り扱う銀行又は信託会社及びその取扱いの場所

10、 新株の発行により取得する金額の使途

11。 新株発行の理由

二　会社は,法 第4条 第3項 後段の規定により転換社債又は新株引受権付社債の発行の認可を受

　けようとするときは,次 の事項を記載 した申請書に転換社債又は新株引受権付社債の発行に関

　す る取締役会又は株主総会の議事録の写 し及び最終の貸借対照表を添えて,郵 政大臣に提出し

　なければならない。

　 1.社 債の種類

　 2.社 債の総額及び各社債の金額

　 3.社 債の発行価額,利 率,償 還の方法及び期限その他の発行条件

　 4.転 換社債であるときは,次 の事項

　　 イ　 転換の条件

　　 ロ　転換により発行する株式の種類及び数　　　　　　　'　　　　　　　　　　　　 "

　　 ハ　転換を請求することができる期間

　　 二　転換により発行する株式の発行価額のうち資本に組み入れない額

　　 ホ　株主に転換社債の引受権を与えようとするときは,そ の転換社債の額'・

　　 へ　株主以外の者に特に有利な転換の条件を付した転換社債を発行しようとするときは,・そ

　　　め相手方の氏名又は名称及び住所,そ の転換社債の額並びにその理由

　 5.新 株引受権付社債であるときは,次 の事項

　　 イ　 各新株引受権付社債に付す新株の引受権の内容

　　 ロ　新株の引受権を行使することができる期間

　　 ハ　新株の引受権の行使により発行する株式の発行価額のうち資本に組み 入れない額

　　 二　株主に新株引受権付社債の引受権を与えようとするときは,そ の新株引受権付社債の額

　　 ホ　株主以外の者に特に有利な内容の新株引受権を付した新株引受権付社債を発行 しようと

　　　 するときは,そ の相手方の氏名又は名称及び住所,そ の新株引受権付社債の額並びにその

　　　 理由

　 6.社 債の募集の方法

　 7.前 に社債を募集 したことがあるときは,そ の償還を終えていない総額

　 8、 社債 により取得する金額の使途

　 9.社 債発行の理由

　　(取締役等の選任等の決議の認可)

第4条 　会社は,法 第9条 の規定により取締役又は監査役の選任の決議の認可を受けようとする
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　 ときは,次 の事項を記載 した申請書に選任に関する株主総会の議事録の写 し及び選任 しようと

　 する取締役又は監査役の履歴書を添えて,郵 政×臣に提出 しなければならない。

　 1.選 任 しようとす る取締役又は監査役の氏名及び住所

　 2.前 号に掲げる者が会社 と利害関係を有するときは,そ の明細

　 3,選 任の理由

二　会社は,法 第9条 の規定により取締役又は監査役の解任の決議の認可を受けようとするとき

　 は,解 任 しようとする取締役又は監査役の氏名及びその者を解任 しようとする理由を記載 した

　 申請書に解任に関する株主総会の議事録の写 しを添えて,郵 政大臣に提出 しなければならない。

　　(定款の変更の決議の認可)

第5条 　会社は,法 第10条 第 ユ項の規定により定款の変更の決議の認可を受けようとするときは,

　変更 しようとする事項及び変更の理由を記載 した申請書に定款の変更に関する株主総会の議事

　録の写 しを添えて,郵 政大臣に提出 しなければならない。　　 ・

　　(利益の処分の決議の認可)

第6条 　会社は,法 第10条 第1項 の規定に4り 利益の処分の決議の認可を受けようとするときは,

　 利益の総額及びその処分の内訳を記載 した申請書に貸借対照表,損 益計算書その他の財務計算

　 に関する諸表及び利益の処分に関する取締役会又は株主総会の議事録の写 しを添えて,郵 政大

　 臣に提出しなければならない。

　 (合併又は解散の決議の認可)

第7条 　会社は,法 第10条 第1項 の規定により合併又は解散の決議の認可を受けようとするとき

　は,次 の事項(解 散の決議の認可を受けようとする場合にあっては,第1号;・ 第4号 及び第5

　号に規定する事項に限る。)を 記載 した申請書を郵政大臣に提出しなければな らない。

　 1.合 併の場合にあ っては,合 併後存続する法人又は合併により設立する法人の名称及び住所,

　　解散の場合にあっては,清 算人の氏名及び住所

　 2.合 併の方法及び条件

　 3.合 併に反対 した株主があるときは,そ の者の氏名又は名称及び住所並びにその者の所有す

　　る株式の種類及び数

　 4、 合併又は解散の時期

　 5.合 併又は解散の理由

二　前項の申請書には,・次の書類(解 散の決議の認可を受けようとする場合にあっては,第1号

　の書類に限る。)を 添えなければならない。

　 1.合 併又は解散に関する株主総会の議事録の写 し

　 2.合 併契約書の写 し

　 3.合 併の主要な条件の決定に関する説明書
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　 4.合 併契約書の作成の時における会社の資産,負 債その他の財産の状況の説明書

　 5.合 併後存続する法人又は合併により設立する法人の定款

　 (事業計画の認可)

第8条 　会社は,法 第11条 前段の規定により毎営業年度の事業計画の認可を受けようとするとき

　は,事 業計画を記載 した申請書に収支計画書及び資金計画書を添えて,毎 営業年度開始の 日の

　一月前までに郵政大臣に提出しなければならない。

二　会社は,法 第11条 後段の規定により事業計画の変更の認可を受けようとするときは,変 更 し

　ようとする事項及び変更の理由を記載した申請書を郵政大臣に提出 しなければならない。 この

　場合において,変 更が前項の規定 により当該事業計画の認可を申請するときに添付 した収支計

　画書又は資金計画書の変更を伴うときは,当 該変更後の当該書類を添えなければならない。

　 (重要な設備の譲渡等の認可)

第9条 　会社は,法 第13条 の規定により電気通信幹線路及びこれに準ずる重要な電気通信設備の

　譲渡の認可を受けようとするときは,次 の事項を記載 した申請書に譲渡することを証する書面

　を添えて,郵 政大臣に提出しなければならない。

　 1.譲 渡 しようとする設備の内容

　 2.譲 渡の相手方の氏名又は名称及び住所

　 3.所 有権以外の権利の 目的となっているときは,そ の権利の種類

　 4.対 価の額

　 5.対 価の受領の時期及び方法その他の譲渡の条件

　 6.譲 渡の理由

二　会社は,法 第13条 の規定により電気通信幹線路及びこれに準ずる重要な電気通信設備を担保

　 に供することの認可を受けようとするときは,次 の事項を記載 した申請書に担保に供すること

　 を証する書面を添えて,郵 政大臣に提出 しなければならない。

　 1.担 保に供 しようとする設備の内容

　 2.権 利を取得する者の氏名又は名称及び住所

　 3.設 備を第三者のために担保に供 しようとするときは,そ の者の氏名又は名称及び住所

　 4.権 利の種類

　 5.担 保される債権の額

　 6.担 保に供する理由

　　(業務に関する規程の届出)

第10条 　会社は,職 制その他組織に関する規程,物 品の取扱いに関する規程並びに会計及び財

　 務に関する規程を制定 しようとするときは,そ の内容を明らかにしてこれらの規程を実施する

　 日の十 日前 までに郵政大臣に届け出なければならない。
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二　会社は,前 項の規程を改廃 しようとするときは,そ の内容及び理由を明 らかにして当該規程

　を改廃する日の十 日前までに郵政大臣に届け出なければな らない。

、
　 　附 　 則

この 省令 は,昭 和60年4月1日 か ら施 行 す る。

一133一
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)

新 通 信 法 関係 諸 規 則 ・告 示 一 覧 表

　 (昭和60年4月1日 公 布 分)



◆



。日本電信電話株式会社法施行規則(郵 政23)

。国際電信電話株式会社法施行規則(同24)

。電気通信事業法施行規則(同25)

。電気通信事業会計規則(同26)

。電気通信主任技術者規則(同27)

。工事担任者規則(同28)

。端末機器の技術基準適合認定に関する規則(同29)

。事業用電気通信設備規則(同30)

。端末設備等規則(同31)

。電話加入権質に関する臨時特例法施行規則の一部を改正する省令(同32)

・有線放送電話規則の一部を改正する省令(同33)

。有線電気通信法施行規則の一部を改正する省令(同34)

。有線テレビジョン放送の設備及び業務に関する届出の特例の一部を改正する省令

　(同35)

。有線ラジオ放送の設備及び業務に関する届出の特例の一部を改正する省令(同36)

。日本電信電話公社関係省令等準用規則等を廃止する省令(同37)

。有線電気通信法第3条 等2項 の規定による届出を要 しない有線電気通信設備を定

める件(郵 政223)

。工事担当者を要 しない端末機器の接続の方式を定める件(同224)

。工事担任者の養成課程の実施要 目を定める件(同225)

。工事担任者の養成課程の終了の際行 う試験の実施の方法を定める件(同226)

。工事担任者の学校等の認定の基準を定める件(同227)

。事業用電気通信設備規則の細目を定める件(同228)

。通話品質の測定方法を定める件(同229)

。端末設備等規則の規定によることが著 しく不合理なアナログ電話端末及びその条

件を定める件(同230)

。電気通信主任技術者選任の範囲を定める件(同231)

・電気通信主任技術者養成課程の実施要目を定める件(同232)

。電気通信主任技術者養成課程の終了の際に行う試験の実施方法を定める件

(同233)

。技術基準適合認定の対象となるその他端末機器を定める件(同234)
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第二種電気通信事業法の一般 ・特別区分のための

回線数算定法





収容能力の算定の対象となる電気通信回線

、

今

)

＼
①

他の第二種{'

事業者

　　　　♂汀 ㌦

第一種事業者

の公衆網

第一種事業者
の公衆網

‥薗

田

9ソ

O端 末

O　 TDM等

　算定の対象となるのは,上 図の太線の部分の電気通信回線である。

　すなわち,電 気通信回線の収容能力と言 う場合における収容される電気通信回線とは,第 二種

電気通信事業等の設備に設続されている回線(①,②,③)の うち,端 末からの通信を直接受け

るために使用される回線(③)を 指 している。したがって,他 の事業者等の設備に接続されてい

る場合は,端 末側の回線を対象とするのではな く,当 該設備に接続されている回線を対象とする。

(上図において,第 一種電気通信事業者の公衆網を介 して端末を収容 している部分については,

公衆網から見てセンタ側の回線のみが算定の対象となる。)

具体的換算方法

享 電

{警

1黒

電　　話　　回　　線 単位回線　 1回 線　 に換算する

電
話
回
線
以
外

周 波数 帯 域
4キ ロヘルツ
以 下

単 位 回線 　 2回 線　 に換 算 す る

4キ ロヘルツ

を 超 え る 回

線 に つ い て,

幅4キ ロヘル

ツ当た り(注1)

単 位 回 線　 2回 線 　 に換 算 す る

デ　電

編
号　線

　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 (注2)

Σ各回線 の伝送速度(b/s)
　　　　　　　　　　　　　 一 単位回線(注3)
　 　 　 1200

)
)
)

1
2
00

注
注
注

(
(
(

幅4キ ロヘ ル ツ に満 た ない 端 数 は切 り捨 て る も の とす る。

12,000b/sを 超 え る伝 送 速 度 の 回線 に つい て は,12,000b/sと す る。

1に 満 た な い端 数 は切 り捨 て る 。
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